
平成２４年（判）第８号ないし第１４号，第１６号ないし第３０号及び第３２号な

いし第３９号 

 

審       決 

 

               被審人 別紙１（被審人目録）のとおり 

               代理人 別紙２（代理人目録）のとおり 

 

公正取引委員会は，上記被審人らに対する私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）に基づく排

除措置命令審判事件及び課徴金納付命令審判事件について，公正取引委員会の審判

に関する規則（平成１７年公正取引委員会規則第８号。以下「規則」という。）第

７３条の規定により審判長審判官伊藤繁から提出された事件記録，規則第７５条の

規定により被審人らから提出された異議の申立書並びに独占禁止法第６３条及び規

則第７７条の規定により被審人らから聴取した陳述に基づいて，同審判官から提出

された別紙３審決案を調査し，次のとおり審決する。 

 

主       文 

被審人らの各審判請求をいずれも棄却する。 

 

理       由 

１ 当委員会の認定した事実，証拠，判断及び法令の適用は，いずれも別紙３審決

案の理由第１ないし第７と同一であるから，これらを引用する。 

２ よって，被審人らに対し，独占禁止法第６６条第２項及び規則第７８条第１項

の規定により，主文のとおり審決する。 

 

 

平成２７年２月２７日 

 

            公 正 取 引 委 員 会 

 

委員長  杉  本  和  行 

１ 



 

委 員  小 田 切  宏  之 

 

委 員  幕  田  英  雄 

 

委 員  山  﨑     恒 

 

委 員  山  本  和  史 

 

 ２ 



別紙１ 

被審人目録 

 

番 

号 
被審人 本店の所在地 代表者 

1 都タクシー株式会社 
新潟市中央区礎町通二ノ町２１４２番

地１ 
代表取締役 高橋 良樹 

2 富士タクシー株式会社 新潟市東区木工新町１１９３番地８ 代表取締役 川口 栄介 

3 さくら交通株式会社 新潟市東区豊一丁目１１番４３号 代表取締役 三田 啓祐 

4 第一タクシー株式会社 
新潟市中央区上近江四丁目１１番１３

号 
代表取締役 金井 正志 

5 昭和交通観光株式会社 新潟市江南区東船場五丁目３番２５号 代表取締役 吉川 典雄 

6 県都タクシー株式会社 新潟市中央区下所島二丁目２番１２号 代表取締役 佐藤 真一 

7 星山工業株式会社 新潟市中央区沼垂東六丁目１番１９号 代表取締役 星山 健佑 

8 株式会社小針タクシー 新潟市西区西有明町１０番２号 代表取締役 横木 幸一 

9 東港タクシー株式会社 新潟市北区太郎代７１番地３ 代表取締役 山口 道夫 

10 光タクシー有限会社 新潟市西区内野町５２５番地 代表取締役 石川 誉士 

11 株式会社ＮＫ交通 
新潟市江南区亀田大月二丁目１番３２

号 
代表取締役 田中 恵子 

12 ハマタクシー株式会社 新潟市北区松浜東町二丁目４番５８号 代表取締役 小林信太郎 

13 株式会社聖篭タクシー 
新潟県北蒲原郡聖籠町大字網代浜９０

４番地１ 
代表取締役 高橋 高一 

14 都タクシー株式会社 新潟市北区白新町一丁目９番６号 代表取締役 高橋 良樹 

15 有限会社東重機運輸 新潟市東区一日市１番地２ 代表取締役 飯田 嘉昭 

 

 ３ 



別紙２ 

代理人目録 

 

被審人ら代理人弁護士    飯 村   北 

同             宮 塚   久 

同             廣 田 雄一郎 

同             浦 野 祐 介 

同             川 村 興 平 

同             曽根原   稔 

同             福 嶋 美 里 

同             纐 纈 岳 志 

 

 

 ４ 



平成２４年（判）第８号ないし第１４号，第１６号ないし第３０号及び第３２

号ないし第３９号 

 

審   決   案 

 

              被審人  別紙１（被審人目録）のとおり 

              代理人  別紙２（代理人目録）のとおり 

 

上記被審人らに対する私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）に基づく排除措置命令

審判事件及び課徴金納付命令審判事件について，公正取引委員会から独占禁止

法第５６条第１項及び公正取引委員会の審判に関する規則（平成１７年公正取

引委員会規則第８号。以下「規則」という。）第１２条第１項の規定に基づき

担当審判官に指定された本職らは，審判の結果，次のとおり審決することが適

当であると考え，規則第７３条及び第７４条の規定に基づいて本審決案を作成

する。 

 

主       文 

        被審人らの各審判請求をいずれも棄却する。 

 

理       由 

第１ 審判請求の趣旨 

別紙３のとおり 

第２ 事案の概要（当事者間に争いのない事実及び公知の事実。以下，文中に

定義が付されていない用語については別紙４記載の定義による。） 

公正取引委員会は，被審人らを含む２６社（別紙１及び別紙５記載の事

業者であり，以下「２６社」という。）が，共同して，小型車，中型車，

大型車及び特定大型車の距離制運賃，時間制運賃，時間距離併用制運賃及

び待料金（以下「特定タクシー運賃」という。）を平成２１年１０月１日

付けで改定された新潟交通圏に係る自動認可運賃（以下「新自動認可運賃」

という。）における一定の運賃区分として定められているタクシー運賃と

し，かつ，小型車については初乗距離短縮運賃を設定しないこととする旨

別紙３ 

１ 



を合意（以下「本件合意」という。）することにより，公共の利益に反し

て，新潟交通圏におけるタクシー事業の取引分野における競争を実質的に

制限していたものであり，これは独占禁止法第２条第６項に規定する不当

な取引制限に該当し，同法第３条の規定に違反するものであり，かつ，同

法第７条の２第１項第１号に規定する役務の対価に係るものであるとして，

平成２３年１２月２１日，２６社のうち株式会社三洋タクシーを除く２５

社に対し，排除措置及び課徴金の納付を命じ（以下，同排除措置命令を「本

件排除措置命令」，同命令中で認定された不当な取引制限に該当する行為

を「本件違反行為」といい，上記２５社に対する同課徴金納付命令をまと

めて「本件課徴金納付命令」という。），この排除措置命令書及び課徴金

納付命令書の謄本は，同月２２日，それぞれ上記２５社に対して送達され

た。 

これに対して，被審人らは，平成２４年２月１７日，それぞれ，当該被

審人に対する本件排除措置命令及び本件課徴金納付命令の取消しを求めて

本件審判請求をした。 

なお，東新タクシー株式会社（以下「東新タクシー」という。）は，被

審人らとともに審判請求を行ったが，本件審判手続中の平成２４年９月１

２日付けで破産手続開始決定を受け，その破産管財人が同年１２月１９日

に審判手続を受継したものの，平成２５年１０月１５日に全ての審判請求

を取り下げ，これにより東新タクシーに対する本件排除措置命令及び本件

課徴金納付命令は確定した。 

また，上記２５社のうち被審人ら及び東新タクシー以外の者は審判請求

を行わず，これらの者に対する本件排除措置命令及び本件課徴金納付命令

は確定した。 

第３ 前提となる事実（末尾に括弧書きで証拠を掲記した事実は当該証拠から

認定される事実であり，その余の事実は当事者間に争いのない事実又は公

知の事実である。また，時期を明示していない事実は，本件排除措置命令

及び本件課徴金納付命令発出時点までの事実である。） 

１ 新潟交通圏においてタクシー事業を営む者（以下，タクシー事業を営む

事業者を「タクシー事業者」という。） 

(1) 法人タクシー事業者（以下「法人タクシー」という。） 

 被審人ら（以下，別紙１の「被審人」欄記載の略称を用いる。） 
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被審人都タクシー，被審人富士タクシー，被審人さくら交通，被審

人第一タクシー，被審人昭和交通観光，被審人県都タクシー，被審人

星山工業，被審人小針タクシー，被審人東港タクシー，被審人光タク

シー，被審人ＮＫ交通，被審人ハマタクシー，被審人聖篭タクシー，

被審人都タクシー（豊栄）及び被審人東重機運輸は，それぞれ，別紙

１の各被審人に係る「本店の所在地」欄記載の地に本店を置き，道路

運送法の規定に基づき国土交通省北陸信越運輸局長（以下「北陸信越

運輸局長」といい，同運輸局を「北陸信越運輸局」という。）の許可

を受けている新潟交通圏におけるタクシー事業者である。 

なお，被審人東重機運輸は，平成２０年２月１９日に事業の許可を

受け，同年７月２４日からタクシー事業を開始した。（査第６８号証，

第７０号証） 

 被審人ら以外の違反行為者（以下，別紙５の「違反行為者」欄記載

の略称を用いる。） 

万代タクシー，はとタクシー，四葉タクシー，三和交通，太陽交通，

東新タクシー，太陽交通新潟，新潟あさひタクシー，港タクシー，コ

バト交通及び三洋タクシーは，それぞれ，別紙５の上記各社に係る「本

店の所在地」欄記載の地に本店を置く新潟交通圏におけるタクシー事

業者である。 

なお，太陽交通新潟は，平成２０年１０月９日に事業譲受の認可を

受け，同年１１月２１日からタクシー事業を開始した。（査第６８号

証，第６９号証） 

 違反行為者以外の法人タクシー 

日の出交通株式会社（以下「日の出交通」という。）は，別紙６の

「本店の所在地」欄記載の地に本店を置く新潟交通圏におけるタク

シー事業者である。 

(2) 個人タクシー事業者（以下「個人タクシー」という。） 

新潟交通圏を営業区域（後記４(1)ア参照）とする個人タクシーは，平

成２２年３月３１日時点で４０４名であった。（査第４１号証） 

２ 事業者団体等 

(1) 新潟市ハイヤータクシー協会 

 新潟市ハイヤータクシー協会（以下「市協会」という。）は，新潟
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交通圏に本社を有する法人タクシーを会員として設立された任意の事

業者団体である。 

２６社及び日の出交通の２７社（以下「２７社」という。）は全て

市協会の会員であり，２７社以外に市協会の会員はいない。 

 市協会の役員等 

(ア)  市協会には，役員として会長，副会長，専務理事，理事及び監事が

置かれている。市協会の会合には，全会員を構成員として毎月開催さ

れる例会，全会員を構成員として必要の都度開催される臨時例会，会

長，副会長等の役員で構成される正副会長会議等がある。これらの会

合には，原則として会員各社の代表取締役級の者が出席していた。 

(イ)  平成１９年５月に開催された市協会の総会の時点においては，被審

人都タクシー代表取締役高橋良樹（以下「被審人都タクシーの高橋」

あるいは単に「高橋」という。）が市協会の会長を務めていたが，同

人が，上記総会において会長への再任を断ったことから，上記総会の

後，市協会の会長等の役員が空席となった。この時以降，当時の市協

会の専務理事佐藤正巳（以下「市協会の佐藤専務理事」という。）が

市協会の会長代行を務めていたが，平成２１年１０月９日に開催され

た市協会の連絡会議（市協会の会長等が空席であった期間，例会は連

絡会議と称されていた。）において，高橋が再び会長に選出された。

また，この時，被審人第一タクシー代表取締役金井正志（以下「被審

人第一タクシーの金井」という。），三和交通取締役小林稔（以下「三

和交通の小林」という。）及び太陽交通代表取締役佐藤友紀（以下「太

陽交通の佐藤」という。）が副会長に選出された。 

(ウ)  市協会の会合の議長は，会長がなるとされている。（査第１号証） 

会長等の役員が空席となっていた間は，市協会の佐藤専務理事が

会長代行として議事進行を担っていたが，前記(ｲ)の連絡会議におい

て高橋が再び会長に就任した後は，同人が議事進行を担っていた。 

(2) 新潟県ハイヤー・タクシー協会 

新潟県ハイヤー・タクシー協会（以下「県協会」という。）は，新潟

県内に所在する法人タクシーを会員とする任意の事業者団体であり，行

政機関からの情報の会員への伝達，行政機関への各種申請・届出に係る

会員からの相談への対応，会員に代わっての行政機関への申請・届出書

４ 



類の作成・提出等の業務を行っている。県協会は，市協会の上部団体で

あり，２７社は，全て県協会の会員でもある。 

県協会においては，新潟県長岡市（以下「長岡市」という。）に所在

する旭タクシー株式会社代表取締役土屋蔵三（以下「県協会の土屋会長」

という。）が会長を務め，２７社の中では，被審人都タクシーの高橋が

副会長，東新タクシーの当時の代表取締役である菊地晴彦（以下「東新

タクシーの菊地」という。）及び被審人富士タクシー代表取締役川口栄

介（以下「被審人富士タクシーの川口」という。）が理事，被審人第一

タクシーの金井が監事をそれぞれ務めていた。また，県協会の事務局長

は，竹谷耕作（以下「県協会の竹谷事務局長」という。）が務めていた。 

(3) 個人タクシーの協同組合 

新潟交通圏には，個人タクシーで組織された事業協同組合として，新

潟市個人タクシー事業協同組合（以下「新潟市個人タクシー組合」とい

う。），新潟地区個人タクシー協同組合及び新潟中央個人タクシー協同

組合の３つの協同組合が存在している。このうち，新潟市個人タクシー

組合には，新潟交通圏における個人タクシーの約７割が加入している。 

３ 一般乗用旅客自動車運送事業に関する制度の概要 

(1) 一般乗用旅客自動車運送事業 

一般乗用旅客自動車運送事業とは，一個の契約により道路運送法第３

条第１号ロの国土交通省令で定める乗車定員未満の自動車を貸し切って

旅客を運送する事業をいう（同号ハ。なお，以下，本文で引用するタク

シー事業関連の法律，政令，規則，通達，公示等は，いずれも，本件排

除措置命令及び本件課徴金納付命令発出時点までのものである。）。 

一般乗用旅客自動車運送事業を営もうとする者は，道路運送法の規定

に基づき，国土交通大臣の許可を受けなければならない（同法第４条第

１項）。そして，上記許可を受けようとする者は，路線又は営業区域，

営業所の名称及び位置，営業所ごとに配置する事業用自動車の数等に関

する事業計画等を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければなら

ない（同法第５条第１項第３号）。 

一般乗用旅客自動車運送事業に関する道路運送法第２章（第３条ない

し第４３条）に規定されている国土交通大臣の権限は，一部のものを除

き，地方運輸局長に委任されている（道路運送法施行令〔昭和２６年政
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令第２５０号〕第１条第２項。以下，地方運輸局長への権限の委任につ

いては特に断らない。）。 

(2) タクシー運賃 

 タクシー運賃の認可等 

(ア)  タクシー事業者は，旅客の利益に及ぼす影響が比較的小さいものと

して国土交通省令で定める料金を除き，旅客の運賃及び料金（タク

シー運賃）を定め，国土交通大臣（地方運輸局長）の認可を受けなけ

ればならず，また，これを変更しようとするときも同様とされている

（道路運送法第９条の３第１項）。 

なお，旅客の利益に及ぼす影響が比較的小さいものとして国土交通

省令で定める料金としては，時間指定配車料金及び車両指定配車料金

があり，これらの料金は国土交通大臣（地方運輸局長）に対する届出

制とされている（道路運送法第９条の３第３項，道路運送法施行規則

第１０条の４）。 

タクシー事業者がタクシー運賃の設定又は変更の認可を申請する

場合には，設定又は変更しようとするタクシー運賃の種類，額及び

適用方法（変更の認可申請の場合は，新旧のタクシー運賃を明示す

ることとされている。），変更を必要とする理由等を記載した運賃

及び料金設定（変更）認可申請書を国土交通大臣（地方運輸局長）

に提出することとされている（道路運送法施行規則第１０条の３第

１項。以下，タクシー事業者が同項に基づき国土交通大臣〔地方運

輸局長〕に提出する運賃及び料金変更認可申請書を「運賃変更認可

申請書」といい，当該申請行為を「運賃変更認可申請」という。）。 

タクシー運賃の設定又は変更の認可申請書には，原価計算書その

他タクシー運賃の額の算出の基礎を記載した書類（以下「原価計算

書類」という。）を添付することとされている（道路運送法施行規

則第１０条の３第２項）が，申請するタクシー運賃が地方運輸局長

が原価計算書類の添付の必要がないと認める場合として公示したも

のに該当するときは，原価計算書類の一部又は全部の添付を省略す

ることができるとされており（同条第３項），後記ウの自動認可運

賃がこれに該当する。 

(イ)  タクシー運賃の認可の基準 
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国土交通大臣（地方運輸局長）は，タクシー運賃の設定又は変更

の認可をしようとするときは，以下の基準によってしなければなら

ない（道路運送法第９条の３第２項）。 

① 能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたも

のを超えないものであること。 

② 特定の旅客に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

③ 他の一般旅客自動車運送事業者（道路運送法第３条第１号の規

定による一般旅客自動車運送事業を経営する者をいう。以下同じ。）

との間に不当な競争を引き起こすこととなるおそれがないもので

あること。 

④ タクシー運賃が対距離制による場合であって，国土交通大臣（地

方運輸局長）がその算定の基礎となる距離を定めたときは，これ

によるものであること。 

ただし，後記(5)アのとおり，平成２１年１０月１日に「特定地域

における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する

特別措置法」（平成２１年法律第６４号。以下「タクシー特別措置

法」という。）が施行されたことに伴い，同イ(ｴ)のとおり，同法附

則第５項により，上記①の基準は，当分の間，「加えたものを超え

ないもの」とあるのを「加えたもの」と読み替えることとされた。 

 タクシー運賃の種類等 

(ア)  タクシー運賃の種類については，国土交通省自動車交通局長（平成

２３年７月１日以降「自動車局長」。以下同じ。）の各地方運輸局長

等宛て通達（平成１３年１０月２６日付け国土交通省自動車交通局長

通達・国自旅第１００号「一般乗用旅客自動車運送事業の運賃及び料

金に関する制度について」。以下「国自旅第１００号通達」という。）

により定められており，運賃の種類は距離制運賃（時間距離併用制運

賃を含む。），時間制運賃，定額運賃とされ（同通達１．(1)），料

金の種類は待料金，迎車回送料金，サービス指定予約料金及びその他

の料金とされている（同通達２．）。 

(イ)  距離制運賃の初乗距離は，各運賃適用地域ごとに地方運輸局長が定

める距離により設定するものとされている（国自旅第１００号通達１．

(3)イ①。査第２０号証）。 
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また，初乗距離を短縮する場合は，初乗距離の短縮が現行の当該

運賃適用地域（運賃適用地域については後記ウ記載のとおり）にお

いて適用している初乗距離の半分程度で地方運輸局長が定めた距離

により設定する場合に限るものとされている（国自旅第１００号通

達１．(3)イ⑤）。 

 自動認可運賃制度 

タクシー運賃については，国土交通省自動車交通局長の各地方運輸

局長等宛て通達（平成１３年１０月２６日付け国土交通省自動車交通

局長通達・国自旅第１０１号「一般乗用旅客自動車運送事業の運賃料

金の認可の処理方針について」。以下「国自旅第１０１号通達」とい

う。）に基づき，運賃適用地域（需要構造，原価水準等を勘案して運

賃改定手続をまとめて取り扱うことが合理的と認められる地域として

地方運輸局長が定める地域をいう。以下同じ。）ごとに，一定の条件

の下で初乗運賃額の上限運賃及び下限運賃を算出し，当該範囲内の初

乗運賃額並びに当該初乗運賃額に対応した加算距離及び加算運賃額と

して設定されるタクシー運賃を自動認可運賃として設定するとともに，

道路運送法施行規則第１０条の３第３項の規定に基づき，タクシー運

賃の設定又は変更の認可申請に当たって原価計算書類の添付の必要が

ないと認める場合として事前に公示するものとされている（同通達４．

(1)）。 

なお，その詳細は，後記(6)で述べる。 

(3) 緊急調整地域，特別監視地域，特定特別監視地域の指定等 

 道路運送法の規定により，国土交通大臣（地方運輸局長）は，特定

の地域においてタクシー事業の供給輸送力が輸送需要量に対し著しく

過剰となっている場合であって，当該供給輸送力が更に増加すること

により，輸送の安全及び旅客の利便を確保することが困難となるおそ

れがあると認めるときは，当該特定の地域を，期間を定めて「緊急調

整地域」として指定することができる（同法第８条第１項）。 

 国土交通省は，緊急調整地域の指定に至る事態を未然に防止するた

めの運用上の措置として，供給過剰の兆候のある地域を「特別監視地

域」に指定し，重点的な監査や行政処分の厳格化等の措置を講じるほ

か，特別監視地域のうち，供給拡大によりタクシー運転者の労働条件
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の悪化等を招く懸念がある地域を「特定特別監視地域」に指定し，タ

クシー運転者の労働条件の悪化や不適切な事業運営の下で行われる供

給の拡大について，タクシー事業者の慎重な判断を促すための試行的

な措置を講じている。これらの地域の指定要件は，国土交通省自動車

交通局長通達（平成１３年１０月２６日付け国土交通省自動車交通局

長通達・国自旅第１０２号「緊急調整措置の発動要件等について」）

により規定されている。 

特定特別監視地域における具体的な措置としては，当該地域に存す

るタクシー事業者をその会員とする事業者の団体に対し，①利用者

サービスの改善等によるタクシーの需要喚起に関する事項，②タク

シー運転者の労働条件の改善に関する事項，③違法・不適切な経営の

排除に関する事項，④その他必要と認められる事項を内容とするタク

シー事業構造改善計画（以下「構造改善計画」という。）の作成を求

めるものとされている。 

(4) 道路運送法と独占禁止法の関係 

道路運送法には，タクシー事業者の共同行為に関して，独占禁止法の

適用を除外する旨の規定は定められていない。 

(5) タクシー特別措置法 

 タクシー特別措置法の制定経緯及び目的 

タクシー事業については，平成１４年２月に道路運送法が改正され，

需給調整規制の廃止等の規制緩和が行われた。しかし，その後，長期

的な需要の減少傾向の中，タクシー車両の大幅な増加等により，タク

シー事業者の収益基盤の悪化やタクシー運転者の賃金等の労働条件の

悪化等の問題が生じた地域があったことから，平成２０年１２月１８

日の交通政策審議会答申「タクシー事業を巡る諸問題への対策につい

て」において，過度な運賃競争への対策等に関する指摘が行われた。

そして，この答申を受けて，タクシー車両の供給過剰によって生じる

タクシー事業者の経営状況の悪化，タクシー運転者の労働条件の悪化，

事故の増加等の問題を解消するための対策を講じることを目的として，

平成２１年６月２６日にタクシー特別措置法が制定され，同年１０月

１日に施行された。 

 タクシー特別措置法の内容 

９ 



(ア)  タクシー特別措置法において，国土交通大臣は，供給過剰の進行等

によりタクシー事業が地域公共交通としての機能を十分に発揮でき

ていない地域を「特定地域」として指定し（以下，これにより指定さ

れた地域を「特定地域」という。），当該特定地域におけるタクシー

事業の適正化及び活性化に関する基本方針を定めるものとされてい

る（同法第３条，第４条）。 

(イ)  特定地域においては，地方運輸局長，地方公共団体の長，タクシー

事業者，タクシー運転者の組織する団体，地域住民等の地域の関係者

が，当該特定地域におけるタクシー事業の適正化及び活性化の推進に

関し必要な協議を行うための協議会（以下「地域協議会」という。）

を組織することができる（タクシー特別措置法第８条）。 

そして，地域協議会は，前記(ｱ)の基本方針に基づき，特定地域に

おけるタクシー事業の適正化及び活性化を推進するための計画（以

下「地域計画」という。）を作成することができ，地域計画におい

ては，①タクシー事業の適正化及び活性化の推進に関する基本的な

方針，②地域計画の目標，③地域計画の目標を達成するために行う

特定事業その他の事業等に関する事項，④上記①ないし③のほか地

域計画の実施に関し地域協議会が必要と認める事項について定める

ものとされている（タクシー特別措置法第９条）。 

(ウ)  特定地域のタクシー事業者は，単独で又は共同して，地域計画に即

して特定事業を実施するための計画（以下「特定事業計画」という。）

を作成し，国土交通大臣の認定を受けることができ，特定事業計画に

おいては，事業譲渡，合併，減車等の「事業再構築」について定める

ことができる（タクシー特別措置法第１１条）。 

国土交通大臣は，タクシー事業者が共同して行う事業再構築（以

下「共同事業再構築」という。）について認定しようとする場合に

おいて，共同事業再構築を行うタクシー事業者と他の一般乗用旅客

自動車運送事業者との間の適正な競争が確保されるものであること

を認定の要件（タクシー特別措置法第１１条第４項第４号イ）とす

るとともに，必要があると認めるときは，公正取引委員会に対して

当該共同事業再構築がタクシー事業における競争に及ぼす影響等に

ついて意見を述べることとされ，公正取引委員会においても，必要
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があると認めるときは，国土交通大臣に対し，共同事業再構築に係

る特定事業計画について意見を述べることとされている（同法第１

２条）。 

(エ)  道路運送法に基づくタクシー運賃の認可の基準のうち，前記(2)ア

(ｲ)の①の基準は，タクシー特別措置法附則第５項により，当分の間，

「加えたものを超えないもの」とあるのを「加えたもの」と読み替え

ることとされた。このため，平成２１年１０月１日の同法施行後は，

「能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたもの

であること」が認可の基準とされている。 

この改正により，上記①の基準は，認可されるタクシー運賃の上

限を画する基準から，下限を画する基準へと性格を変え，認可され

るタクシー運賃の下限を画する基準は，「能率的な経営の下におけ

る適正な原価に適正な利潤を加えたものであること」（同①の基準）

及び「他の一般旅客自動車運送事業者との間に不当な競争を引き起

こすこととなるおそれがないものであること」（同③の基準）となっ

た。 

(オ)  タクシー特別措置法には，独占禁止法の適用を除外する旨の規定は

定められていない。 

国土交通省の通達においては，タクシー特別措置法は，タクシー

事業者が独占禁止法に違反することなく，運賃及び供給輸送力の適

正化や事業の活性化等を図る仕組みを設けているものであり，独占

禁止法に違反する行為を容認するものではないとされている（平成

２３年２月１０日付け国土交通省自動車交通局長通達・国自旅第２

００号「タクシー事業の適正化及び活性化に係る取組みに際しての

留意点について」）。 

(カ)  タクシー特別措置法については，成立の際に，衆議院及び参議院そ

れぞれにおいて附帯決議がなされており，これらの附帯決議において

は，政府がタクシー特別措置法の施行に当たって留意すべき点として，

タクシー事業の健全な競争を図るため，同一地域同一運賃の実現が必

要との意見を踏まえつつ，適切な運賃制度及びその運用を検討し，必

要な措置を講じること，自動認可運賃の幅を縮小するとともに下限割

れ運賃（自動認可運賃の下限運賃を下回る運賃のことをいう。以下同
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じ。）の審査を厳格化する措置を講じること，下限割れ運賃を採用す

るタクシー事業者に対して定期的に報告を求め，その事業運営につき

適切なチェックを行うこと等が指摘されている。 

 その他 

前記アのとおり，交通政策審議会答申「タクシー事業を巡る諸問題

への対策について」を受けてタクシー特別措置法が制定されたもので

あるが，同時に，国土交通省は，上記答申の指摘を踏まえ，平成２１

年４月に「タクシー運賃制度研究会」を設置し，タクシー運賃の審査

の在り方について検討し，前記イ(ｴ)のとおりタクシー特別措置法附則

第５項において道路運送法の運賃認可基準の読替規定が設けられたこ

となどを受け，同研究会は，同年８月，「タクシー運賃の今後の審査

のあり方について」と題する報告書を取りまとめた。 

上記報告書においては，①地域の実情に即した自動認可運賃の幅を

設定すべきこと，②下限割れ運賃の審査を慎重に行うべきこと，③下

限割れ運賃を採用するタクシー事業者等に対する事後チェックを強化

すべきこと（報告徴収，重点監査）等が指摘されている。 

そして，上記報告書を踏まえ，国自旅第１０１号通達が改正され，

平成２１年１０月１日以降に処分するものから適用されることになっ

た。（査第１５号証） 

(6) 自動認可運賃制度及びタクシー特別措置法施行後の同制度の内容等 

 前記(2)ウのとおり，タクシー運賃については，国自旅第１０１号通

達に基づき，運賃適用地域ごとに，一定の条件の下で初乗運賃額の上

限運賃及び下限運賃を算出し，当該範囲内の初乗運賃額並びに当該初

乗運賃額に対応した加算距離及び加算運賃額として設定される運賃を

自動認可運賃として設定するとともに，道路運送法施行規則第１０条

の３第３項の規定に基づき，タクシー運賃の設定又は変更の認可申請

に当たって原価計算書類の添付の必要がないと認める場合として事前

に公示するものとされている（同通達４．(1)）。 

 自動認可運賃は，制度導入当時，各地域における標準的，能率的な

経営を行っている複数のタクシー事業者の全体の収支が償う水準の額

を上限とし，全国一律で上限運賃から１０パーセント下回る額を下限

運賃として設定されていた。その後，平成２１年１０月１日にタクシー
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特別措置法が施行されたことを受けて，下限運賃が「地域の実情に即

した額」に変更された。 

 自動認可運賃の上限運賃と下限運賃の範囲内には，初乗運賃額並び

に当該初乗運賃額に対応した加算距離及び加算運賃額について，初乗

運賃額１０円ごとに，タクシー事業者が選択することのできる複数の

運賃区分の自動認可運賃が設定されている（国自旅第１０１号通達別

紙３の１(2)）。 

 タクシー運賃の申請処理等 

(ア)  地方運輸局長は，タクシー事業者から設定又は変更の認可申請の

あったタクシー運賃が自動認可運賃に該当する場合には，道路運送法

施行規則第１０条の３第３項の規定に基づき，認可申請書に原価計算

書類の添付を省略することを認め，また，当該認可申請に係る公示を

省略するとともに，標準処理期間によることなく速やかに認可を行う

ものとされている（国自旅第１０１号通達４．(1)，別紙４第２の２）。 

(イ)  平成２１年１０月１日のタクシー特別措置法施行後に前記(ｱ)によ

り新たに認可されたタクシー運賃については，その後の自動認可運賃

の改定の際に，運賃変更認可申請を行わなかった結果，当該タクシー

運賃が実質的に改定後の自動認可運賃の下限を下回る運賃となった

場合には，その時点において認可に原則１年の期限を付すこととする

旨及び自動認可運賃に該当しない運賃と同様に取り扱う旨の条件を

付すこととされている（国自旅第１０１号通達別紙４第２の２）。 

(ウ)  下限割れ運賃について 

a  下限割れ運賃には，自動認可運賃の下限運賃を下回るタクシー

運賃が設定された場合のほか，自動認可運賃の改定時に従来のタ

クシー運賃を据え置いたことにより，実質的に改定後の自動認可

運賃の下限運賃を下回ることとなったものも含まれる。 

b  タクシー特別措置法施行後も，下限割れ運賃は否定されていな

い。 

タクシー特別措置法施行後の下限割れ運賃の取扱いは，次のと

おりである。 

 タクシー事業者が新たに下限割れ運賃の認可を申請した場合

には，原価計算書類の提出を求め，運賃認可基準に照らし個別に
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審査を行うことになる。 

そして，平成２１年１０月１日のタクシー特別措置法施行後

は，「能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加

えたものを超えないものであること」との基準が「能率的な経

営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものであるこ

と」と読み替えられることとなったが，当該認可申請運賃が運

賃査定額（平年度における収支率が１００パーセントとなる変

更後の運賃額をいう。）以上である場合は，能率的な経営の下

における適正な原価に適正な利潤を加えたものとして，当該地

域において不当な競争を引き起こすおそれがない限り，当該申

請額で認可されることとされている（国自旅第１０１号通達４．

(2)及び(3)，別紙４第３の１，２，３(1)及び(2)）。 

また，平成２１年１０月１日のタクシー特別措置法施行後は，

新たに申請された下限割れ運賃を認可するに当たり，①認可の

期限は原則１年間とすること，②人件費，一般管理費，走行距

離等について毎月報告すること，③関係法令違反により車両停

止以上の行政処分を受けた場合には認可を取り消す場合がある

ことを条件として付すとともに，タクシー事業者に対し，タク

シー運転者の労働条件の確保のために必要な措置を講じること

や，しかるべき時期にタクシー運転者の労働条件の確保の状況

を公表すること等を指導することとされている（国自旅第１０

１号通達別紙４第３の３(4)）。 

上記②は，前記(5)アの交通政策審議会答申において「下限割

れ運賃を採用している事業者の経営実態を詳細に把握」する必

要性が指摘されるとともに，タクシー特別措置法の附帯決議に

おいても，「人件費，一般管理費，走行距離等，必要な指標に

つき定期的に報告を求め，その事業運営につき適切なチェック

を行うこと」が指摘されたことを踏まえ，同ウのタクシー運賃

制度研究会報告書において，自動認可運賃改定時にタクシー運

賃を据え置いたことにより実質的に下限割れ運賃となっている

従前の自動認可運賃の採用事業者等を含め下限割れ運賃を採用

しているタクシー事業者に対しては，当該運賃認可後の需要へ
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の影響（増収効果），タクシー運転者の労働条件（賃金等）の

変化，収支率の変化，利用者及び他事業者との混乱の有無等の

検証を行う必要があると指摘されたことを受けて，平成２１年

９月２９日に改正された国自旅第１０１号通達に盛り込まれた

ものである。（査第１５号証，第２５号証の４） 

 自動認可運賃の改定が行われた場合，従来自動認可運賃制度を

利用していたタクシー事業者に対して，改定後の自動認可運賃へ

の移行義務は課されておらず，改定後の自動認可運賃への移行を

行わなかった結果，従前のタクシー運賃が改定後の自動認可運賃

との関係で下限割れ運賃となる場合においても，当該タクシー運

賃を適用し続けることは可能である。この場合，平成２１年１０

月１日以降に新たに認可されたタクシー運賃がその後の自動認

可運賃改定の際に実質的な下限割れ運賃となる場合（前記(ｲ)の

場合）を除き，原則１年の認可期限が付されたり，自動認可運賃

に該当しないタクシー運賃と同様に取り扱う旨の条件が付され

たりすることはない。 

ただし，平成２１年１０月１日のタクシー特別措置法施行後

は，前記(a)のタクシー運賃制度研究会報告書における指摘を踏

まえ，自動認可運賃改定時にタクシー運賃を据え置いたことに

より実質的に下限割れ運賃となっている従前の自動認可運賃の

採用事業者に対しても，人件費，一般管理費，走行距離等に関

する報告を毎月求めることとなった。（査第１７号証，第２５

号証の４） 

 そして，平成２１年１０月１日のタクシー特別措置法施行後は，

前記(a)若しくは(b)の報告を行わない者又は報告内容により法

令違反の疑いがある者に対して巡回監査（重点事項を定めて法令

遵守状況を確認するもの）が行われることとなった（平成２１年

９月２９日付け国土交通省自動車交通局安全政策課長，同旅客課

長及び同技術安全部整備課長通達・国自安第５７号，国自旅第１

２５号及び国自整第５１号「旅客自動車運送事業の監査方針の細

部取扱いについて」１．(2)⑦）。これは，前記(5)ウのタクシー

運賃制度研究会報告書において，自動認可運賃改定時にタクシー
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運賃を据え置いたことにより実質的に下限割れ運賃となってい

る従前の自動認可運賃の採用事業者等を含め下限割れ運賃を採

用している事業者については，下限割れ運賃を背景にした違法行

為（労働基準法〔昭和２２年法律第４９号〕違反，最低賃金法〔昭

和３４年法律第１３７号〕違反，社会保険等未加入，道路交通法

〔昭和３５年法律第１０５号〕違反，改善基準告示違反等）が懸

念されることから，重点的な監査を実施することが適当であると

されたからである。（査第２５号証の４，審第１７号証，第１８

号証） 

この監査の結果，違法行為が確認された場合，当該タクシー

事業者に対し，口頭注意，勧告，警告又は行政処分（自動車そ

の他の輸送施設の使用の停止処分，事業の停止処分，許可の取

消処分等）が行われることになる。（審第１９号証） 

 また，現に認可されている下限割れ運賃のうち，認可後の経済

社会情勢の変化などにより，不当な競争を引き起こすこととなる

おそれが生じていると認められるものについて，それが旅客の利

便その他公共の福祉を阻害している事実があると認められる場

合には，道路運送法第３１条に基づく事業改善命令により，当該

運賃の変更を命ずることとされている（国自旅第１０１号通達別

紙４第３の３(5)。査第１５号証）。 

 運賃改定手続 

タクシー事業者が，運賃適用地域における自動認可運賃の上限を超

える運賃の改定を地方運輸局長に申請した場合には，原則として最初

の申請があったときから３か月の期間内に申請率（当該運賃適用地域

における法人タクシー全体の車両数に占める申請があった法人タク

シーの車両数の合計の割合をいう。以下同じ。）が７割以上となった

場合に，運賃改定手続を開始することとされている（国自旅第１０１

号通達２．(1)）。この運賃改定手続開始後において，申請の取下げに

より申請率が７割を下回る事態となった場合には，その時点で運賃改

定手続を一時的に中断するとともに，当該中断から３か月の期間内に

追加的な申請により申請率が７割以上となった場合には，直ちに当該

運賃改定手続を再開することとされている（同(2)）。 
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 距離制運賃の初乗距離の短縮について 

前記(2)イ(ｲ)のとおり，距離制運賃の初乗距離は，各運賃適用地域

ごとに地方運輸局長が定める距離により設定するものとされているが，

初乗距離を短縮することもでき，その場合は，初乗距離の短縮が現行

の当該運賃適用地域において適用している初乗距離の半分程度で地方

運輸局長が定めた距離により設定する場合に限るものとされている。

タクシー事業者が，地方運輸局長が定めた短縮距離を初乗距離として

設定した上で，自動認可運賃の本来の初乗距離に達した際に，自動認

可運賃の初乗運賃と同一となるように，初乗運賃及び本来の初乗距離

に至るまでの加算運賃を定めた場合には，自動認可運賃に係る認可申

請があったものとみなされる（国自旅第１０１号通達別紙４第４の１）。 

４ 新潟交通圏におけるタクシー事業 

(1) 営業区域及び運賃適用地域 

 営業区域 

新潟市が含まれる営業区域については，北陸信越運輸局長の公示（平

成１４年７月１日付け公示第１２号「一般乗用旅客自動車運送事業（１

人１車制個人タクシーを除く。）の許可申請に対する審査基準につい

て」）により，「新潟交通圏」，「新潟市Ｂ」，「新潟市Ｃ」及び「新

潟市Ｆ」の４区域が定められている。このうち新潟交通圏は，平成１

７年３月２１日に他の市町村と合併する前の新潟市，同日に新潟市に

編入された新潟県豊栄市及び同県中蒲原郡亀田町並びに同県北蒲原郡

聖籠町の区域である。 

 運賃適用地域 

新潟県の運賃適用地域については，北陸信越運輸局長の公示（平成

１４年７月１日付け公示第１５号「一般乗用旅客自動車運送事業の運

賃及び料金の認可申請の審査基準について」）により，「新潟県Ａ地

区」及び「新潟県Ｂ地区」の２地区が定められている。このうち新潟

県Ａ地区は，新潟交通圏と同じ区域を定めるものである。 

 ２７社は，いずれも，新潟交通圏を営業区域とし，新潟県Ａ地区を

運賃適用地域としている。 

(2) 車種区分 

新潟交通圏（新潟県Ａ地区）におけるタクシー事業に係る車種区分は，
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北陸信越運輸局長の公示（平成１４年７月１日付け公示第１４号「一般

乗用旅客自動車運送事業の運賃及び料金に関する制度について」。以下

「公示第１４号」という。）により，「小型車」，「中型車」，「大型

車」及び「特定大型車」の４区分とされている。 

(3) タクシー運賃の状況 

 タクシー運賃の種類 

新潟交通圏（新潟県Ａ地区）におけるタクシー運賃については，公

示第１４号により，運賃の種類が距離制運賃，時間制運賃，時間距離

併用制運賃及び定額運賃とされ，料金の種類が待料金，迎車回送料金，

サービス指定予約料金及びその他の料金とされている。 

 新潟交通圏における自動認可運賃 

(ア)  旧々自動認可運賃 

北陸信越運輸局長は，自動認可運賃制度が導入されたことを受け，

平成１４年７月１日付けで，車種区分ごとに，前記アのタクシー運

賃のうち距離制運賃，時間制運賃，時間距離併用制運賃及び待料金

について，自動認可運賃を定め公示した（同日付け公示第１６号「一

般乗用旅客自動車運送事業の自動認可運賃等について」。以下「公

示第１６号」という。また，同日に公示された新潟交通圏に係る自

動認可運賃を以下「旧々自動認可運賃」という。）。 

(イ)  旧自動認可運賃 

旧々自動認可運賃は，新潟交通圏の法人タクシーがその上限運賃

を超える運賃変更認可申請を行ったことを受けて，平成２０年７月

２日に北陸信越運輸局長公示により改定された（同日付け公示第４

０号により改正された公示第１６号。同日に公示された新潟交通圏

に係る自動認可運賃を以下「旧自動認可運賃」という。）。 

旧自動認可運賃は，旧々自動認可運賃における初乗距離を１．５

キロメートルから１．３キロメートルに設定し直すとともに，上限

運賃及び下限運賃を引き上げたものである。（査第３３号証，第３

４号証） 

(ウ)  新自動認可運賃 

旧自動認可運賃は，タクシー特別措置法の施行日と同じ平成２１

年１０月１日に，同法の趣旨を踏まえ北陸信越運輸局長公示により
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改定された（同日付け公示第６７号により改正された公示第１６号。

新自動認可運賃の具体的内容は別紙７のとおりである。）。新自動

認可運賃は，旧自動認可運賃における上限運賃を据え置いたまま，

約１０パーセントであった上限運賃と下限運賃の幅を約５パーセン

トに縮小することにより，下限運賃を引き上げるとともに，上限運

賃から下限運賃までの運賃区分の種類を減らしたものである。 

下限運賃が引き上げられたことにより，新自動認可運賃が公示さ

れた時点では，旧自動認可運賃等を適用していた２７社の小型車及

び中型車の特定タクシー運賃は，いずれも新自動認可運賃に対して

下限割れ運賃となった。 

 ２７社が適用しているタクシー運賃の種類 

２７社は，車種区分ごとに，いずれも自動認可運賃制度の対象とさ

れている距離制運賃，時間制運賃，時間距離併用制運賃及び待料金を

適用している。自動認可運賃制度の対象とされていないタクシー運賃

については，万代タクシーのみがサービス指定予約料金のうちの車両

指定配車料金を適用している。 

 初乗距離の短縮 

新潟交通圏（新潟県Ａ地区）においては，北陸信越運輸局長の公示

（平成２０年７月２日付け公示第４１号により改正された平成１４年

７月１日付け公示第１８号「一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー）

の運賃及び料金に係る初乗距離及び初乗距離を短縮する場合の距離に

ついて」）により，本来の初乗距離である１．３キロメートルに対し，

初乗距離を短縮する場合の距離が７００メートルと定められている。 

そして，前記３(6)カのとおり，タクシー事業者は，自動認可運賃制

度の下でも，初乗距離短縮運賃を設定するか否かを自由に選択するこ

とができるところ，初乗距離短縮運賃の設定を希望する場合には，短

縮された初乗距離である７００メートルに対応する初乗運賃及び７０

０メートルから本来の初乗距離である１．３キロメートルまでの加算

運賃について認可を受け，設定することができる。 

(4) 新潟交通圏におけるタクシー車両の数 

 車種別の車両数 

新潟交通圏におけるタクシー車両数（福祉自動車を除く。）の合計
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は，平成２２年３月３１日時点で，１，５７３台であり，そのうち法

人タクシーが１，１６９台，個人タクシーが４０４台であった。その

車種別の車両数の内訳は下表のとおりであり，小型車が全体の９割以

上を占めていた。（査第４１号証，第４２号証） 

 小型車 中型車 大型車 特定大型車 合計 

法人タクシー １，１０５  ３１   ４   ２９ １，１６９ 

個人タクシー   ３５１  ４６   ７    ０   ４０４ 

合計 １，４５６  ７７  １１   ２９ １，５７３ 

 初乗距離短縮運賃適用事業者の車両数 

なお，新潟交通圏における法人タクシー２７社のうち，新自動認可

運賃の公示の時点で，小型車について初乗距離短縮運賃を設定してい

たタクシー事業者は，被審人昭和交通観光，被審人ＮＫ交通，被審人

東重機運輸，太陽交通，太陽交通新潟，新潟あさひタクシー，港タク

シー，三洋タクシー及び日の出交通の９社であった。これら９社の平

成２２年３月３１日時点での小型車の車両数の合計は３７６台であり，

法人タクシー２７社の同区分の車両数１，１０５台に占める割合は約

３４．０パーセントであった。 

また，上記９社から日の出交通を除いた場合，８社の上記時点での

小型車の車両数の合計は２９２台であり，２６社の同区分の車両数１，

０２１台に占める割合は約２８．６パーセントであった。 

（査第３６号証の１及び２，第４２号証，第５８号証，第１７７号

証） 

(5) 新潟交通圏におけるタクシー事業に係る２６社のシェア等 

平成２２年度の新潟交通圏における法人タクシー及び個人タクシーの

タクシー事業に係る営業収入の合計額は，約９２億２０００万円であっ

た。このうち，２６社の新潟交通圏におけるタクシー事業に係る営業収

入の合計額は，約７４億７０００万円であり，新潟交通圏におけるタク

シー事業に係る営業収入について，２６社の占める割合は，約８１．０

パーセントであった。 

(6) 特定特別監視地域の指定 

新潟交通圏は，平成２０年７月１１日に北陸信越運輸局長により特定
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特別監視地域に指定された。 

市協会は，これを受けて，後記第６の１(1)ア(ｲ)ａのとおり，構造改

善計画を作成した。 

(7) 新潟交通圏地域計画等 

 新潟交通圏は，タクシー特別措置法に基づき，平成２１年１０月１

日に特定地域に指定された。また，新潟交通圏においては，同年１１

月６日，同法に基づき「新潟交通圏特定地域協議会」（以下「新潟地

域協議会」という。）が組織された。 

新潟地域協議会は，北陸信越運輸局自動車交通部長が会長を務め，

法人タクシーからは，県協会の土屋会長，市協会会長である被審人都

タクシーの高橋，同副会長である被審人第一タクシーの金井及び太陽

交通の佐藤が構成員となっていた。また，個人タクシーからは，新潟

市個人タクシー組合の理事長である山口廣（以下「新潟市個人タクシー

組合の山口」という。）が，新潟地域個人タクシー連合会の会長の肩

書きで構成員となっていた。 

 新潟地域協議会は，３回の会合（平成２１年１１月６日，同年１２

月２４日及び平成２２年３月３１日）を経て，平成２２年３月３１日

付けで「新潟交通圏地域計画」（以下「新潟地域計画」という。）を

作成し，同年４月９日に公表した。 

新潟地域計画においては，タクシー運賃に関し，「２．地域計画の

目標及び目標を達成するために行う事業」の中に「(7)過度な運賃競争

への対策」として，北陸信越運輸局が下限割れ運賃に対する審査を厳

格化すること，現に下限割れ運賃を採用している事業者に対する輸送

実績等の報告徴収を行うことなどが記載されている。（査第４５号証） 

第４ 本件の争点 

１ ２６社は本件合意をしたか。 

２ 本件合意は一定の取引分野における競争を実質的に制限するか。具体的

には，２６社の共同行為に正当化理由があるか。 

３ 被審人らに対し排除措置を特に命ずる必要があるか。 

第５ 争点についての双方の主張 

１ 争点１（２６社は本件合意をしたか。） 

(1) 審査官の主張 
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 ２６社のうち欠席した被審人小針タクシー，被審人聖篭タクシー及

び港タクシーを除く２３社は，平成２１年１１月２７日に開催された

市協会の臨時例会（以下「平成２１年１１月２７日開催の臨時例会」

といい，また，他の特定の日に開催された市協会の会合についても同

様の方法で表記することがある。）において，特定タクシー運賃を新

自動認可運賃に該当するものとする運賃変更認可申請を行うことを合

意し，新自動認可運賃の運賃区分のうち，上限運賃から下限運賃まで

のどの運賃区分に移行するかなど，運賃変更認可申請に係る具体的内

容については，その後の市協会の会合で検討することとした。 

 ２６社のうち欠席した四葉タクシー，太陽交通新潟，被審人ＮＫ交

通及び港タクシーを除く２２社は，平成２１年１２月１０日開催の例

会において，新潟交通圏における運賃多重化の問題を解消するために，

同年１１月２７日開催の臨時例会の場において確認されたとおり，２

６社が新自動認可運賃に移行することを改めて確認した。また，同年

１２月１０日開催の例会においては，新自動認可運賃への移行に当た

り，初乗距離短縮運賃の取扱い及び個人タクシーの新自動認可運賃へ

の移行に関する意向確認について検討する必要があるとの問題提起が

なされた。 

 ２６社のうち欠席した港タクシーを除く２５社は，平成２２年１月

２０日開催の臨時例会において，小型車の特定タクシー運賃について，

新自動認可運賃の下限運賃とし，かつ，初乗距離短縮運賃は設定しな

いこととする旨を合意した。この合意は，同月２７日開催の臨時例会

においても確認された。 

 ２６社のうち欠席した港タクシーを除く２５社は，平成２２年２月

１７日開催の例会において，小型車の特定タクシー運賃について新自

動認可運賃の下限運賃とし，かつ，初乗距離短縮運賃を設定しないこ

ととする前記ウにおける合意事項を再度確認し合った上で，中型車の

特定タクシー運賃については新自動認可運賃の下限運賃とし，大型車

及び特定大型車の特定タクシー運賃についてはいずれも新自動認可運

賃の上限運賃とすることを合意した。 

 港タクシー代表取締役鈴木寛（以下「港タクシーの鈴木」という。）

が平成２２年２月１７日開催の例会を欠席したことから，被審人第一
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タクシーの金井は，同月２０日までに，港タクシーの鈴木に対して，

上記例会で前記エの２５社が合意した内容を伝えた上で，港タクシー

の分として，被審人第一タクシーのものと同一内容の運賃変更認可申

請書類を作成し，同月２０日，港タクシーの鈴木に対して，ファクシ

ミリで送信した。 

 前記アないしオのとおり，２６社は遅くとも平成２２年２月２０日

までに，特定タクシー運賃について， 

(ア)  小型車については，新自動認可運賃における下限運賃として定めら

れているタクシー運賃とし，かつ，初乗距離短縮運賃を設定しないこ

ととする 

(イ)  中型車については，新自動認可運賃における下限運賃として定めら

れているタクシー運賃とする 

(ウ)  大型車については，新自動認可運賃における上限運賃として定めら

れているタクシー運賃とする 

(エ)  特定大型車については，新自動認可運賃における上限運賃として定

められているタクシー運賃とする 

旨を合意した。 

(2) 被審人らの主張 

前記(1)は否認する。 

２７社は，新潟地域協議会において，運賃多重化の解消や過度な運賃

競争を避けるための対策について議論されていたことを受けて，市協会

を代表して同協議会に出席する被審人都タクシーの高橋が市協会として

述べるべき一般的な意見を取りまとめる必要があったことから情報や意

見を交換しただけであり，具体的なタクシー運賃，ましてや特定タクシー

運賃についての協議や合意は行っていない。 

２ 争点２（本件合意は一定の取引分野における競争を実質的に制限するか。

具体的には，２６社の共同行為に正当化理由があるか。） 

(1) 審査官の主張 

 一定の取引分野における競争を実質的に制限するとは，当該取引に

係る市場が有する競争機能を損なうことをいい（最高裁判所第一小法

廷平成２４年２月２０日判決・民集第６６巻第２号７９６頁〔株式会

社新井組ほか３名による審決取消請求事件〕），具体的には，競争自
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体が減少して，特定の事業者又は事業者集団がその意思で，ある程度

自由に，価格，品質，数量，その他各般の条件を左右することによっ

て，市場を支配することができる状態をもたらすことをいう（東京高

等裁判所昭和２８年１２月７日判決・公正取引委員会審決集第５巻１

１８頁〔東宝株式会社ほか１名による審決取消請求事件〕）。 

本件においては，平成２２年度の営業収入ベースで約８１．０パー

セントもの市場占有率を持つ２６社が，本件合意をしたものであるか

ら，かかる状態がもたらされていることは明らかである。 

 行政指導による強制等の観点から正当化理由がある旨の被審人らの

の主張について 

後記(2)アにおいて被審人らが行政指導であると主張する国土交通

省，北陸信越運輸局及び同新潟運輸支局（以下「新潟運輸支局」とい

い，これらを併せて「新潟運輸支局等」という。）の担当官らの各発

言内容は，運賃認可制度の趣旨・目的の解説の域を出るものではなく，

新潟運輸支局等が，２６社に対し，収支状況等を勘案することなく一

律に新自動認可運賃に移行することや，新自動認可運賃の枠内での特

定の運賃区分に移行すること及び小型車について初乗距離短縮運賃を

設定しないことを求める行政指導を行った事実は認められない。 

また，新潟運輸支局等による道路運送法及びタクシー特別措置法の

運用状況や，タクシー特別措置法の説明会等における新潟運輸支局等

の担当官らの発言等に照らしても，２６社が，新自動認可運賃への移

行等について意思決定の自由を失っていたとは認められない。 

さらに，仮に新潟運輸支局等が何らかの行政指導を行った事実があ

るとしても，それは新自動認可運賃への移行を求める限度のもので

あって，２６社が，新自動認可運賃の枠内の特定の運賃区分に移行し，

小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないこととしたことは，行

政指導に従ったものではなく，自らの判断で取り決めたものである。 

したがって，被審人らの主張する正当化理由は認められない。 

 専門的な政策判断の観点からの正当化理由がある旨の被審人らの主

張について 

前記イのとおり，新潟運輸支局等が２６社に対し収支状況等を勘案

することなく一律に新自動認可運賃に移行することや，新自動認可運
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賃の枠内での特定の運賃区分に移行すること及び小型車について初乗

距離短縮運賃を設定しないことを求める行政指導を行った事実は認め

られない。 

仮に被審人らが主張する行政指導があったとしても，道路運送法，

タクシー特別措置法及びこれらに基づく運賃認可制度は，所定の幅に

あるタクシー運賃の認可申請については適切なものとして自動的に認

可することとし，それに該当しない下限割れ運賃の認可申請について

は，原価計算書類の提出を求めて，能率的な経営の下における適正な

原価に適正な利潤を加えたものであるか否かなど運賃認可基準に照ら

し個別に審査することを予定しているのであって，下限割れ運賃を許

容しないものではないし，特定のタクシー運賃の採用を求めるもので

もない。したがって，被審人らの主張する行政指導は，すなわち，下

限割れ運賃を採用するタクシー事業者に対し，収支状況等を勘案する

ことなく一律に新自動認可運賃に移行することや特定のタクシー運賃

を採用することを求めるというものであり，道路運送法，タクシー特

別措置法及びこれらに基づく運賃認可制度に反するものであって，新

潟運輸支局等が社会公共的な目的を達成するためにした専門的な政策

判断を体現したものとはいえない。 

また，被審人らは，その主張する行政指導は新潟地域協議会におけ

る議論及び要請を踏まえて新潟運輸支局等が社会公共的な目的達成の

ためにした専門的な政策判断を体現するものであると主張するが，地

域協議会は各タクシー事業者が適用すべき具体的なタクシー運賃につ

いて協議する場ではなく，実際，新潟地域協議会がまとめた新潟地域

計画では，「過度な運賃競争への対策」の中で，行政側の対応として

下限割れ運賃に対する審査の厳格化等が定められているが，それ以上

にタクシー事業者が適用すべき具体的なタクシー運賃や新自動認可運

賃に移行すべきことが定められているものではないから，被審人らが

主張する行政指導は新潟運輸支局等が社会公共的な目的を達成するた

めにした専門的な政策判断を体現したものであるとはいえない。 

したがって，被審人らの主張する正当化理由は認められない。 

(2) 被審人らの主張 

 新潟交通圏においては，新自動認可運賃が定められた後，全ての法
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人タクシーの運賃が下限割れ運賃となっており，過度な運賃競争が生

じていたところ，このような運賃競争は，各タクシー事業者を厳しい

経営状態に陥らせるとともに，タクシー運転者に低賃金かつ長時間労

働を強い，その結果，タクシー事業の安全性の低下がもたらされ，タ

クシー利用者たる国民の生命又は身体に重大な悪影響を及ぼしかねな

い事態となることが合理的に予測された。そこで，新潟運輸支局等は，

そのような過度な運賃競争を解消させるべく，次のとおり，監査や行

政処分を背景として，収支状況等を勘案することなく一律に新自動認

可運賃に移行すること並びに新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区

分に移行すること及び小型車について初乗距離短縮運賃を設定しない

ことを求める行政指導を行い，また，タクシー特別措置法に基づいて

設置された新潟地域協議会においても，同一地域同一運賃となること

及び初乗距離短縮運賃は設定しないことが望ましいなどといった意見

が出されたため，２６社は，これらの行政指導及び地域協議会の意見

に従って特定タクシー運賃に関する情報や意見の交換を行ったもので

ある。 

① 平成２１年６月１０日開催の社団法人全国乗用自動車連合会（以

下「全国乗用自動車連合会」という。）正副会長会議における国土

交通省の本田勝自動車交通局長（以下「本田自動車交通局長」とい

う。）の発言 

② 平成２１年７月１日開催の全国乗用自動車連合会全国協会長会議

における国土交通省の本田自動車交通局長の発言 

③ 平成２１年１０月９日開催の市協会の連絡会議における報告 

④ 平成２１年１０月１３日開催のタクシー特別措置法説明会におけ

る新潟運輸支局の坂本巧首席運輸企画専門官（以下「坂本首席専門

官」という。）の発言 

⑤ 平成２１年１２月２４日開催の第２回新潟地域協議会における北

陸信越運輸局の担当官の発言 

⑥ 平成２１年１０月以降の新潟運輸支局の坂本首席専門官の県協会

に対する新自動認可運賃への移行のための働きかけ 

 したがって，仮に２６社が本件合意をしたと評価されるとしても，

２６社による共同行為には次のとおり正当化理由がある。 
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(ア)  行政指導による強制等の観点からの正当化理由の存在 

新潟運輸支局等の前記アの行政指導は，これに従わない場合，監

査や処分といった厳しい措置が予想されるものであったため，２６

社は，新潟運輸支局等の上記行政指導によって強制され，又は新潟

運輸支局等の指示，要請若しくは主導の下に，やむを得ず当該共同

行為を行ったものであるところ，２６社は，かかる強制又は指示，

要請若しくは主導の下で自由に意思決定をすることができない状況

であった（行政指導に従わないタクシー運賃による自由競争の余地

が失われていた）から，当該共同行為には正当化理由がある。 

(イ)  専門的な政策判断の観点からの正当化理由の存在 

a  新潟運輸支局等は，新潟交通圏において過度な運賃競争が生じ

ており，タクシー事業の安全性の低下等が懸念されたことから，

そのような過度な運賃競争を解消させるべく前記アの行政指導を

行い，２６社は，それに従ったものであるが，２６社による共同

行為を独占禁止法に違反するとして排除し，自由な競争をもたら

してみても，一般消費者の利益及び国民経済の民主的で健全な発

達に資するところはなく，独占禁止法の究極目的に合致しない。

したがって，２６社に対する上記行政指導は，監督官庁がその所

掌する分野の社会公共的な目的を達成するためにした専門的な政

策判断を体現するものであり，これに反して競争状態を確保する

ことは独占禁止法の究極目的に沿うものではないから，上記行政

指導に従った２６社による共同行為には正当化理由がある。 

b  また，前記アの行政指導は，新潟運輸支局等が，タクシー特別

措置法に基づき設置され，消費者代表，地域代表，労働基準監督

署その他の監督官庁も参加した新潟地域協議会における議論及び

要請を踏まえ，輸送の安全，道路運送の利用者の利益保護，新潟

交通圏内における交通の健全な発展等の社会公共的な目的達成の

ために行った専門的な政策判断を体現するものであり，これに反

して競争状態を確保することは独占禁止法の究極目的に沿うもの

ではないから，上記行政指導に従った２６社による共同行為には

正当化理由がある。 

 このように２６社による共同行為には正当化理由があるから，２６
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社は新潟交通圏におけるタクシー事業の取引分野における競争を実質

的に制限していない。 

３ 争点３（被審人らに対し排除措置を特に命ずる必要があるか。） 

(1) 審査官の主張 

以下の事実を総合的に考慮すると，本件違反行為は既になくなってい

るものの，違反行為が繰り返されるおそれがあり，また，本件違反行為

の結果が残存しており新潟交通圏におけるタクシー事業の取引分野にお

ける競争秩序の回復が不十分であることは明らかであるから，被審人ら

に対しては，特に排除措置を命ずる必要がある。 

 本件違反行為以前の２６社等の協調関係 

新潟交通圏における法人タクシーは，平成１８年１２月以降，特定

タクシー運賃に関する話合いを行い，運賃変更認可申請を行った上で，

改定後の自動認可運賃への移行やその後に生じた運賃多重化の解消に

ついて継続的に話し合うなど，協調関係にあり，本件違反行為はその

ような協調関係の下に行われた。 

 本件違反行為の具体的状況等 

２６社は，前記２(1)アのとおり，新潟交通圏において約８１．０パー

セントの市場占有率を有しており，今後，違反行為を繰り返すのは困

難ではない。また，２６社は，日の出交通及び個人タクシーを違反行

為に巻き込もうとしており，極めて強固な競争回避の意図をもって本

件違反行為を行った。 

 本件違反行為の取りやめの経緯 

本件合意は，平成２３年１月２６日以降，事実上消滅しているもの

の，これは２６社の自発的意思に基づくものではなく，公正取引委員

会が本件違反行為についての立入検査を行ったという外部的な要因に

よるものにすぎない。 

 新潟交通圏におけるタクシー事業の市場環境 

新潟交通圏においては，法人タクシーの新規参入が極めて困難であ

り，今後，下限割れ運賃を採用する法人タクシー等の新規参入によっ

て，２６社が違反行為を繰り返すことを妨げる市場環境が出現する可

能性は低い。 

 本件違反行為の結果が残存していること 
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２６社は，本件合意に基づき，遅くとも平成２２年４月１７日以降，

認可を受けた特定タクシー運賃を適用した。その後，三洋タクシーが

小型車及び中型車について初乗距離短縮運賃を適用するとの運賃変更

認可申請を行い，平成２３年５月１２日以降，当該変更運賃を適用し

ているが，同社を除く２５社は，本件排除措置命令の時点において，

平成２２年３月２６日に認可された特定タクシー運賃の適用を続けて

おり，本件違反行為の結果のほとんどが残存している。 

 新潟交通圏におけるタクシー事業者の過去の違反行為 

市協会ないし新潟交通圏のタクシー事業者は，①公正取引委員会昭

和５６年４月１日勧告審決，②公正取引委員会平成１９年６月２５日

排除措置命令の２回の法的措置を受けているにもかかわらず，本件違

反行為に及んだ。しかも，新潟交通圏のタクシー事業者は，上記②の

事件に対する公正取引委員会の調査の最中から，自動認可運賃の引上

げを図るための話合いを始め，同事件の排除措置命令を受けた後も話

合いを継続するなどにより，本件違反行為に及んだのであり，独占禁

止法に係る遵法意識に著しく欠けている。 

 今後の違反行為を確実に抑止するに足る事情の不存在（被審人らの

後記(2)の主張について） 

市協会の平成２３年２月１８日付け決議及びこれと同旨の各社の取

締役会決議は，本件違反行為を行ったことを明確に否定するものであ

り，また，法令遵守に関して極めて抽象的な内容を確認するにとどまっ

ている。また，市協会の同年４月７日付け決議は上記同年２月１８日

付け決議を撤回するものではなく，依然として本件違反行為を行った

ことはないとの前提に立つものである。したがって，上記各決議は，

被審人らによる今後の違反行為を確実に抑止するに足る事情というこ

とはできない。 

(2) 被審人らの主張 

前記(1)は争う。 

市協会及び被審人らは，市協会の平成２３年２月１８日付け決議及び

これと同旨の各社の取締役会決議並びに市協会の同年４月７日付け決議

を行い，今後，特定タクシー運賃について，他の事業者との間で事業活

動を相互に拘束する行為を行わない旨を明確にしている。したがって，
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審査官が指摘する前記(1)アの協調関係，同イの競争回避の意図及び同カ

の過去の協調関係は断絶されている。 

審査官が指摘する前記(1)ウについては，公正取引委員会が本件違反行

為について立入検査を行ったことが報道等によって広く知らしめられ，

各タクシー事業者に対する市民や監督官庁等からの注目が集まっている

から，今後，２６社が違反行為を繰り返すことは極めて困難である。 

また，審査官が指摘する前記(1)エ及びオについては，事実を曲解する

もの又は抽象的な可能性を殊更に強調するものである。 

したがって，被審人らに対し排除措置を特に命ずる必要はない。 

第６ 審判官の判断 

１ 争点１（２６社は本件合意をしたか。） 

(1) 認定事実 

当事者間に争いのない事実，公知の事実及び証拠（括弧書きで掲記）

によれば，以下の事実が認められる。 

 平成２１年１０月頃までの状況 

(ア)  平成２０年７月の自動認可運賃改定の際の状況 

a  平成１８年頃，タクシーの燃料価格の高騰により，新潟交通圏

の法人タクシーの多くは，タクシー運賃を値上げする必要性に迫

られ，同年１２月頃，市協会の例会等の会合の場において話合い

を行い，日の出交通を除く法人タクシーの多くが旧々自動認可運

賃の上限運賃よりも高い運賃への運賃変更認可申請を行うことと

した。（査第４７号証，第４８号証，第６２号証） 

b  前記ａの話合いを受けて，平成１９年１月から同年４月までの

間に，２７社（ただし，平成２０年７月にタクシー事業を開始し

た被審人東重機運輸及び同年１１月に同事業を開始した太陽交通

新潟を除く。）のうちの１９社と当時新潟交通圏で事業を営んで

いた法人タクシー２社が旧々自動認可運賃の上限運賃を超える運

賃での運賃変更認可申請を行ったところ，申請率が７割以上と

なったため，北陸信越運輸局は，自動認可運賃の改定手続を開始

した。しかし，平成１９年９月までの間に上記２１社の中から運

賃変更認可申請を取り下げる者が出たため，申請率が７割を下回

ることとなり，北陸信越運輸局は，自動認可運賃の改定手続を中
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断した。その後，運賃変更認可申請を取り下げなかった者が，申

請を取り下げた者に対し，再度，申請を行うよう働きかけたとこ

ろ，平成２０年１月頃に申請率が再び７割以上となったことから，

北陸信越運輸局は，自動認可運賃の改定手続を再開し，その結果，

同年７月２日に旧々自動認可運賃から旧自動認可運賃へ改定され，

公示された。（査第３４号証，第４７号証ないし第５５号証，第

６２号証） 

c  前記ｂの旧自動認可運賃の公示後，新潟交通圏における法人タ

クシーは，市協会の会合において，特定タクシー運賃を旧自動認

可運賃に移行することについて話し合った。しかし，これに同調

しない法人タクシーもいたことから，一旦は特定タクシー運賃を

旧自動認可運賃に該当するものに変更する旨の運賃変更認可申請

を行ったものの，当該申請を取り下げる者が出るなどしたため，

最終的に，旧自動認可運賃の運賃区分での認可を受けた法人タク

シーは８社にとどまった。その結果，それまでも新潟交通圏にお

ける法人タクシーのタクシー運賃は多種類のものが併存するいわ

ゆる運賃多重化の状態であったが，更にその程度が増した。（査

第８号証，第４７号証，第４８号証，第５６号証ないし第６３号

証，第６４号証の１，第６５号証） 

(イ)  運賃多重化の解消に向けた話合い 

a  前記第３の４(6)のとおり，新潟交通圏は，平成２０年７月１１

日，特定特別監視地域に指定された。これを受けて，新潟交通圏

における法人タクシーは，市協会の会合において協議を行い，同

年９月末に「特定特別監視地域の指定に伴うタクシー事業構造改

善計画について」と題する構造改善計画を作成し，その中で，成

果目標の一つとして「運賃多重化の解消」を盛り込んだ。 

b  その後，新潟交通圏における法人タクシーは，平成２１年１０

月頃までの間，旧自動認可運賃への移行についての各社の意向を

確認し合い，これを取りまとめ，市協会の場等において旧自動認

可運賃への移行について話合いを行っていたが，当時採用してい

たタクシー運賃を維持する旨を表明していた者，全社が旧自動認

可運賃へ移行するのであれば移行する旨を表明していた者等がお
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り，足並みはそろわなかった。 

（査第４８号証，第６６号証，第６７号証，第７１号証ないし第

８４号証〔枝番を含む。〕） 

(ウ)  小括 

前記(ｱ)及び(ｲ)のとおり，被審人らを含む新潟交通圏における法

人タクシーは，平成１８年以降，特定タクシー運賃に関する話合い

を行い，平成２０年７月の旧自動認可運賃の公示後には協調してそ

れに移行しようとの動きがあったが，これに同調しない者がいたた

め運賃多重化の状態が生じることとなった。そして，被審人らを含

む新潟交通圏における法人タクシーは，これを解消するために，構

造改善計画に運賃多重化の解消を盛り込むとともに，旧自動認可運

賃への移行について各社の意向を確認し合うなどの行為を継続的に

行っていたが，足並みをそろえて旧自動認可運賃に移行するには至

らず，運賃多重化の状態が続いていた。 

 平成２１年１０月１日の新自動認可運賃の公示 

前記第３の４(3)イ(ｳ)のとおり，新潟交通圏において，平成２１年

１０月１日，新自動認可運賃が公示された。 

新自動認可運賃は，旧自動認可運賃における上限運賃を据え置いた

まま，下限運賃を引き上げるものであったところ，小型車及び中型車

について，旧々自動認可運賃又は旧自動認可運賃を適用していた２７

社の特定タクシー運賃は，全て新自動認可運賃に対して下限割れ運賃

となった。 

（査第３５号証，第３６号証の１及び２，第５８号証） 

 平成２２年２月２０日頃までの新潟交通圏のタクシー事業者間の話

合いの状況等 

(ア)  平成２１年１０月９日開催の連絡会議 

a  開催日及び出席者 

平成２１年１０月９日，新潟市ハイヤータクシー会館において，

市協会の連絡会議が開催された。 

上記連絡会議には，２７社のうち被審人ハマタクシーを除く２６

社のほか，市協会の佐藤専務理事が出席した。 

b  話合いの内容等 
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平成２１年１０月９日開催の連絡会議においては，第１回新潟

地域協議会の開催日が同年１１月６日に決定されたことを受けて，

市協会から新潟地域協議会の構成員となるメンバーが前記第３の

４(7)アのとおり選出された。また，空席となっていた市協会の会

長には被審人都タクシーの高橋が選出され，同様に副会長には被

審人第一タクシーの金井，三和交通の小林及び太陽交通の佐藤が

選出された。 

被審人都タクシーの高橋は，前記イのとおり新自動認可運賃が

公示されたところ，平成２０年７月の旧々自動認可運賃から旧自

動認可運賃への移行が不調に終わったことの二の舞となることを

避けたいと考え，市協会の会長就任に際し，新潟地域協議会での

議論を受けて市協会で行うこととなる運賃問題に関する話合いに

会員の協力を得たい旨の挨拶を行った。 

（査第４号証，第６号証，第８号証，第４８号証，第６３号証，

第６４号証の１，第６５号証，第８５号証ないし第８７号証の１） 

(イ)  平成２１年１１月１０日開催の例会 

a  開催日及び出席者 

平成２１年１１月１０日，新潟市ハイヤータクシー会館において，

市協会の例会が開催された。 

上記例会には，２７社のうちはとタクシー，港タクシー，コバト

交通及び三洋タクシーを除く２３社と市協会の佐藤専務理事が出

席した。 

（査第６３号証） 

b  話合いの内容等 

平成２１年１１月１０日開催の例会においては，新潟地域協議

会への対応等について意見交換がなされ，運賃に関しては，「運

賃の多重化をなぜ解消しなければならないか」，「一定水準の運

賃に集約して，サービス向上を目指すべき」等運賃多重化の解消

に向けた意見が出された。（査第６３号証，第８７号証の１） 

(ウ)  平成２１年１１月１６日開催の正副会長会議 

a  開催日及び出席者 

平成２１年１１月１６日，新潟東急インにおいて，市協会の正副
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会長会議が開催された。 

上記正副会長会議には，被審人都タクシーの高橋その他市協会の

役員が出席した。 

（査第６３号証） 

b  話合いの内容等 

平成２１年１１月１６日開催の正副会長会議において，被審人

都タクシーの高橋は，出席者に対して，運賃多重化の解消のため

の検討項目を記載した文書及び同一地区同一運賃の必要性につい

て記載した文書を配布した上で，市協会の会員全社が新自動認可

運賃の下限運賃を下回った下限割れ運賃となっているので，今後，

全社が新自動認可運賃ゾーンに入って値上げしていく必要がある

こと，下限割れ運賃を採用しているタクシー事業者には，運輸局

が経営状況の定期的な報告を求めたり，監査を行って行政処分を

行うこともあること等の話をした。その上で，上記正副会長会議

の出席者は，皆で新自動認可運賃に移行して値上げをすることを

確認し合った。（査第６３号証） 

(エ)  平成２１年１１月２７日開催の臨時例会 

a  開催日及び出席者 

平成２１年１１月２７日，新潟市ハイヤータクシー会館において，

市協会の臨時例会が開催された。 

上記臨時例会には，２７社のうち被審人小針タクシー，被審人聖

篭タクシー及び港タクシーを除く２４社のほか，市協会の佐藤専務

理事が出席した。 

b  話合いの内容等 

 平成２１年１１月２７日開催の臨時例会において，被審人都タ

クシーの高橋は，新潟交通圏における認可運賃，増減車等に関す

る資料や同月６日の第１回新潟地域協議会において配布された

資料を配布して，その説明をした。 

 そして，被審人都タクシーの高橋は，２７社が足並みをそろえ

て新自動認可運賃に移行することを提案し，出席者に対し，座席

順に新自動認可運賃への移行についての意見を求めたところ，多

くの出席者は，新自動認可運賃に移行する旨を述べ，日の出交通
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を除き，高橋の上記提案に反対する者はいなかった。これに対し

て，日の出交通専務取締役坂井鶴美（以下「日の出交通の坂井」

あるいは単に「坂井」という。）は，個人タクシーを含め新潟交

通圏における全てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移行す

るならば，同社も移行を検討する旨を述べた。 

 また，前記臨時例会に出席した２４社のうち日の出交通を除く

２３社は，新自動認可運賃の運賃区分のうち上限運賃から下限運

賃までのどの運賃区分に移行するかなどについては，その後の市

協会の会合で検討することとした。 

（査第５号証，第７号証，第４７号証，第４８号証，第６２号

証，第６３号証，第６４号証の１，第６５号証，第８６号証，第

８７号証の１，第８８号証ないし第９０号証，第９２号証ないし

第９４号証） 

c  前記臨時例会を欠席した３社については，当該臨時例会の後，

被審人小針タクシー及び被審人聖篭タクシーの２社に対しては市

協会の佐藤専務理事から，港タクシーに対しては被審人第一タク

シーの金井から，それぞれ当該臨時例会の内容を連絡し，新自動

認可運賃への移行について了承を得た。市協会の佐藤専務理事は，

「平成２１年１１月 臨時例会の概要」とのタイトルで，①協議

の結果，参加した全社とも新自動認可運賃に移行することが確認

されたこと，②新自動認可運賃への移行の個別具体的な内容は，

後日検討することが記載されている文書を作成し，市協会の会員

に対して送付した。（査第７号証，第８８号証，第８９号証，第

９４号証） 

(オ)  平成２１年１２月１０日開催の例会 

a  開催日及び出席者 

平成２１年１２月１０日，新潟市ハイヤータクシー会館において，

市協会の例会が開催された。 

上記例会には，２７社のうち被審人ＮＫ交通，四葉タクシー，太

陽交通新潟及び港タクシーを除く２３社のほか，市協会の佐藤専務

理事が出席した。 

b  話合いの内容等 
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平成２１年１１月２７日開催の臨時例会に引き続き，同年１２月

１０日開催の例会において，出席者らは，新自動認可運賃に移行す

ることを確認した。 

また，上記例会において，被審人都タクシーの高橋は，新自動認

可運賃への移行に当たり，初乗距離短縮運賃の取扱いについて検討

する必要があるとの問題提起をした。 

（査第９７号証ないし第９９号証，第１８０号証の１及び２，

第１８１号証） 

(カ)  第２回新潟地域協議会における被審人都タクシーの高橋の発言 

平成２１年１２月２４日に開催された第２回新潟地域協議会にお

いて，新潟地域計画の素案が同協議会事務局から示されたところ，

同協議会の会長であり議事進行を務めていた北陸信越運輸局の岡田

博自動車交通部長（以下「岡田自動車交通部長」という。）は，同

計画の目標や目標達成のために行う事業について構成員に対し意見

を求めた。 

これを受け，複数の構成員が意見を述べる中，被審人都タクシー

の高橋は，「１１月２７日に市の協会，ということは新潟Ａ地区の

関係している地区の全員が集まるわけですが，その臨時例会の席で，

運賃について運輸局より公示があった新しい運賃に皆で入るという

ことが決まりました。」と発言するとともに，個人タクシーにも法

人タクシーの値上げに同調して値上げをしてほしい旨を要望した。 

（査第６３号証，第８７号証の１，第９２号証ないし第９６号証） 

(キ)  平成２２年１月１３日開催の正副会長会議 

a  開催日及び出席者 

平成２２年１月１３日，新潟市ハイヤータクシー会館において，

市協会の正副会長会議が開催された。 

上記正副会長会議には，被審人都タクシーの高橋，被審人第一タ

クシーの金井，三和交通の小林，太陽交通の佐藤，東新タクシーの

菊地，被審人富士タクシーの川口及びはとタクシー代表取締役斎藤

章（コバト交通代表取締役としての出席を兼ねる。）のほか，市協

会の佐藤専務理事が出席した。 

b  話合いの内容等 
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平成２２年１月１３日開催の正副会長会議において，被審人都

タクシーの高橋は，運賃多重化の解消についての検討項目につい

て記載した文書を配布して説明を行い，その後，出席者の間で，

新自動認可運賃のいずれの運賃区分に移行するか，初乗距離短縮

運賃を採用するか否か，いつ新自動認可運賃に移行するか等につ

いて話合いが行われた。話合いの中で，小型車の運賃区分を上限

運賃にしたいとの意見があったが，高橋は，経済環境やタクシー

業界の現実を考えると足並みをそろえて新自動認可運賃に移行す

るには下限運賃への移行を提案するしかない旨述べ，結局，下限

運賃へ移行することを市協会の例会において提案することで話が

まとまり，また，新自動認可運賃への移行については同年３月の

第３回新潟地域協議会の前に移行することを市協会の例会におい

て提案することで話がまとまった。ただし，初乗距離短縮運賃を

採用するか否かについては，出席者から採用しないとの意見，採

用するとの意見が出て，話がまとまらなかった。（査第５号証，

第６３号証，第１００号証ないし第１０２号証） 

(ク)  平成２２年１月２０日開催の正副会長会議及び臨時例会 

a  開催日及び出席者 

平成２２年１月２０日，新潟市ハイヤータクシー会館において，

市協会の正副会長会議及び臨時例会が開催された。 

上記正副会長会議には，被審人都タクシーの高橋その他市協会の

役員が出席した。 

また，上記臨時例会には，２７社のうち港タクシーを除く２６社

のほか，市協会の佐藤専務理事が出席した。 

（査第３号証，第５号証，第４７号証，第６３号証，第６４号

証の１，第６５号証，第８６号証，第８７号証の１，第１０２号

証ないし第１０７号証〔枝番を含む。〕） 

b  正副会長会議における話合いの内容等 

平成２２年１月２０日開催の正副会長会議において，出席者は，

同日開催の臨時例会において，小型車について新自動認可運賃の

下限運賃に移行することを提案することを確認した。また，初乗

距離短縮運賃については，出席者から採用しないとの意見，採用
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するとの意見及び採用するかどうかは各社の自由判断に任せると

の意見が出たが，被審人都タクシーの高橋は，上記臨時例会で初

乗距離短縮運賃を採用している会社から話を聞くことにする旨を

述べた。（査第６３号証） 

c  臨時例会における話合いの内容等 

 平成２２年１月２０日開催の臨時例会において，被審人都タク

シーの高橋は，自ら作成した運賃多重化の解消に係る資料等を配

布して説明し，これまでの話合いで市協会会員の皆が行うのであ

れば新自動認可運賃に移行することになっていることを確認し

た上で，小型車について新自動認可運賃のいずれの運賃区分に移

行するかが問題となるが，できるだけ統一運賃に近づける努力が

必要であること，初乗距離短縮運賃の設定をどうするか検討する

必要があること，運賃を統一し値上げすることをマスコミに対し

どのように説明するか検討する必要があること等を述べた上で，

出席者に意見を求めた。 

 その際，出席者から，タクシー特別措置法施行後であっても，

初乗距離短縮運賃を申請した場合，申請は受け付けられるのか改

めて確認を求める質問があったため，市協会の佐藤専務理事は，

前記臨時例会を中座し，北陸信越運輸局へ電話を掛けて確認した

ところ，同運輸局から，初乗距離短縮運賃の申請があれば受け付

けること，その場合は公示が必要であることの回答を得たため，

これを出席者に報告した。 

これに対し，高橋は，「まあ，言うなれば，業者，業者，に

お任せということなんですね。」と初乗距離短縮運賃は事業者

の判断により申請の上で適用可能である旨を述べるとともに，

法人タクシーで１，２社でも初乗距離短縮運賃を適用する事業

者が残れば，結局個人タクシーも全て初乗距離短縮運賃を適用

することとなる旨の懸念を述べた。 

 その後，出席者からは，①値上げするのであれば上限運賃に移

行し，初乗距離短縮運賃の設定をやめてはどうか，②皆で下限運

賃に移行し，初乗距離短縮運賃の設定は各社の判断でよい，③上

限運賃に移行したいが困難であろう，④初乗距離短縮運賃の廃止
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にはこだわっていない，⑤新自動認可運賃の範囲内である限り下

限運賃に集約する必要はない，⑥運賃を上げることには異議がな

い等の意見が出された。これらの意見が述べられる中で，高橋は，

初乗距離短縮運賃に固執している事業者ばかりではないため今

回がチャンスであり後はない，今回は地域協議会も設けられ業界

の健全化，適正化に向けてやっていこうということであるから，

自分としては統一した運賃でやるという形でお願いしたいなど

と述べ，出席者に対して，小型車について新自動認可運賃の下限

運賃に統一すること及び初乗距離短縮運賃を設定しないことを

提案した。 

他方，日の出交通の坂井は，同社の考えは従前どおりであり，

個人タクシーが新自動認可運賃に移行することが担保されない

限り，同社は新自動認可運賃に移行することはできない旨を述

べた。 

これに対し，高橋は，坂井に対し，統一歩調をとらなければ

ならない旨を述べたり，個人が決まれば法人がする，法人が決

まれば個人がするということでは，いつまでたっても決まらな

い旨を述べたりした。 

 そこで，高橋は，坂井が個人タクシーが新自動認可運賃に移行

することの担保が必要だと述べるので，その担保を取ってくると

述べた上で，出席者に対し，小型車について，新自動認可運賃の

下限運賃に移行すること，初乗距離短縮運賃は設定しないことと

することを決定する旨を述べたところ，さらに，数社から値上げ

の時期，内容等について意見が出された。 

以上を踏まえ，高橋が，再度，小型車について，新自動認可

運賃の下限運賃に移行し，初乗距離短縮運賃は設定しないこと

について同意を求めるとともに，平成２２年２月末頃までに申

請することについても同意を求め，また，個人タクシーの協同

組合に対し新自動認可運賃に移行するよう働きかける旨を述べ，

出席者の意見を聞いたところ，これに異論を述べる者はなかっ

た。 

 その後，中型車，大型車及び特定大型車の運賃についてはどう
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するのか出席者から質問が出されたが，市協会会員のうち保有す

るものが限られ，その車両数が少ないことなどから，十分に議論

されることなく，これらの車種区分につき新自動認可運賃のどの

運賃区分に移行するかは各社の自由とすることとされた。 

 最後に，市協会の佐藤専務理事が，小型車については新自動認

可運賃の下限運賃とし，中型車，大型車及び特定大型車について

は各社が新自動認可運賃の中で自由に決めることとすることを

市協会から県協会に報告する旨を述べたところ，これに異論を述

べる者はなかった。 

県協会の竹谷事務局長は，市協会の佐藤専務理事から報告を

受け，その内容をメモにまとめた。そのメモには，「２０日の

臨時定例会での結論」として，「運賃関係：自動認可運賃のＤ

運賃（下限）に移行することで合意した。距離短縮はやめる。

（３００円）」，「ジャンボ，大型，中型の運賃区分は各社の

自由とする。」などと記載されている。 

 また，市協会の佐藤専務理事は，前記臨時例会での協議検討の

結果，小型車については，新自動認可運賃の下限運賃（１．３キ

ロメートル５７０円）とし，初乗距離短縮運賃は設定しないこと，

中型車，大型車及び特定大型車については，各社が新自動認可運

賃のゾーンの中で個別に設定することで調整されたことなどを

記載した文書（市協会名義の平成２２年１月２２日付け「運賃の

新々ゾーンへの移行について」と題する文書〔査第１１３号証〕）

を作成し（この文書については，同日開催の正副会長会議におい

て，会員に配布することが了承された。），それを会員各社に対

してファクシミリ送信してその内容を周知した。 

（査第３号証ないし第５号証，第４７号証，第６２号証ないし

第６５号証〔枝番を含む。〕，第８６号証，第８７号証の１，第

１０２号証ないし第１１４号証〔枝番を含む。〕） 

(ケ)  個人タクシー組合への要請 

被審人都タクシーの高橋は，平成２２年１月２１日に，市協会の

相談役である東新タクシーの菊地とともに，新潟市個人タクシー組

合を訪問し，新潟市個人タクシー組合の山口及び同組合の副理事長
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であるのぞみタクシーこと阿部政信と面談した。高橋らは，法人タ

クシーとしては新自動認可運賃に移行する方向になっているので，

個人タクシーも新自動認可運賃に移行するよう要請した。 

これに対し，新潟市個人タクシー組合の山口らは，法人タクシー

が先に新自動認可運賃に移行するのであれば，個人タクシーも新自

動認可運賃に移行する旨回答した。 

以上については，平成２２年１月２２日開催の正副会長会議で，

高橋から市協会の役員に対して報告された。 

（査第４０号証，第６１号証，第６３号証，第１１５号証ないし

第１１７号証） 

(コ)  平成２２年１月２７日開催の臨時例会 

a  開催日及び出席者 

平成２２年１月２７日，新潟市ハイヤータクシー会館において，

市協会の臨時例会が開催された。 

上記臨時例会には，２７社のうち被審人ハマタクシー及び港タク

シーを除く２５社が出席した。 

b  話合いの内容等 

 平成２２年１月２７日開催の臨時例会において，被審人都タク

シーの高橋は，タクシー運賃に関して残っている問題は，小型車

以外の車種について新自動認可運賃のどの運賃区分に移行する

かという点と，いつ実行していくかという点である旨を発言した。

また，高橋は，同月２１日に新潟市個人タクシー組合の山口らを

訪問した結果について，担保のない紳士協定ではあるが，法人タ

クシーが値上げすれば，個人タクシーも追従することは間違いな

いという判断をしている旨を報告した。 

そして，高橋は，小型車については，新自動認可運賃の下限

運賃に移行し，かつ，初乗距離短縮運賃は設定しないこととなっ

ている旨を述べた上で，同年２月中には上記内容での運賃変更

認可申請を行い，同年３月からタクシーメーターを交換して新

たなタクシー運賃の適用を始めたい旨の提案をし，これについ

て各社からの意見を求めた。 

 日の出交通の坂井は，同社としては，個人タクシーが１台も残
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らず新自動認可運賃の下限運賃に移行するのであれば，それをみ

てから移行したい旨を述べた。 

これに対し，東新タクシーの菊地が，「もう言葉遊びはいいん

ですって。みんなでやる。協調していきましょうと。」と発言し，

高橋が，できそうにない条件を出して，その条件が満たされなけ

れば同調しないというのはあきれ返る話である旨，独りよがりな

話はやめてもらいたい旨及び前回の運賃値上げの際にも日の出

交通等が「ゴタゴタゴタゴタ」言った結果，値上げが失敗し燃料

費の上昇分を負担せざるを得なくなった旨の発言をし，被審人東

港タクシー代表取締役山口道夫（以下「被審人東港タクシーの山

口」という。）が，個人タクシーのうち数台が反対しても全く影

響はないのであるから，何とか了解して皆と同様の運賃にしても

らいたい旨の発言をし，被審人さくら交通の者が，被審人東港タ

クシーの山口の上記発言に賛同する旨の発言をしたほか，他の出

席者から，坂井の発言を非難する発言がなされた。また，被審人

県都タクシー代表取締役佐藤真一（以下「被審人県都タクシーの

佐藤」という。）が，坂井に対し，個人タクシーに新自動認可運

賃に移行しない者がいた場合，日の出交通は現行の運賃を継続す

るのか，新自動認可運賃に移行するが初乗距離短縮運賃を設定す

るのかを確認する質問をしたが，坂井は，現行の運賃を継続する

旨を回答した。 

その後，坂井は，運転代行業者が増加してタクシー事業者と競

合しているため，この点についても調査・検討して，運賃を上げ

るにしてもいつにするのかを検討すべき旨を述べた。 

これに対して，東新タクシーの菊地が，「話し合いで１つの答

えを出してみんなでやるよ，とこういうこと。話し合いつかなけ

れば，極端な話，多数決でもいいわけでしょ。それでそれに従っ

ていけばいいわけですから。」と発言し，被審人県都タクシーの

佐藤が，「不承不承のある中で折り合いつけて，まとめていこう

よっていう格好じゃないと何にも決まらないと思いますよ。」と

発言したほか，他の出席者から，坂井の発言を非難する発言がな

された。また，高橋が，坂井に対し，なぜ新自動認可運賃に移行
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しない数台の個人タクシーを重要視するのか，なぜ皆で決めた話

に乗れないのかなどの質問をしたが，坂井は，それには答えな

かった。 

 結局，高橋は，坂井に対し，全ての個人タクシーが新自動認可

運賃に移行しない限り日の出交通も新自動認可運賃に移行しな

いというのは，現実性のない話であるから，再考してもらいたい

旨を述べた。その上で，高橋は，出席者に対し，平成２２年１月

２０日開催の臨時例会では，個人タクシーが新自動認可運賃に移

行するとの保証が取れれば，小型車については，新自動認可運賃

の下限運賃とし，初乗距離短縮運賃は設定しないということに

なったが，日の出交通が新自動認可運賃に移行せず，そうすると

個人タクシーも移行しないことになるかもしれないが，考え方と

しては，上記臨時例会で決まったとおりとすることで異存がない

かという趣旨の質問をした。 

これに対して，複数の者が異存がない旨を発言した。これを

受けて，高橋が「皆さんは，Ｄゾーンの距離短縮なく，という

お考えで決まったと。」と発言した（なお，「Ｄゾーン」とは，

新自動認可運賃における小型車の下限運賃のことである。）と

ころ，日の出交通や個人タクシーは新自動認可運賃に移行しな

いで，自分たちが移行するとしたことだけはそのままにしてく

れということでは話が違うなどと述べた者がいたが，高橋がま

ず自分たちの意思をはっきりさせないと前に進まないと述べた

ところ，最終的に出席者から異論は出なかった。 

（査第５号証，第６１号証，第６３号証，第６４号証の１，第

６５号証，第８６号証，第９２号証，第１１８号証の１及び２，

第１１９号証ないし第１２１号証） 

(サ)  平成２２年２月２日の個人タクシー組合からの連絡 

被審人都タクシーの高橋は，平成２２年２月２日，新潟市個人タ

クシー組合の山口から，新潟交通圏における個人タクシーの３つの

協同組合は，法人タクシーの新自動認可運賃への運賃変更認可申請

を待たずに，新自動認可運賃の下限運賃で，かつ，初乗距離短縮運

賃は設定しないとの内容で運賃変更認可申請を行うことになった旨
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の連絡を受けるとともに，その内容を市協会の役員へ伝えた。（査

第４０号証，第６１号証，第１２３号証） 

(シ)  平成２２年２月１７日開催の正副会長会議及び例会 

a  開催日及び出席者 

平成２２年２月１７日，新潟市ハイヤータクシー会館において，

市協会の正副会長会議及び例会が開催された。 

上記正副会長会議には，被審人都タクシーの高橋その他市協会の

役員が出席した。 

また，上記例会には，２７社のうち港タクシーを除く２６社が

出席した。なお，被審人ハマタクシーは，上記例会に遅れて参加

した。 

（査第４号証，第５号証，第４７号証，第６３号証，第６４号

証の１，第６５号証，第８６号証，第８７号証の１，第１１７号

証，第１２４号証の１及び２，第１２５号証ないし第１３２号証，

第１３４号証，第１４０号証，査１４１号証，第１５８号証） 

b  正副会長会議における話合いの内容等 

平成２２年２月１７日開催の正副会長会議において，被審人都

タクシーの高橋は，市協会の役員に対して，会員各社の特定タク

シー運賃を新自動認可運賃に移行することを確認した上で，①中

型車の特定タクシー運賃の認可申請額については新自動認可運賃

の初乗距離短縮運賃なしの下限運賃とすること，②大型車の特定

タクシー運賃の認可申請額については新自動認可運賃の上限運賃

とすること，③特定大型車の特定タクシー運賃の認可申請額につ

いては新自動認可運賃の上限運賃とすることの確認を求めたとこ

ろ，どの役員も異論を述べることなく了承した。（査第６３号証） 

c  例会における話合いの内容等 

 平成２２年２月１７日開催の例会において，被審人都タクシー

の高橋は，前記(ｻ)の新潟市個人タクシー組合の山口からの連絡

を踏まえ，個人タクシーの協同組合は法人タクシーを待たずに運

賃変更認可申請を行う見込みである旨を述べた。 

そして，高橋は，出席者に対し，新自動認可運賃に移行する

か否かを明確にしてほしい旨を述べた上で，小型車について，
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新自動認可運賃の下限運賃に移行し，かつ，初乗距離短縮運賃

は設定しないこととすることについて，各社の意見を述べるよ

う求めた。 

これに対し，出席者のうち数人が高橋の上記提案に賛成する

旨の発言を行ったが，途中，中型車等の運賃について質問が出

たことから，高橋は，中型車については新自動認可運賃の下限

運賃に移行し，大型車及び特定大型車についてはいずれも新自

動認可運賃の上限運賃に移行することを提案した。その後，高

橋のこの提案に異論を述べる者はなかった。 

この後，高橋が，引き続き各社に意見を述べるよう促した。

その結果，それまでに意見を述べていた出席者も合わせて，着

席位置の順に，被審人第一タクシー，東新タクシー，被審人さ

くら交通，太陽交通新潟，新潟あさひタクシー，被審人東港タ

クシー，四葉タクシー，被審人東重機運輸，被審人星山工業，

被審人小針タクシー，被審人聖篭タクシー，はとタクシー及び

コバト交通（上記例会に出席した斎藤章は両社の代表取締役で

ある。），被審人光タクシー，被審人昭和交通観光，被審人Ｎ

Ｋ交通，万代タクシー，三洋タクシー，被審人県都タクシー，

被審人富士タクシー，三和交通並びに太陽交通の計２２社（す

なわち，２７社のうち日の出交通，上記例会を欠席した港タク

シー，上記例会に遅刻した被審人ハマタクシー，高橋が代表取

締役を務める被審人都タクシー及び被審人都タクシー（豊栄）

を除く全社）の出席者が上記高橋の提案に賛成する発言又は賛

成を前提とする発言をした。なお，新潟あさひタクシー代表取

締役大倉忠夫（以下「新潟あさひタクシーの大倉」という。）

が「僕も上げる方向で。」と述べたのに対し，高橋が「方向じゃ

なくて上げるという。」と修正を求めたため，新潟あさひタク

シーの大倉は，「上げる。」と発言を修正している。 

他方，日の出交通の坂井は，個人タクシーを含む新潟交通圏

の全てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移行するのであれ

ば移行する旨を発言した。 

 以上の発言を受けて，高橋が，「取りあえずじゃあ全員，上げ
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るということで，えー，日の出さんがはたして条件付きのような

話になるんですけど，・・・運賃のほうはそういうことでよろし

いですね」などと発言をしたところ，これに対して異論を述べる

者はなかった。 

 その後，運賃変更認可申請の時期について，数名の出席者が発

言したが，高橋が平成２２年２月２５日までに行う旨の発言をし

たところ，これに異論を述べる者はなかった。 

 この段階で，被審人ハマタクシー代表取締役小林信太郎（以下

「被審人ハマタクシーの小林」という。）が前記例会に出席した。

高橋が，被審人ハマタクシーの小林に対し，日の出交通は今まで

と同じ意見だが，日の出交通が上げなくても運賃を上げていく旨，

また，平成２２年２月２５日までに運賃変更認可申請書を提出し

ていただきたい旨述べたところ，被審人ハマタクシーの小林は，

これに異論を述べなかった。 

 その後，会員各社の申請を取りまとめて行うか，会員各社がそ

れぞれ行うかという質問が出されたところ，高橋は，「協会へ出

していただいて，２４日集まった段階で，２５日でも持っていき

ます。」と発言したところ，これに異論を述べる者はなかった。 

（査第４号証，第５号証，第４７号証，第６１号証，第６３号

証，第６４号証の１，第６５号証，第８６号証，第８７号証の１，

第１１７号証，第１２２号証，第１２４号証の１及び２，第１２

５号証ないし第１５７号証〔枝番を含む。〕） 

d  市協会は，前記例会において決定された車種区分ごとの特定タ

クシー運賃の内容を記載するとともに，運賃変更認可申請書の作

成に関しては県協会の後藤恵子監理課長（以下「県協会の後藤課

長」という。）が担当すること，会員各社の上記申請書類は県協

会で作成して会員各社にファクシミリ送信するので，会員各社は

添付書類の内容を確認し，それでよければ１枚目の書類（鑑の部

分）に署名押印して県協会へ持参してほしいことなどを記載した

市協会名義の平成２２年２月１９日付け「新々ゾーンへの移行申

請について」と題する文書（査第１３３号証）を作成し，それを

会員各社に対しファクシミリ送信してその内容を周知した。（査
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第４号証，第５号証，第１２９号証，第１３３号証，第１４０号

証，第１４１号証） 

e  平成２２年２月１７日開催の例会を欠席した港タクシーへの連

絡等 

 港タクシーの鈴木は，高齢のため，市協会の例会等の会合に欠

席することが多かったが，かねてから，被審人第一タクシーの金

井と懇意であったこともあり，被審人第一タクシーの金井が，市

協会における話合いの状況を港タクシーの鈴木に随時報告して

いた。港タクシーの鈴木は，被審人第一タクシーの金井に対し，

市協会の会合の場における港タクシーの意向表明を任せ，市協会

の会合の場で会員である法人タクシーの意見が集約された場合

には，それに従うとの意思を伝えていた。また，市協会の会員で

ある他の法人タクシーからも，市協会の会合の場における港タク

シーの意向表明は被審人第一タクシーの金井に一任されている

ものと受け止められていた。 

 港タクシーの鈴木が平成２２年２月１７日開催の例会を欠席

したことから，被審人第一タクシーの金井が遅くとも同月２０日

までに上記例会で日の出交通を除く出席者が決定した内容を伝

えたところ，港タクシーの鈴木は，同社もそれに同調する旨述べ

た。 

（査第６３号証，第１２９号証，第１３４号証，第１５７号証，

第１５８号証） 

(ス)  小括 

 以上のとおり，２６社は，旧自動認可運賃公示後も解消されず，

更に程度を増した運賃多重化の解消のために話合いを継続的に行っ

てきたところ，新潟地域協議会への対応について話し合う必要が生

じたことを契機として，タクシー運賃の変更についての話合いを行

い，平成２１年１１月２７日開催の臨時例会において，被審人都タ

クシーの高橋は，２７社が足並みをそろえて新自動認可運賃へ移行

することを提案し，多くの出席者が新自動認可運賃に移行する旨を

述べ，日の出交通の坂井を除き，これに反対する者はいなかった。

２６社は，同年１２月１０日開催の例会においても，新自動認可運
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賃へ移行することを確認した。その後，平成２２年１月２０日開催

の臨時例会においては，上記のとおり確認された新自動認可運賃へ

の移行を前提として，出席者は，新自動認可運賃へ移行する際にど

の運賃区分に移行するかを話し合い，話合いの過程においては，移

行する新自動認可運賃の運賃区分についていくつかの意見が出され

たが，最終的には，小型車について，新自動認可運賃の下限運賃に

移行し，初乗距離短縮運賃は設定しないこと，同年２月末までに運

賃変更認可申請をすることで各社の方針を集約し，これを決定した。

このことは，同年１月２７日開催の臨時例会においても再確認され

た。その後，同年２月１７日開催の例会において，２６社のうち同

例会に欠席した港タクシーを除く２５社は，最終的に，特定タクシー

運賃について，小型車については，新自動認可運賃の下限運賃に移

行し，かつ，初乗距離短縮運賃は設定しないこととすること，中型

車についても新自動認可運賃の下限運賃に移行すること，大型車及

び特定大型車については新自動認可運賃の上限運賃に移行すること

を決定し，上記例会を欠席した港タクシーの鈴木も，同月２０日ま

での間に，被審人第一タクシーの金井からその旨の連絡を受けて，

これに同調することを伝えた。これにより，２６社は，新自動認可

運賃への移行と全車種について移行すべき運賃区分を合意するとと

もに，小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことを合意し

た。 

  この間，２６社は，新自動認可運賃に移行するには個人タクシー

を含め新潟交通圏の全てのタクシー事業者が移行する必要があるな

どとして，事実上新自動認可運賃への移行を拒絶していた日の出交

通に対して，再三，足並みをそろえて移行するように申し入れた。

また，２６社は，日の出交通を説得するために，個人タクシーの事

業協同組合と連絡を取り，個人タクシーに対して新自動認可運賃へ

の移行を働きかけていた。 

 平成２２年２月２０日頃以降の状況 

(ア)  新潟市個人タクシー組合への連絡 

被審人都タクシーの高橋は，平成２２年２月１８日，新潟市個人

タクシー組合の山口に対して，同月１７日に市協会で話し合った結
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果，新自動認可運賃への移行について，日の出交通以外の全社が同

月２５日までに県協会に運賃変更認可申請書を提出することとなっ

た旨を連絡した。（査第６１号証，第１３９号証） 

(イ)  運賃変更の状況 

a  運賃変更認可申請書の提出等 

被審人都タクシーの高橋は，平成２２年２月１７日開催の例会の

後，運賃変更認可申請書の作成及び提出の業務を県協会に依頼し，

県協会の後藤課長は，２６社が書類（変更後の運賃表を含む。）を

確認し，上記申請書の表紙に代表者印あるいは社判及び代表者印を

押印すれば足りる状態にまで準備した。 

そして，２６社は，同月２５日から同年３月５日にかけて，直接

又は県協会を通じて，特定タクシー運賃について，小型車について

は，新自動認可運賃の下限運賃とし，かつ，初乗距離短縮運賃を設

定しない，中型車については新自動認可運賃の下限運賃とする，大

型車及び特定大型車については新自動認可運賃における上限運賃

とする内容の運賃変更認可申請書類一式を新潟運輸支局へ提出し

た。 

なお，２６社は，実際に保有する車種区分に関係なく，小型車以

外の全ての車種区分についても認可申請を行った。 

（査第５号証，第３６号証の１及び２，第４２号証，第６２号

証，第１３３号証，第１４０号証，第１４１号証） 

b  北陸信越運輸局の認可及び認可された特定タクシー運賃の適用 

２６社は，前記ａの運賃変更認可申請について，いずれも平成

２２年３月２６日付けで北陸信越運輸局の認可を受け，同月２９

日から同年４月１７日にかけて認可を受けた特定タクシー運賃を

適用した（このうち，被審人らが認可を受けた特定タクシー運賃

を適用した日は，それぞれ別紙８の各被審人に係る「事業活動を

行った日」欄記載の日である。）。この結果，同年４月１７日以

降，２６社の車種区分ごとの特定タクシー運賃は，全て同一運賃

となった。日の出交通を含めた２７社の初乗運賃は，下表のとお

りである。 
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車 種 
初乗運賃（【 】内は100m当たりの運賃） 

26社 日の出交通 

小型車 

 1.3km 570円【43.8円】 

＜新自動認可運賃の下限運賃＞ 

  750m 300円【40.0円】 

＜旧々自動認可運賃の下限（初乗

距離短縮）運賃＞ 

中型車 
 1.3km 580円【44.6円】 

＜新自動認可運賃の下限運賃＞ 

 1.5km 620円【41.3円】 

＜旧々自動認可運賃の上限運賃＞ 

大型車 
 1.3km 710円【54.6円】 

＜新自動認可運賃の上限運賃＞ 

 1.5km 750円【50.0円】 

＜旧々自動認可運賃の上限運賃＞ 

特 定 

大型車 

 1.3km 770円【59.2円】 

＜新自動認可運賃の上限運賃＞ 

 1.5km 810円【54.0円】 

＜旧々自動認可運賃の上限運賃＞ 

また，新潟交通圏における個人タクシーは，新自動認可運賃に

改定される前から新自動認可運賃に該当する特定タクシー運賃を

適用していた６名を除き，平成２１年１０月から平成２３年２月

までの間に北陸信越運輸局に対し新自動認可運賃に該当する特定

タクシー運賃に変更する運賃変更認可申請を行い，平成２１年１

０月から平成２３年３月までの間に認可を受けた。その結果，新

潟交通圏における全ての個人タクシーは，新自動認可運賃に該当

する特定タクシー運賃を適用している（同年５月末日現在，小型

車３５１台のうち，下限運賃を適用するものが３３６台，上限運

賃を適用するものが１５台である。）。 

（査第４０号証，第４７号証，第６２号証，第１７３号証ない

し第１７５号証） 

(ウ)  日の出交通に対する働きかけ 

被審人都タクシーの高橋は，平成２２年３月１日，日の出交通の

坂井と電話で話し，２６社と同一の特定タクシー運賃とするよう求

めた。これに対し，坂井は，従前どおり，個人タクシーを含む新潟

交通圏の全てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移行しない限り，

日の出交通は新自動認可運賃に移行しないので，様子を見させても

らう旨を述べた。（査第４８号証，第１６２号証，第１６５号証） 

(エ)  平成２２年３月９日開催の例会 
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a  開催日及び出席者 

平成２２年３月９日，新潟市ハイヤータクシー会館において，市

協会の例会が開催された。 

上記例会には，２７社のうち港タクシー及び日の出交通を除く２

５社のほか，市協会の佐藤専務理事が出席した。 

（査第４８号証，第８７号証の１，第１６１号証ないし第１６

４号証） 

b  話合いの内容等 

 平成２２年３月９日開催の例会において，被審人都タクシーの

高橋は，２６社の全てが新潟運輸支局に運賃変更認可申請書を提

出済みであることを報告した。 

また，高橋は，同月１日に日の出交通の坂井と電話で話し，

２６社と同一の特定タクシー運賃にするよう求めたところ，坂

井からは，従前どおり，個人タクシーを含む新潟交通圏の全て

のタクシー事業者が新自動認可運賃に移行しない限りは日の出

交通も新自動認可運賃に移行しない旨の回答があったことを報

告するとともに，「皆さん足並みそろえてですね，やっていた

だきたい」と述べて，上記例会の出席者に対し，運賃変更認可

申請が認可された場合には，各社とも認可された特定タクシー

運賃どおり値上げするよう求めた。 

さらに，高橋は，個人タクシーのうち５０台が運賃変更認可

申請書を提出済みであり，個人タクシーで組織する３つの協同

組合も，また，これら３つの協同組合に所属していない個人タ

クシーも，新自動認可運賃に移行するとの意思表示をしており，

日の出交通を除く法人タクシー，個人タクシーとも新自動認可

運賃に移行する見込みである旨報告した。 

 前記例会においては，新自動認可運賃に移行しない日の出交通

を非難する発言をする会員がいた。 

 また，前記例会においては，特定タクシー運賃の変更が認可さ

れた後，変更後の特定タクシー運賃を適用する時期，すなわちタ

クシーメーターを交換する時期についても話合いが行われた後，

高橋が平成２２年３月末でよいか確認を求め，特段の異論がな
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かったため，同月末を目途に変更後の特定タクシー運賃の適用を

開始することで一致した。 

（査第８７号証の１，第１６１号証ないし第１６３号証，第１

８２号証の１及び２，第１８３号証） 

(オ)  その後の日の出交通に対する働きかけ 

２６社は，平成２２年４月以降も，市協会の例会の場において，

日の出交通の坂井に対し，２６社と足並みをそろえて新自動認可運

賃へ移行することを求めたり，日の出交通の代表取締役である都築

雅夫に対して，書面で面談の機会を設けるよう申入れを行うなどし

て，同社に対し働きかけを続けた。（査第４号証，第１６６号証，

第１６９号証ないし第１７２号証，第１８４号証の１及び２，第１

８５号証） 

(カ)  小括 

前記(ｱ)ないし(ｵ)のとおり，２６社は，平成２２年２月１７日開

催の例会に欠席した港タクシーを除く２５社が最終的に決定し，そ

の後遅くとも同月２０日までに港タクシーが同調する旨表明したと

おりの内容で運賃変更認可申請を行ったことが認められる。また，

２６社は，２６社と足並みをそろえない日の出交通に対し，同月１

７日開催の例会以降も，２６社と足並みをそろえるよう度々要求し

ていたことが認められる。 

(2) 検討 

 前記(1)の認定事実によれば，２６社は，遅くとも平成２２年２月２

０日までに，特定タクシー運賃について， 

① 小型車については，新自動認可運賃における下限運賃として定め

られているタクシー運賃とし，かつ，初乗距離短縮運賃を設定しな

いこととする 

② 中型車については，新自動認可運賃における下限運賃として定め

られているタクシー運賃とする 

③ 大型車については，新自動認可運賃における上限運賃として定め

られているタクシー運賃とする 

④ 特定大型車については，新自動認可運賃における上限運賃として

定められているタクシー運賃とする 
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旨の合意，すなわち本件合意をしたことが認められる。 

なお，日の出交通の坂井は，平成２１年１１月から平成２２年２月

にかけて開催された市協会の例会等において，個人タクシーを含む新

潟交通圏の全てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移行するならば，

日の出交通も新自動認可運賃への移行を検討する，あるいは，移行す

る旨を繰り返し述べているが，坂井は，個人タクシーを含む新潟交通

圏の全てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移行することは現実的

ではないと認識しており，そのような条件を付すことによって，一貫

して新自動認可運賃への移行を事実上拒否していたものであり（査第

４８号証，第８９号証），他方，同年１月２７日開催の臨時例会にお

いて，高橋が個人タクシーが全て新自動認可運賃に移行することは無

理である，日の出交通が新自動認可運賃への移行について個人タク

シーを含む新潟交通圏の全てのタクシー事業者の移行を条件としてい

ることは日の出交通が新自動認可運賃へ移行しないことについての便

法であるという趣旨の発言をし，その他の出席者も坂井が述べる条件

が現実的でないという認識を前提に坂井を非難したり，坂井を説得し

ていること（査第１２０号証）からすると，２６社も坂井が個人タク

シーを含む新潟交通圏の全てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移

行するという現実的でない条件を付すことによって新自動認可運賃へ

の移行を事実上拒否していると認識していたと認められる（なお，前

記(1)エ(ｲ)ｂのとおり，結果的に新潟交通圏の全ての個人タクシーが

平成２３年３月までに新自動認可運賃へ移行しているが，そのことは

上記認定に係る平成２２年２月頃までの坂井及び２６社の認識に影響

を与えるものではない。）から，日の出交通は本件合意には参加して

いないものと認められる。 

 そして，本件合意により，２６社の事業活動が事実上拘束される結

果となることは明らかであるから，本件合意は，独占禁止法第２条第

６項の「その事業活動を拘束し」の要件を充足する。また，本件合意

の成立により，２６社の間に，本件合意の内容に基づいた行動をとる

ことを互いに認識し認容して歩調を合わせるという意思の連絡が形成

されたものといえるから，本件合意は，同項の「共同して・・・相互

に」の要件も充足する。 
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(3) 被審人らの主張について 

 審査官作成の供述調書の任意性及び信用性に関する被審人らの主張

について 

被審人らは，被審人ら代表者等役職員の供述調書（査第４号証，第

８号証，第６１号証，第１１２号証，第１２９号証，第１４２号証な

いし第１５４号証，第１５８号証），日の出交通及び三洋タクシーを

除く市協会会員各社の役職員の供述調書（査第５号証，第６３号証，

第６４号証の１，第６５号証，第８６号証，第８７号証の１及び２，

第１１７号証，第１３１号証，第１４０号証，第１４１号証，第１５

５号証ないし第１５７号証）並びに市協会の佐藤専務理事の供述調書

（査第３号証，第７号証，第１０２号証）につき，市協会の会員各社

が，市協会の例会の場において，新潟地域協議会に参加するに当たっ

ての一般的な意見を取りまとめる目的で運賃多重化の解消についての

情報や意見を交換していたことを審査官の理詰めの誘導等によって対

価の引上げと結び付けられた結果作成されたものであり，供述の任意

性及び信用性は認められない旨を主張し，被審人都タクシーの高橋及

び被審人さくら交通代表取締役三田啓祐（以下「被審人さくら交通の

三田」という。）も自らの説明内容が正確に記録されていない旨の陳

述をし（審第６４号証，高橋良樹代表者審尋速記録，三田啓祐代表者

審尋速記録），また，被審人ら代表者等の陳述書にも上記被審人らの

主張に沿う記載がある（審第７９号証の１ないし１３）。 

しかし，被審人都タクシーの高橋及び被審人さくら交通の三田に対

する代表者審尋の結果並びに上記被審人ら代表者等作成の陳述書に

よっても，審査官作成の供述調書の任意性及び信用性を疑わしめる事

情は認められず，むしろ，これらの多くの供述調書の内容は，相互に

内容がおおむね一致するとともに，前記(1)掲記の多数の証拠の記載と

合致するものであり，その信用性は高いものと認められるから，被審

人らの上記主張は採用できない。 

 その他の証拠に関する被審人らの主張について 

(ア)  被審人らは，前記(1)ウ(ｸ)ｃ(g)のとおり，平成２２年１月２０日

開催の臨時例会の協議の結果について市協会の佐藤専務理事が作成

し市協会の会員各社にファクシミリ送信した文書である査第１１３
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号証について，同人の個人的意見が記載されたものである旨を主張す

る。 

しかし，市協会の専務理事の立場にあった同人が市協会名義で作

成し，会員各社にファクシミリ送信して内容を周知する文書に個人

的意見を記載することは考えられず，また，査第１１３号証の文書

に記載された内容は，同人の供述調書（査第１０２号証）や，上記

臨時例会に係る前記(1)ウ(ｸ)ｃ掲記の証拠ともその内容が合致する

こと，高橋が同月２２日開催の正副会長会議において査第１１３号

証の文書を会員全社に配布することの了承を得ていること（査第６

３号証）からすると，査第１１３号証は，上記臨時例会についての

正確な内容を記載したものであり，市協会の佐藤専務理事の個人的

意見を記載したものとは認められないから，被審人らの上記主張は

採用できない。 

(イ)  被審人らは，前記(1)ウ(ｸ)ｃ(f)のとおり，県協会の竹谷事務局長

が市協会の佐藤専務理事から受けた平成２２年１月２０日開催の臨

時例会の協議の結果についての報告をまとめた査第１１４号証の内

容について，県協会の竹谷事務局長の主観・見込みに基づく記載であ

り，実際に市協会の佐藤専務理事からの連絡内容を正確に表現したも

のではない旨を主張し，県協会の竹谷事務局長の陳述書（審第２０号

証）にもそれに沿う記載がある。 

しかし，査第１１４号証は，前記(ｱ)と同様，前記(1)ウ(ｸ)ｃ掲記

の各証拠とその内容が合致することからすると，市協会の佐藤専務

理事からの連絡内容を正確に記載したものと認められるから，被審

人らの上記主張は採用できない。 

(ウ)  被審人らは，被審人第一タクシーの金井が，平成２２年１月２７日

開催の臨時例会に関して，手帳（査第１２１号証）に「運賃統一化は

日の出だけが難クセを付けて同調せず・・・流れ」と記載しているか

ら，仮に同月２０日開催の臨時例会で何らかの確認がなされたとして

も，同月２７日開催の臨時例会でそれは覆されたと解するのが自然で

ある旨を主張する。 

しかし，同月２７日開催の臨時例会の状況は前記(1)ウ(ｺ)で認定

したとおりであり，同月２０日開催の臨時例会の確認事項を覆した
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事実はないから，被審人らの上記主張は採用できない。 

(エ)  被審人らは，平成２２年２月１９日に市協会が会員にファクシミリ

送信した文書である査第１３３号証について，被審人都タクシーの高

橋が自社の申請内容を例示したものにすぎず，また，申請は各社の自

主判断によるべきであることから，高橋が「あくまでも申請は自主的

な決定による。」との記載を加えた旨を主張し，被審人都タクシーの

高橋の陳述書（審第６４号証）にもそれに沿う記載がある。 

そこで，検討するに，査第１３３号証は，市協会が会員各社に対

して発出した運賃変更認可申請書の作成に関する依頼文書であり，

文中には，運賃変更認可申請書の作成については県協会の後藤課長

が担当し，平成２２年２月２３日までに会員各社の申請書類を作成

してファクシミリ送信するので，添付書類の内容がそれでよければ，

一緒に送った１枚目の書類（鑑の部分）に署名押印の上，それを県

協会へ持参してほしいことなどが記載された後に，各車種について

同月１７日開催の例会で合意されたとおりの運賃区分と初乗距離短

縮運賃設定の有無が記載されており，最後に「あくまでも申請は自

主的な決定による。」と記載されている。 

査第１３３号証は，２６社のうち欠席した港タクシーを除く２５

社が最終的に新自動認可運賃への移行等を合意した上記例会の直後

に市協会の名義で発出されたものであること，それに記載された運

賃区分等は上記例会で合意されたとおりであること，会員各社の申

請書類は県協会が作成し，会員各社はその内容を確認するという内

容になっていること，査第１３３号証を作成した高橋は，会員各社

に対し，かねてから新潟交通圏の法人タクシーが足並みをそろえて

新自動認可運賃に移行することや適用する運賃区分等をそろえるこ

とを求めていたこと，査第１３３号証には被審人都タクシーの申請

内容である旨の記載はなく，また，高橋が会員各社に対し同被審人

の申請内容を例示として示さなければならない理由がないことから

すると，査第１３３号証は，上記例会での合意事項を確認してこれ

を会員各社に周知するとともに，会員各社に対して爾後の運賃変更

認可申請の手続の進め方を知らせたものと認められるのであって，

高橋が自社の申請内容を例示したものと認めることはできない。 
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また，「あくまでも申請は自主的な決定による。」との記載につ

いても，上記の点に加え，高橋が太陽交通の佐藤に対し，運賃変更

認可申請について，「一度に申請書を提出すると談合をしていると

いった疑いを持たれるので，申請日をバラしたい。」と話していた

こと（査第８７号証の１），高橋が平成２２年３月９日開催の市協

会の例会において「日の出さんが承知しているのは，私らは何もで

きないと思っているから，いろんなことを言ってくるんですけど，

確かに，独禁法からいうと，・・・運賃安いの引き上がって，また，

同じ話になりますから，なかなか難しいと思いますけど」と発言し

ていること（査第１８３号証），同年２月１７日開催の例会に出席

した太陽交通の佐藤及び太陽交通新潟代表取締役髙松勝男（以下「太

陽交通新潟の髙松」という。）が査第１３３号証の「あくまでも申

請は自主的な決定による。」との記載は独占禁止法違反を隠蔽する

ためのものであるとの認識を示していること（査第１４０号証，第

１４１号証）を併せて考慮すると，高橋が２６社の行為が同法に違

反する旨の指摘を受けることを懸念して査第１３３号証の文書に上

記記載を入れたものと認められる。 

したがって，被審人らの上記主張は採用できない。 

 平成２１年１０月頃までの状況に関する被審人らの主張について 

(ア)  被審人らは，平成２０年７月の旧々自動認可運賃から旧自動認可運

賃への改定時の経緯は本件とは無関係であり，また，同改定以降，運

賃多重化の解消のために話し合ったのは，構造改善計画の作成又は実

行に必要な範囲で行ったものにすぎない旨を主張する。 

(イ)  しかし，前記(1)ア及びウ(ｱ)のとおり，旧々自動認可運賃から旧自

動認可運賃への改定が，一度の手続中断を経ながら実現されたにもか

かわらず，実際に旧自動認可運賃に移行する事業者が市協会会員の一

部にとどまったことは，被審人都タクシーの高橋にとって繰り返して

はならない失敗と認識されていたのであり，そのことを踏まえ，市協

会の会長の就任に際して，会員に対し運賃多重化の解消のための話合

いへの協力を要請したものと認められる。したがって，旧々自動認可

運賃から旧自動認可運賃への改定時の経緯は本件合意の成立と無関

係とはいえない。 
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また，平成２０年７月以降，運賃多重化の解消のための話合いが

継続して行われていたことが，本件合意の成立と関係すると考えら

れるのであって，その話合いが構造改善計画の作成又は実行に関連

するとしても，上記関係が否定されるものではない。 

したがって，前記(ｱ)の被審人らの主張は採用できない。 

 日の出交通への働きかけに関する被審人らの主張について 

(ア)  被審人らは，２６社が，日の出交通に対して，２６社と足並みをそ

ろえて新自動認可運賃へ移行するよう求めていた事実はなく，日の出

交通に対する対応は，新自動認可運賃への移行について，同社の坂井

の発言が一貫せず，趣旨を図りかねていたことから，その態度を明確

にするよう求めたものである旨を主張する。そして，被審人らは，坂

井の発言が一貫しなかった点について，坂井が平成２２年１月２０日

開催の臨時例会までは「１台も残らず」個人タクシーが新自動認可運

賃に移行しなければならないとの発言をしていなかったにもかかわ

らず，同月２７日開催の臨時例会になって初めて「１台も残らず」と

の条件を追加し，さらに運転代行業についても言及するに至ったと主

張する。 

(イ)  しかし，坂井は，次のとおり，平成２１年１１月２７日開催の臨時

例会から既に個人タクシーを含む新潟交通圏の全てのタクシー事業

者が新自動認可運賃に移行することを条件としていたと認められる。

すなわち，①坂井は，同日開催の臨時例会を含め同月から平成２２年

２月までに開催された市協会の例会等において，平成２０年７月に旧

自動認可運賃への移行が話し合われた際と同様に，個人タクシーを含

む新潟交通圏の全てのタクシー事業者が移行すれば日の出交通も移

行を検討すると，現実的でない条件を付けて運賃を値上げしないよう

にしてきた旨を供述していること（査第４８号証，第８９号証），②

実際，坂井又は日の出交通の当時の代表取締役である福島は，平成２

０年７月に旧自動認可運賃への移行が話し合われた際にも，個人タク

シーを含む新潟交通圏の全てのタクシー事業者が旧自動認可運賃に

移行するならば日の出交通も移行を検討する旨述べ（査第４８号証，

第５９号証），また，坂井は，平成２２年１月２７日開催の臨時例会

及び同年２月１７日開催の例会においても，個人タクシーを含む新潟
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交通圏の全てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移行することが

日の出交通の移行ないしその検討の条件であることを繰り返し述べ

ているのであって（査第１２０号証，第１２６号証），日の出交通が

個人タクシーを含む新潟交通圏の全てのタクシー事業者が新しい自

動認可運賃に移行することを同社の移行ないしその検討の条件とす

ることで一貫していたこと，③平成２１年１１月２７日開催の臨時例

会に出席した三洋タクシー代表取締役伊藤稔，太陽交通の佐藤，四葉

タクシー専務取締役豊田耕祐，太陽交通新潟の髙松及び新潟あさひタ

クシーの大倉が，一致して，坂井が個人タクシーを含む新潟交通圏の

全てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移行するならば日の出交

通も移行を検討する旨述べたと供述していること（査第４７号証，第

６３号証，第６４号証の１，第６５号証，第８６号証，第９０号証）

からすれば，同日開催の臨時例会において坂井が同旨のことを述べた

ことは明らかである（なお，「平成２１年１１月 臨時例会の概要」

と題する書面〔査第８８号証〕には「中には，個人タクシーのほとん

どが移行することを条件としている社もあり」と記載されているが，

不正確な記載である。）。 

そして，坂井は，平成２２年１月２０日開催の臨時例会において，

「私，まだあのー，前からお話させていただいてるように，個人タ

クシーさんがどうなされるのかっていうのが，・・・きちっとした

話がどうなってるのかなっていうのがよく分からなくて。」，「う

ちは前から同じようなことしか言ってません。・・・先ほどお話さ

せていただいたように個人タクシーさんがきちっと担保されるよう

な形じゃないと，なかなか踏ん切りがつかない。」などと述べてお

り，坂井が上記臨時例会において，平成２１年１１月２７日開催の

臨時例会で述べたことを踏まえた話をしていることは明らかである。

したがって，坂井は，一貫して個人タクシーを含む新潟交通圏の全

てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移行することを条件として

いたものであり，また，坂井は，平成２２年１月２７日開催の臨時

例会において運転代行業についても言及しているが，前記(2)アのと

おり，坂井は現実的でない条件を付することによって新自動認可運

賃への移行を事実上拒否し，２６社も同様の認識を有している中で，
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坂井は更に条件を厳しくして，新自動認可運賃への移行を拒否する

姿勢をより強く示したにすぎないことは明らかであるから，２６社

が坂井の発言が一貫しないとしてその趣旨を確認しなければならな

い状況にはなかったと認められる。 

(ウ)  そして，実際に平成２２年１月２７日開催の臨時例会における話合

いの状況は前記(1)ウ(ｺ)ｂのとおりであり，坂井に対する僅かな質問

はあったものの，坂井に対する発言は専ら坂井を非難するか２６社と

足並みをそろえるよう説得する内容であり，坂井の発言が一貫しない

としてその趣旨を確認するような内容ではなく，また，それ以外の機

会における坂井に対する発言も同様である。 

(エ)  したがって，前記(ｱ)の被審人らの主張は採用できない。 

 市協会の例会等における話合いの内容に関する被審人らの主張につ

いて 

(ア)  被審人らは，２７社は新潟地域協議会において運賃多重化の解消や

過度な運賃競争を避けるための対策について議論されていたことを

受けて，市協会を代表して同協議会に出席する被審人都タクシーの高

橋が市協会として述べるべき一般的な意見を取りまとめる必要が

あったことから情報や意見を交換したものである旨を主張し，高橋も，

「協会で決まったというのは，行政が自動認可運賃に入るのがベター

だということであれば，全員で検討してみてもいいねというような軽

い話なんですね。」などとそれに沿う陳述をする（高橋良樹代表者審

尋速記録）。 

(イ)  確かに，被審人都タクシーの高橋は，前記第３の４(7)アのとおり

新潟地域協議会の構成員であり，同協議会において意見を求められる

場合があったと認められる。 

しかし，前記(1)の認定事実によれば，２６社は新自動認可運賃へ

の移行，車種区分ごとの移行する運賃区分及び小型車について初乗

距離短縮運賃を設定しないことを具体的に話し合っていること，そ

の際，事業者によっては異なる意見があったにもかかわらず，２６

社は全く同一のタクシー運賃に収れんさせていること，同一のタク

シー運賃に収れんさせるに当たり，被審人都タクシーの高橋が市協

会の例会等に出席した会員に対しその意思を個別に確認して，当該
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会員に意思を明らかにさせるとともに，他の会員にとっても他社の

意向を認識することが可能な状況にしていること，２６社は最終的

な話合いをした平成２２年２月１７日開催の例会において，その僅

か８日後である同月２５日を運賃変更認可申請書の提出時期として

いること，市協会は２６社によって最終的に収れんされたタクシー

運賃の内容を書面化して，会員各社にファクシミリ送信し，その周

知をしていること，高橋は上記例会の後，運賃変更認可申請書の作

成及び提出の業務を県協会の後藤課長に依頼し，県協会の後藤課長

は，２６社が書類（変更後の運賃表を含む。）を確認し，上記申請

書の表紙に代表者印あるいは社判及び代表者印を押印すれば足りる

状態にまで準備していること，２６社は同一内容でほぼ一斉に運賃

変更認可申請書を提出していること，２６社は事実上新自動認可運

賃への移行を拒否している日の出交通に対し執拗に２６社と足並み

をそろえるように説得していること，そのために高橋らは個人タク

シーの協同組合に対しても新自動認可運賃への移行を働きかけてい

ることが認められるのであって，これらの事実によれば，２６社は，

新潟地域協議会で表明するための一般的な意見の取りまとめの範囲

を超えて，各社が適用する具体的なタクシー運賃について合意した

ことは明らかである。 

したがって，前記(ｱ)の被審人らの主張は採用できない。 

２ 争点２（本件合意は一定の取引分野における競争を実質的に制限するか。

具体的には，２６社の共同行為に正当化理由があるか。） 

(1) 一定の取引分野における競争の実質的制限について 

独占禁止法第２条第６項にいう「一定の取引分野における競争を実質

的に制限する」とは，当該取引に係る市場が有する競争機能を損なうこ

とをいい，本件のような価格カルテルの場合には，その当事者である事

業者らがその意思で，当該市場における価格をある程度自由に左右する

ことができる状態をもたらすことをいうと解される（前記最高裁判所平

成２４年２月２０日判決参照）。この「一定の取引分野」は，原則とし

て，違反者のした共同行為が対象としている取引及びそれにより影響を

受ける範囲を検討し，画定されるものと解される（東京高等裁判所平成

５年１２月１４日判決・高等裁判所刑事判例集第４６巻第３号３２２頁
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〔トッパン・ムーア株式会社ほか３名に対する独占禁止法違反被告事件〕

参照）。 

そして，一定の取引分野を画定するに当たっては，現実に行われてい

る競争関係のみならず，潜在的な競争関係も考慮される（東京高等裁判

所昭和６１年６月１３日判決・公正取引委員会審決集第３３巻７９頁〔旭

砿末資料合資会社による審決取消請求事件〕，同裁判所平成２０年１２

月１９日判決・公正取引委員会審決集第５５巻９７４頁〔株式会社東芝

ほか１名による審決取消請求事件〕参照）。 

(2) 本件における一定の取引分野について 

前記１(2)のとおり，２６社は，小型車，中型車，大型車及び特定大型

車の全ての車種区分に係る特定タクシー運賃を，新自動認可運賃におけ

る一定の運賃区分として定められているタクシー運賃とし，かつ，小型

車については初乗距離短縮運賃を設定しないこととする旨の本件合意を

行った。すなわち，本件合意は，小型車，中型車，大型車及び特定大型

車の全ての車種区分に係る特定タクシー運賃を対象としている。 

また，前記１(1)エ(ｲ)ａのとおり，２６社は，一部の車種区分に係る

タクシー車両を保有していないタクシー事業者も含め，本件合意に基づ

き，小型車，中型車，大型車及び特定大型車の全ての特定タクシー運賃

について，本件合意のとおり運賃変更認可申請を行い，当該申請のとお

り認可されたところ，運賃変更認可申請を行って認可されていれば，当

該申請時点において保有していない車種区分に係るタクシー車両につい

ても，その後当該車種区分に係るタクシー車両を保有するに至った際，

特定タクシー運賃に関する新たな申請を要することなく，直ちに当該申

請済みの特定タクシー運賃を適用することができるのであるから，本件

合意が，潜在的な競争関係も含めて，小型車，中型車，大型車及び特定

大型車の全ての車種区分に係るタクシー事業についての競争関係に影響

を及ぼすことは明らかである。 

したがって，２６社が行った本件合意の対象である取引及びそれによ

り影響を受ける範囲は，新潟交通圏における小型車，中型車，大型車及

び特定大型車を包含するタクシー事業の取引分野であるから，本件にお

ける一定の取引分野は，「新潟交通圏におけるタクシー事業の取引分野」

である。 
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(3) 本件における競争の実質的制限について 

本件においては，前記第３の４(5)のとおり，平成２２年度の営業収入

ベースで約８１．０パーセントもの市場占有率を持つ２６社が，本件合

意をしたものであるから，これにより，２６社がその意思で，新潟交通

圏におけるタクシー事業の取引分野における特定タクシー運賃をある程

度自由に左右することができる状態がもたらされたことが認められる。 

ところで，被審人らは，２６社の共同行為には正当化理由があるので，

２６社が新潟交通圏におけるタクシー事業の取引分野における競争を実

質的に制限していないと主張するので，以下，この点について検討する。 

(4) 行政指導による強制等の観点からの正当化理由が存在するから一定の

取引分野における競争を実質的に制限していない旨の被審人らの主張

について 

 被審人らは，２６社は新潟運輸支局等の行政指導によって強制され

又はその指示，要請若しくは主導の下にやむを得ず共同行為を行った

ものであるところ，２６社はかかる強制又は指示，要請若しくは主導

の下で自由に意思決定をすることができない状況であったから，当該

共同行為には正当化理由が存在するので，一定の取引分野における競

争を実質的に制限していない旨主張する。 

 新潟運輸支局等の担当官のタクシー特別措置法や新自動認可運賃に

関する発言等については，本件合意成立後のものを含め，以下のもの

が認められる。 

なお，被審人らは，平成２１年１０月９日に開催された市協会の連

絡会議における報告，平成２２年３月３１日に開催された第３回新潟

地域協議会における北陸信越運輸局の岡田自動車交通部長の発言も行

政指導が行われたことの根拠となる旨を主張するが，前者は，上記連

絡会議においてなされた，運輸局から新潟地域協議会の設置に当たり

会員各社の意向を確認してほしいことなどの要請を受けたことの報告

であり（査第６号証），後者は，北陸信越運輸局の岡田自動車交通部

長が地域計画に基づく特定事業計画の策定及び実施の重要性等につい

て述べたものであって（審第１４号証），新自動認可運賃への移行と

の関連性が極めて乏しいと認められるので，本件で問題となる行政指

導といえないことは明らかである。また，被審人らは，新潟運輸支局

６３ 



の坂本首席専門官の平成２１年１０月以降の県協会に対する働きかけ

についても行政指導の一部であると主張するが，その点については後

記エのとおりである。 

(ア)  本件合意成立前のもの 

a  平成２１年６月１０日開催の全国乗用自動車連合会正副会長会

議 

平成２１年６月１０日に開催された全国乗用自動車連合会の正

副会長会議において，国土交通省の本田自動車交通局長は，タク

シー特別措置法附則第５項による道路運送法第９条の３第２項第

１号の読替特例措置に関し，当該読替特例措置は非常に大きな改

正であると国土交通省では考えていること，具体的な運用の大き

な変更は自動認可運賃の幅の縮小の検討，個別審査基準の明確化

と厳格化の２点であることを述べた。そして，下限割れ運賃につ

いては，現在，不正競争防止の見地から原則として収支率１００

パーセント以上であるかどうかをその基準としているところ，こ

れに加えて，「適正な原価に適正な利潤を加えたもの」かどうか

を審査することになるので，この場合の「適正な原価」とは何か，

「適正な利潤」とは何かについて，例えば，労働条件の悪化の防

止，改善を図る見地等から，検討を行う必要が生じるものと考え

ている旨を説明した。（審第４１号証） 

b  平成２１年７月１日開催の全国乗用自動車連合会全国協会長会

議 

平成２１年７月１日に開催された全国乗用自動車連合会の全国

協会長会議において，国土交通省の本田自動車交通局長は，タク

シー特別措置法の概要と施行に向けた今後のスケジュール，同法

案の附帯決議等について説明し，「法律同様附帯決議においても

全会一致で可決されたので，非常に重みがあり，現場で運用する

担当官としては，国会の意思としてこういった方針が示されたこ

とは業務運営の大きな自信となる。」，「附帯決議においては，

自動認可の幅を縮小すべきだとされている。」，「下限割れ運賃

については自動認可をせず，事業内容をチェックした上で個別認

可を行っている。現在の基準は，収支率が１００％以上かどうか
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という点と労働条件で労使合意がなされているかという点である。

現在，指摘されているように低額運賃が乗務員の労働条件を悪化

させ，タクシーの機能の低下に繋がっている。このため，下限割

れ運賃については，もっと厳しい基準で対応すべきだと考えてい

る。」，「今回の基準により適正原価，適正利潤がクローズアッ

プされてきたので審査基準を明確化して，適正な原価とは何かを

議論していく。仮に，収支率が１００％以上であっても経営に違

法性，不適切な問題が絡んでいる場合の対応についても議論して

いく。」旨の発言を行った。（審第４１号証） 

c  平成２１年８月２８日開催のタクシー特別措置法説明会 

平成２１年８月２８日に新潟市において，タクシー特別措置法

説明会が開催された。同説明会において，北陸信越運輸局自動車

交通部の高橋清吉旅客課長（以下「高橋旅客課長」という。）は，

新自動認可運賃を下回る下限割れ運賃について，今後，①新たに

下限割れ運賃への運賃変更認可申請がある場合は厳格に審査する，

②各社が適用している現行のタクシー運賃が，新自動認可運賃の

下限運賃より低い額の場合，適正な原価に適正な利潤を加えたも

のとなっているかどうか，定期的に収支状況等の報告を求める旨

を説明した。また，高橋旅客課長は，タクシー事業者は新自動認

可運賃に移行しなければならないのかという趣旨の出席者からの

質問に対して，当局としては，平成２１年１０月に公示される新

自動認可運賃に移行するために，運賃を値上げしろとはいえない，

新自動認可運賃へ移行することを強制するものではなく，移行す

るかどうかは個々の事業者の判断であるという趣旨の回答をした。

（査第１８号証，第１７８号証，第１７９号証） 

d  平成２１年１０月１３日開催のタクシー特別措置法説明会 

平成２１年１０月１３日に長岡市でタクシー特別措置法の説明

会が開催された。同説明会において，坂本首席専門官は，「タク

シー特別措置法が成立した時に出された附帯決議につきまして

は・・・今後の運賃の在り方や，地域計画，特定事業計画の内容

に大きな影響力がありますので，重く受け止めていただきたいと

思います。」と発言し，その後の質疑応答で「法の施行の趣旨か
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らいえば，私どもからは自動認可の幅運賃の所へ移行して下さい

というお願いと指導をしていくという形になります。指導に従わ

ない方には，調査を求めるとか監査をするとかいう措置が取られ

るかと思いますが，旧運賃そのものを否定するものではありませ

んが，だからと言って立場的には旧運賃でいいですとはいえませ

んのでご理解下さい。」，「直ちにとか，いつまでにというよう

な申請期日の記載もないので，とにかく新ゾーンに入っていただ

ければと考えております。」などと述べ，当該発言を記載した会

員通報は２６社を含めた県協会の会員に配布された。（審第６号

証） 

また，上記説明会において，坂本首席専門官は，「本来はゾー

ンに移ってもらう必要があるのですが，今までに認可をもらった

３００円運賃でやりたいという事であれば，新ゾーンに入らない

という形も可能ではあります。しかし皆さんに法の趣旨というも

のを理解してもらって，新しいゾーンに移ってもらいたいと思い

ます。」とも述べたが，この発言は上記会員通報に記載されてい

ない。（審第６号証，第４２号証） 

e  平成２１年１２月２４日開催の第２回新潟地域協議会 

平成２１年１２月２４日に開催された第２回新潟地域協議会に

おいて，北陸信越運輸局の担当官は，「繰り返しにもなりますが，

運輸局のほうでも施策として二つ挙げさせていただきました。ひ

とつは下限割れ運賃に対する審査の厳格化。現在公示しておりま

す自動認可運賃を下回る運賃申請等が出てきた場合に，我々とし

ましては２１年１０月のタクシー適正化・活性化法の施行以降，

新たな基準を設けまして，厳格な審査を行うこととしております。

併せて，ふたつめの施策として，現在下限を下回る運賃を採用し

ている事業者につきましては，輸送実績等の報告徴収を図ってま

いりたいと考えております。下限割れの事業者に対しまして，人

件費であるとか，一般管理費，走行距離等，輸送実績等につきま

して報告を毎月求めるということにしております。実施時期とし

ましては，本協議会の地域計画策定後速やかに実施したいと考え

ております。」と述べた。（査第９５号証） 
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(イ)  本件合意成立後のもの 

a  平成２３年８月２６日の県協会の土屋会長らと国土交通省の中

田徹自動車局長との面談 

平成２３年８月２６日，県協会の土屋会長のほか，全国交通運

輸労働組合総連合信越地方総支部ハイタク部会，全国自動車交通

労働組合連合会新潟地連の役員等が国土交通省を訪問し，同省の

中田徹自動車局長（以下「中田自動車局長」という。）と面会し

た。その際，中田自動車局長は，「２月１０日発出の通達（タク

シー事業の適正化及び活性化に係る取組みに際しての留意点につ

いて）に関して改めて説明すると，『適正化新法は独禁法を邪魔

しない』『独禁法の枠内に適正化新法がある』ということ。つま

り『適正化新法に従ったからといって，独禁法に触れないとは必

ずしもならない』ということだ。その上で，われわれが運賃適正

化を指導すること，その指導を踏まえて，事業者が自分の判断で

運賃を変更することは問題ない，としている。新潟の地域協議会

の特定事業計画を読めば分かるが，そもそも運賃の話は地域協議

会ではしないことになっている」，「『下限割れを認めない』の

ではない。『審査を厳格化する』という趣旨だ」，「適正化新法

下での適正化は，『独禁法に触れないようにやってください』と

いうことが前提だったはず。にもかかわらず独禁法違反の疑いを

抱かれてしまったということを反省してもらいたいとさえ思って

いる」と述べた。（審第４３号証） 

なお，上記面会の状況を報じた審第４３号証には，訪問者の一

人が中田自動車局長から「運賃適正化を強く指導した」との言質

を得たと述べた旨の記載があるが，それは，あくまで訪問者の一

人の発言を紹介したものであり，同自動車局長の発言を直接報じ

たものではない。 

b  平成２４年３月１４日開催の第５回新潟地域協議会 

平成２４年３月１４日に開催された第５回新潟地域協議会にお

いて，北陸信越運輸局の斉藤旅客課長は，「いわゆる下限割れと

いうのは，私どもの自動認可運賃の公示を下回る運賃を採用する

こと自体は，これは各事業者の判断だ。」，「自動認可運賃への
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国の指導の部分だが，・・・私ども当局としてはタクシー適正化

活性化法により運賃の認可基準等が改正された部分については主

旨や経緯等を踏まえて，安全性等を確保するために適切な運賃水

準というものが確保されるよう，適正化に向けた個々の事業者に

対する自動認可運賃への移行を促す指導は行ってきている。これ

については，私ども国が指導していないというものを私どもがそ

れを認めているという部分ではない。私どもは指導している。た

だ私どもについてはその指導については，個々に対する移行を促

す指導はしているしその部分は今後も堅持していきたいと思って

いる。」と発言した後に，「従来から私ども行政としては各社が

共同して自動認可運賃に移行するよう促すような指導を行ってい

るという事実はないという部分についてはご理解をいただきた

い。」と述べた。（審第４４号証） 

c  平成２５年１月３１日開催の第６回新潟地域協議会 

平成２５年１月３１日に開催された第６回新潟地域協議会にお

いて，北陸信越運輸局の斉藤旅客課長は，「現在の道路運送法，

この特措法，この協議会のあり方については法的強制力は備わっ

ておりません。法的強制力が備わっていないということは，事業

者自らの経営判断の元で事業再構築，減車に取り組んでいただく

ことが前提となります。そういった中で，行政として示しただけ

で私どもの業務が終了したとも思っていないので，それについて

は第４回時にもご説明しておるかと思いますが，私どもも取り組

みはやっています。減車に非協力的な事業者に対するヒアリング

調査，事情聴取して経営実態の把握をさせていただいており，そ

れは報告もいただいています。その中でもし，違法性，極端な例

で言えば安全管理等を会社としての部分で違法性があれば監査と

いう形で行っています。ご存知のとおり，下限割れという事業者

と同じ部分もありますが，そういう中で調査をやって，監査に結

び付けてしている部分もあります。」と述べた。（審第５９号証

の１） 

 ところで，行政指導とは，行政機関がその任務又は所掌事務の範囲

内において一定の行政目的を実現するため特定の者に一定の作為又は
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不作為を求める指導，勧告，助言その他の行為であって処分に該当し

ないものをいう（行政手続法〔平成５年法律第８８号〕第２条第６号）。

また，行政指導は拘束力を有するものではなく，相手方の任意の協力

によってのみ実現されるべきものとされる（同法第３２条第１項）。

したがって，行政指導は，行政目的を実現するために，一定の作為又

は不作為を現に行っていない特定の者に対して当該一定の作為又は不

作為を働きかける行為等をいうのであり，その態様，程度も様々なバ

リエーションがあり得，幅のあるものであるが，単に法令の解釈，制

度の仕組み等を紹介する行為は，行政指導には該当しないものと解さ

れる。 

 前記イで認定した新潟運輸支局等の担当官の発言からは，新潟運輸

支局等が新潟交通圏のタクシー事業者が新自動認可運賃に移行するこ

とが望ましいとの考えを有していたことが認められ，このことと，新

潟運輸支局の坂本首席専門官が，長岡市におけるタクシー特別措置法

に関する説明会（これは新潟交通圏のタクシー事業者を対象としたも

のではない。）におけるものとはいえ，同支局の管轄内の説明会にお

いて前記イ(ｱ)ｄ記載の発言をしていることや，同(ｲ)ｂ記載の北陸信

越運輸局の斉藤旅客課長の発言も考慮すれば，新潟運輸支局等の担当

官が，新潟交通圏のタクシー事業者又はそれを構成員とする事業者団

体に対し，具体的な状況は明らかでないものの，新自動認可運賃へ移

行することを促す方向で何らかの働きかけをしたことがうかがわれる。

被審人らはこれを行政指導と主張し，審査官は行政指導ではないと主

張するが，行政指導自体が前記ウのとおり幅のあるものであるから，

上記認定の新潟運輸支局等の行為を行政指導というかどうかは本件で

は本質的な問題ではなく，上記行為の具体的な事柄，内容に即してそ

の性格，効果を検討すれば足りるというべきである。この観点から本

件をみると，新潟運輸支局等の担当官の発言は，新潟交通圏のタクシー

事業者を強制的に新自動認可運賃に移行させるような内容のもので

あったとは認められず，前記イ(ｱ)ｄ記載の坂本首席専門官の発言内容

からみても，新潟運輸支局等の上記行為は，新自動認可運賃への移行

を促す方向での要望ないし一般的指導の範囲にとどまるものであり，

これを超えて監査や行政処分を背景として，収支状況等を勘案するこ
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となく一律に新自動認可運賃への移行を強制するようなものであった

とは認めることができない（以下，上記認定の新潟運輸支局等の行為

を便宜「本件指導」ということがある。）。 

なお，被審人らは，平成２１年１０月以降の坂本首席専門官の県協

会への働きかけについても主張するが，被審人らの上記主張は，県協

会の鈴木久夫専務理事（以下「県協会の鈴木専務理事」という。）の

陳述書（審第７５号証）の記載及び同人の参考人審尋における陳述並

びに県協会の後藤課長の陳述書（審第５６号証）の記載に依拠するも

のであり，他にこれを裏付ける証拠がないところ，県協会は，市協会

の上部団体であるとともに，２６社を構成員に含む事業者団体であり，

かつ，２６社による本件合意に基づく運賃変更認可申請について申請

書の作成及び提出に関与していることからすると，他の裏付け証拠も

ない中で同人らの陳述書の記載等のみから直ちに被審人らが主張する

事実を認定することはできず，また，仮に被審人らの主張する事実が

認められるとしても，それが制度の説明又は要望ないし一般的指導の

範囲を超えるものとは認められない。 

 この点，被審人らは，新潟運輸支局等が新自動認可運賃へ移行する

よう行政指導を強力に推し進めていたこと，下限割れ運賃を採用する

者に対しては，報告義務が課され，報告内容によっては監査が行われ，

監査により違法が発見された場合には行政処分が行われるという行政

指導の実効性を確保するための枠組みが整備されていたこと，タク

シー事業が規制業種であり，被審人らは監督官庁である新潟運輸支局

等から行政指導を受けたことに鑑みれば，各タクシー事業者は行政指

導に従わなければならないという心理的な圧迫が加えられ，自由に意

思決定をすることができない状況であった旨を主張し，被審人ら代表

者等もこれに沿う陳述をする（審第６４号証ないし第７２号証，第７

４号証，高橋良樹代表者審尋速記録，三田啓祐代表者審尋速記録，鈴

木久夫参考人審尋速記録）。 

しかし，次のとおり，２６社が新自動認可運賃へ移行するか否かに

ついて自由に意思決定をすることができない状況にあったとは認めら

れない。 

(ア)  前記エのとおり，新潟運輸支局等の担当官の発言は新潟交通圏のタ
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クシー事業者を強制的に新自動認可運賃に移行させるような内容の

ものであったとは認められず，むしろ，前記イ(ｱ)ｃのとおり，新潟

交通圏のタクシー事業者に対して直接タクシー特別措置法の説明が

なされた平成２１年８月２８日開催の新潟市における説明会におい

て，北陸信越運輸局の高橋旅客課長は，新自動認可運賃への移行を強

制するものではなく，移行するかどうかは個々の事業者の判断である

という趣旨の発言をしており，また，同ｄのとおり，坂本首席専門官

が長岡市におけるタクシー特別措置法の説明会において新自動認可

運賃に関する発言をした際にも，新自動認可運賃に移行しないことも

可能であることを説明している。 

(イ)  また，日の出交通は，本件合意が行われた際には新自動認可運賃に

移行せず，平成２４年５月頃に新自動認可運賃の下限の運賃区分に移

行するまで下限割れ運賃を採用しており（査第５８号証，審第５２号

証），新潟交通圏の法人タクシーの中に，新自動認可運賃の公示後も

実際に新自動認可運賃に移行しない事業者が存在したことが認めら

れる。 

この点に関し，被審人らは，日の出交通がその後間もなく行政処

分を受けていることから，同社の下限割れ運賃は健全な経営とは程

遠い無理を伴うものであったことは明らかであると主張する。しか

し，被審人らが主張する行政処分とは，日の出交通が平成２２年８

月２７日に北陸信越運輸局及び新潟運輸支局による巡回監査を受け

た結果，①認可を受けていない運賃を収受した，②運転者に対する

過労防止措置を怠っていた，③運転者に対する点呼の適正な記録を

行っていなかった，④運転者に対する乗務前後の点呼の実施を怠っ

ていた，⑤監査に際して虚偽の陳述をした，⑥事業に関する虚偽の

報告を行った等の道路運送法違反の事実が確認されたとして，平成

２３年５月３０日，北陸信越運輸局からタクシー車両を延べ２０５

日間使用停止とし，違反点数を２１点とする行政処分を受けたこと

（審第４７号証）を指すが，そのことが，直ちに日の出交通の下限

割れ運賃が健全な経営とは程遠い無理を伴うものであったことと結

び付くものではない。また，日の出交通は，平成２４年５月頃に自

発的に新自動認可運賃に移行するまで，新潟運輸支局からの人件費，
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一般管理費，走行距離等に関する報告の徴収（査第１９号証）並び

に北陸信越運輸局及び新潟運輸支局からの上記巡回監査を受けたに

もかかわらず，不当な競争を引き起こすこととなるおそれが生じて

いると認められるとして道路運送法第３１条に基づく業務改善命令

を受けた事実も認められない。したがって，被審人らの上記主張は

採用できない。 

(ウ)  さらに，被審人都タクシーの高橋でさえ，代表者審尋において，新

自動認可運賃への変更申請は独自の判断で行ったものかそれとも運

輸局等から強制されたものかとの審査官からの質問に対し，当然自分

の経営判断で行った旨を明確に陳述しているところである（高橋良樹

代表者審尋速記録）。 

(エ)  なお，新潟運輸支局等の担当官は，前記イ(ｱ)ｃ，ｄ及びｅのとお

り，下限割れ運賃を採用するタクシー事業者に対して，報告徴収や監

査を行う方針であることを述べている。 

しかし，報告徴収は，収支状況，輸送実績，運転者の拘束時間・

走行距離の実績等の労働状況等について，一定の様式により，毎月

報告を求めるものであり（査第１９号証），監査は，報告内容を踏

まえて，法令違反の疑いがある等監査を行う必要があると認められ

るタクシー事業者に対し，タクシー運賃の収受状況その他財務状況，

賃金の支払い状況，運行管理の実施状況，点検整備の実施状況等の

重点事項を定めて法令遵守状況を確認するために行われるものであ

る（審第１７号証，第１８号証）ところ，報告徴収については，毎

月報告を要するものの，報告事項は，通常の経営，労務管理等に関

連するものであり，継続して客観的に把握することが難しいなど対

応が事実上不可能であったり，下限割れ運賃を採用するタクシー事

業者に対して制裁的意味合いを有するようなものとは認められず，

また，監査についても，下限割れ運賃を採用するタクシー事業者に

対し，監査の実施の要否や法令違反の有無の判断等が恣意的に行わ

れたことをうかがわせる証拠はないのであって，結局，下限割れ運

賃を採用するタクシー事業者に対する報告徴収及び監査の実施がこ

れらのタクシー事業者に対し一定の負担を負わせるものであるとは

考えられるものの，新自動認可運賃への移行を強制等し，意思決定
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の自由を失わせるものであったとは認められない。 

この点に関し，被審人らは，日の出交通及び三洋タクシーが監査

の結果重い処分を受けたことは，その当時の行政指導が強制にわた

ると評価するに値するものであったことを裏付けていると主張する。

確かに，日の出交通は，前記(ｲ)のとおり，北陸信越運輸局及び新潟

運輸支局による巡回監査を受けた結果，道路運送法違反の事実が確

認されたとして，平成２３年５月３０日，北陸信越運輸局からタク

シー車両を延べ２０５日間使用停止とし，違反点数を２１点とする

行政処分を受け，三洋タクシーは，北陸信越運輸局及び新潟運輸支

局による巡回監査を受けた結果，道路運送法違反の事実が確認され

たとして，平成２４年２月６日，北陸信越運輸局からタクシー車両

を延べ４６５日間使用停止とし，違反点数を４７点とする行政処分

を受けている（審第６０号証）が，被審人らの上記主張は，それら

の違反事実の内容を考慮せずに処分の軽重だけを論ずるものであっ

て，失当である。 

 ところで，本件において，２６社は，新自動認可運賃に移行するこ

とを合意したばかりでなく，新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区

分に移行すること及び小型車について初乗距離短縮運賃を設定しない

ことまで合意しているが，次のとおり，新潟運輸支局等が新潟交通圏

のタクシー事業者に対し，新自動認可運賃の枠内の特定の運賃区分に

移行することや小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことを

求める行政指導をした事実は認められない。 

(ア)  被審人らは，小型車及び中型車に関し，行政指導の内容が新自動認

可運賃へ移行することを促すものであったとしても，激しい価格競争

の中で値上げをする以上，下限運賃に移行する以外に実質的に選択肢

はなく，新自動認可運賃に移行することは小型車及び中型車について

新自動認可運賃の下限運賃に移行することと実質的に同内容であり，

そのことは新潟運輸支局等の担当官らと各タクシー事業者との間の

共通の認識であったから，小型車及び中型車について「新自動認可運

賃における下限運賃に移行すること」も含めて行政指導の対象であっ

たというべきであると主張し，また，大型車及び特定大型車に関し，

従前各タクシー事業者が大型車及び特定大型車について上限運賃を
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採用してきたことや，新潟交通圏において小型車が大半を占め，大型

車及び特定大型車は僅かな台数しか保有されておらず，そのタクシー

運賃について各タクシー事業者が大きな関心を持っていなかったこ

とは，新潟運輸支局等も承知していることであり，新自動認可運賃に

移行することは大型車及び特定大型車について新自動認可運賃の上

限運賃を採用することを実質的に意味することは新潟運輸支局等の

担当官らと各タクシー事業者との間の共通の認識であったから，大型

車及び特定大型車について「新自動認可運賃における上限運賃に移行

すること」も含めて行政指導の対象であったというべきであると主張

する。 

しかし，他方で，被審人らは，自動認可運賃の幅の枠内でタクシー

運賃が多重化されることは元々想定されていたことであることを自

認しており，被審人都タクシーの高橋も，運輸局等の指導は新自動

認可運賃へ移行することであって，運賃多重化の解消までは指導し

ていなかったこと，新自動認可運賃へ移行しても，その枠内で運賃

が多重化することはあり得ることを陳述しているところである（高

橋良樹代表者審尋速記録）。また，前記１(1)アのとおり，新自動認

可運賃公示前には，自動認可運賃の範囲内でも多様なタクシー運賃

が存在していたことや，同ウ(ｷ)ｂのとおり，平成２２年１月１３日

開催の正副会長会議において，小型車について上限運賃に移行した

いと述べた者がいたこと，同(ｸ)ｃのとおり，同月２０日開催の臨時

例会において，小型車については，新自動認可運賃の上限に移行す

ることを提案した事業者や新自動認可運賃の範囲内である限り下限

運賃に集約する必要はないと述べた事業者がおり，また，中型車，

大型車及び特定大型車については，後に異なる内容の合意がされて

いるものの，上記臨時例会においては，新自動認可運賃のいずれの

運賃区分にするかは各社が自由に決定することとされたことからす

ると，新自動認可運賃に移行することが，直ちにその枠内での特定

の運賃区分に移行することを意味しないことは明らかである。 

したがって，新潟運輸支局等が新潟交通圏のタクシー事業者に対

し，新自動認可運賃の枠内の特定の運賃区分に移行することを求め

る行政指導をした事実は認められない。 
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(イ)   次に，被審人らは，前記イ(ｱ)ｄのとおり，坂本首席専門官が「本

来はゾーンに移ってもらう必要があるのですが，今までに認可をも

らった３００円運賃でやりたいという事であれば，新ゾーンに入らな

いという形も可能ではあります。しかし皆さんに法の趣旨というもの

を理解してもらって，新しいゾーンに移ってもらいたいと思います。」

との発言を行っていることを捉えて，初乗距離短縮運賃の採用が行政

指導により困難であったと主張する。 

しかし，坂本首席専門官の上記発言は，その内容からすると，新

自動認可運賃への移行に力点を置いていることは明らかであり，新

自動認可運賃の下での初乗距離短縮運賃の適否を直接問題にしたも

のとは解し難い。実際，その直後に，県協会の鈴木専務理事も，「短

縮は今後，見直されていく方向で行くと思いますが，現段階では新

ゾーンに移っても短縮運賃の申請はできるというのが，私どもの見

解です。もちろん自動的には認可されませんが，手順を踏んで認可

申請をすれば可能かと思います。」と発言し，新自動認可運賃に移

行しても初乗距離短縮運賃の申請は可能であるとの認識を示してい

る（審第４２号証）。 

また，そもそも，坂本首席専門官の上記発言は，被審人らが長岡

市のタクシー特別措置法の説明会における坂本首席専門官の発言を

確認することができた根拠とする県協会の平成２１年１１月２７日

付け会員通報（審第６号証）には記載されておらず，むしろ，上記

会員通報には，「Ｑ：初乗短縮運賃及び迎車回送料金はどうなりま

すか？」との質問に対する回答として，「Ａ：初乗短縮運賃の変更

はなく，初乗短縮公示を満たし，かつ初乗距離に達した際に自動認

可運賃と同一となる場合には，自動認可運賃に係る認可申請があっ

たものとみなして処理します。」と記載されている（審第６号証）。 

さらに，前記１(1)ウ(ｷ)ｂのとおり，平成２２年１月１３日開催

の正副会長会議において，初乗距離短縮運賃を採用するとの意見と

採用しないとの意見が出て，同(ｸ)ｂのとおり，同月２０日開催の正

副会長会議においては，それらの意見に加えて初乗距離短縮運賃を

採用するかどうかは各社の自由判断に任せるとの意見が出ている上，

同ｃ(b)及び(c)のとおり，同日開催の臨時例会における話合いの際
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に，出席者からタクシー特別措置法施行後であっても初乗距離短縮

運賃の申請が受け付けられるか改めて確認を求める質問があったた

め，市協会の佐藤専務理事が臨時例会の最中にわざわざ北陸信越運

輸局に対して確認し，同運輸局から初乗距離短縮運賃の申請があれ

ば受け付ける旨の回答があったことを上記臨時例会の出席者に伝え

ており，また，これを受けて，被審人都タクシーの高橋も，初乗距

離短縮運賃は事業者の判断で申請の上で適用可能である旨を述べ，

その後，実際に初乗距離短縮運賃の設定の有無について出席者から

様々な意見が出ているのである。 

したがって，新潟運輸支局等が新潟交通圏のタクシー事業者に対

し，小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことを求める行

政指導をした事実は認められない。 

また，前記１(1)アのとおり，新自動認可運賃の公示前には自動認可

運賃の範囲内でも多様なタクシー運賃が存在していたことや，同ウ(ｷ)

ｂ記載の平成２２年１月１３日開催の正副会長会議並びに同(ｸ)ｂ及

びｃ記載の同月２０日開催の正副会長会議及び臨時例会において述べ

られた出席者の意見や会合の状況からすれば，いかなる運賃区分に移

行するかについても，初乗距離短縮運賃を設定するか否かについても，

２６社が意思決定の自由を失っていなかったことは明らかである。 

 結論 

以上の次第であり，２６社が本件指導により新自動認可運賃へ移行

するか否かについて意思決定の自由を失っていたとは認められず，ま

た，新潟運輸支局等が本件指導を超える行政指導をした事実も認める

ことはできない。そして，２６社は，新自動認可運賃への移行を合意

したばかりでなく，その意思で新自動認可運賃の枠内の特定の運賃区

分に移行すること及び小型車について初乗距離短縮運賃を設定しない

ことまで合意したものであり，結局，２６社は，新潟運輸支局等の行

政指導による強制等により意思決定の自由を失った状況の下で本件合

意をしたものではないから，前記アの被審人らの主張は採用できない。 

(5) 政策判断の観点からの正当化理由が存在するから一定の取引分野にお

ける競争を実質的に制限していない旨の被審人らの主張について 

 被審人らの前記第５の２(2)イ(ｲ)ａの主張について 
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(ア)  被審人らは，新潟運輸支局等は新潟交通圏において過度な運賃競争

が生じており，タクシー事業の安全性の低下等が懸念されたことから，

そのような過度な運賃競争を解消させるべく，収支状況等を勘案する

ことなく一律に新自動認可運賃に移行することなどを求める行政指

導を行い，２６社は，それに従ったものであるが，この行政指導は，

監督官庁がその所掌する分野の社会公共的な目的を達成するために

した専門的な政策判断を体現するものであって，これに反して競争状

態を確保することは独占禁止法の究極目的に沿うものではないから，

行政指導に従った２６社による共同行為には正当化理由があると主

張する。 

(イ)  しかし，本件では，２６社は新自動認可運賃に移行することを合意

したばかりでなく，新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区分に移行

すること及び小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことま

で合意しているところ，前記(4)カのとおり，新潟運輸支局等が新潟

交通圏のタクシー事業者に対し新自動認可運賃の枠内での特定の運

賃区分に移行することや，小型車について初乗距離短縮運賃を設定し

ないことを求める行政指導をした事実は認められず，２６社が新自動

認可運賃に移行することばかりでなく，新自動認可運賃の枠内での特

定の運賃区分に移行すること及び小型車について初乗距離短縮運賃

を設定しないことまで合意したことは，本件指導の範囲を明らかに超

えているから，その余の点について検討するまでもなく，到底正当化

されるものではない。 

(ウ)  したがって，前記(ｱ)の被審人らの主張は採用できない。 

 被審人らの前記第５の２(2)イ(ｲ)ｂの主張について 

(ア)  被審人らは，新潟運輸支局等の行政指導は，タクシー特別措置法に

基づき設置され，消費者代表，地域代表，労働基準監督署その他の監

督官庁も参加した新潟地域協議会における議論及び要請を踏まえ，輸

送の安全，道路運送の利用者の利益保護，新潟交通圏内における交通

の健全な発展等の社会公共的な目的達成のために行った専門的な政

策判断を体現するものであり，これに反して競争状態を確保すること

は独占禁止法の究極目的に沿うものではないから，行政指導に従った

２６社による共同行為には正当化理由があると主張する。 
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(イ)  しかし，本件指導は前記(4)で認定したとおりの程度，内容であっ

たところ，前記ア(ｲ)のとおり，２６社が新自動認可運賃に移行する

ことばかりでなく，新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区分に移行

すること及び小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことま

で合意したことは本件指導の範囲を明らかに超えているから，この点

からみただけでも，２６社による共同行為に正当化理由があるとはい

えない。 

(ウ)  また，次の点からも，２６社による共同行為に正当化理由があると

はいえない（新潟地域協議会における一部の委員の発言の内容に鑑み，

念のため述べる。）。 

a  地域協議会は特定地域におけるタクシー事業の適正化及び活性

化の推進に関し必要な協議を行うことを目的とし（タクシー特別

措置法第８条），同法により国土交通大臣が定める基本方針（同

法第４条）に基づいて，地域計画を作成することができることと

されている（同法第９条）ところ，上記基本方針においては，地

域計画には「供給過剰の解消や過度な運賃競争の回避・・・のた

めの対策について定めることが求められる。」とされているが（審

第４号証〔二の２〕），それは同時に「法令に違反せず，法及び

本方針に定める事項に逸脱しないもの」であることが求められて

いる（同号証〔三〕）。しかも，タクシー特別措置法は，独占禁

止法を排除していないから，独占禁止法に違反する行為はタク

シー特別措置法が容認するものではないことが明らかである。そ

して，タクシー特別措置法は，下限割れ運賃であってもこれを禁

止していないのであって，タクシー運賃を自動認可運賃の範囲内

に収めることや，その範囲内の特定のタクシー運賃を採用するこ

とを求めておらず，タクシー事業者が協議して，タクシー運賃に

ついて互いに制約を行うことは全く予定していない。したがって，

地域協議会においては，具体的なタクシー運賃について協議する

ことが予定されていないことは明らかである。 

b  また，第１回新潟地域協議会において同事務局が配布した「地

域計画 策定に関する概要」と題する書面（査第６２号証〔資料

４〕）は，新潟地域協議会における地域計画策定に関する基本的
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な考え方が記載されたものであるが，当該書面には，新自動認可

運賃への移行や，新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区分への

移行及び初乗距離短縮運賃の設定の有無などタクシー事業者が適

用すべき具体的なタクシー運賃に関することについては何ら触れ

られておらず，第２回新潟地域協議会において同事務局が配布し

た地域計画の素案（査第９６号証）及び第３回新潟地域協議会に

おいて最終的に策定された地域計画（査第４５号証）においても

同様であるから（査第４５号証，第９６号証），新潟地域協議会

では新潟交通圏のタクシー事業者が適用すべき具体的なタクシー

運賃に関することは地域計画策定のための検討対象とはされてい

なかったものと認められる。なお，第１回新潟地域協議会におい

て配布された市協会名義の「特定特別監視地域におけるタクシー

事業構造改善計画＝新潟交通圏＝」と題する文書の中に運賃多重

化の解消に関する記載はある（査第６２号証〔資料５〕）が，そ

のような配布資料の中に「運賃多重化の解消」との記載があった

からといって，新潟地域協議会においてタクシー事業者が適用す

べき具体的なタクシー運賃に関することが地域計画策定のための

検討対象とされたということはできない。 

c  もっとも，新潟地域協議会における協議の中で，一部の委員か

ら，同一地域同一運賃となること及び初乗距離短縮運賃は設定し

ないことが望ましいなどという趣旨の具体的なタクシー運賃に関

する発言がなされたことは事実である（査第９５号証，審第１５

号証）が，地域協議会において具体的なタクシー運賃について協

議することは予定されていないし（前記ａのとおり），新潟地域

協議会において具体的なタクシー運賃に関することは地域計画策

定のための検討対象とはされておらず（前記ｂのとおり），その

他新潟地域協議会として具体的なタクシー運賃に関し意思を表示

したわけではない（査第９５号証，審第１５号証）から，一部の

委員が具体的なタクシー運賃に関する発言をしたからといって，

被審人らの主張する行政指導が新潟運輸支局等が社会公共的な目

的達成のために行った専門的な政策判断を体現するものであると

いうことはできず，２６社の共同行為に正当化理由があるという
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ことはできない。 

(エ)  したがって，前記(ｱ)の被審人らの主張は採用できない。 

(6) よって，前記(3)ないし(5)によれば，本件において競争の実質的制限

が肯定される。 

(7) 結論 

以上の次第であるから，本件合意は，独占禁止法第２条第６項の「一

定の取引分野における競争を実質的に制限する」の要件を充足する。 

３ 争点３（被審人らに対し排除措置を特に命ずる必要があるか。） 

(1) 平成２３年１月２６日，本件について公正取引委員会が独占禁止法第

４７条第１項第４号の規定に基づく立入検査を行ったこと，及び同日以

降，市協会の会合の場で特定タクシー運賃についての話合いが行われて

いないことは当事者間に争いがないから，同日以降，本件合意は事実上

消滅しているものと認められる。 

(2) 独占禁止法第７条第２項本文は，違反行為が既になくなっている場合

においても，特に必要があると認めるときは，違反行為者に対し，当該

行為が既になくなっている旨の周知措置その他当該行為が排除されたこ

とを確保するために必要な措置を命ずることができる旨規定していると

ころ，同項の「特に必要があると認めるとき」とは，原処分の時点では

既に違反行為はなくなっているが，当該違反行為が繰り返されるおそれ

がある場合や，当該違反行為の結果が残存しており競争秩序の回復が不

十分である場合などをいうものと解される（東京高等裁判所平成２０年

９月２６日判決・公正取引委員会審決集第５５巻９１０頁〔ＪＦＥエン

ジニアリング株式会社ほか４名による審決取消請求事件〕参照）。 

(3) 本件において排除措置を命ずる必要性 

ア 本件においては，次の点を指摘することができる。 

(ア)  本件違反行為は，被審人らが市協会の会合の場を利用して行ったも

のであったところ，本件排除措置命令が発せられた平成２３年１２月

２１日の時点においても，市協会は存続していた（審第５７号証，第

６４号証，第６５号証，高橋良樹代表者審尋速記録）から，上記時点

においても，被審人らは市協会の会合の場を利用するなどして合意を

形成することができる状況に変わりはなかった。 

(イ)  本件合意は，平成２３年１月２６日に事実上消滅しているが，これ
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は，公正取引委員会が，同日，本件違反行為について立入検査を行っ

たことによるものであり，被審人らの自発的意思に基づくものではな

かった。 

(ウ)  被審人らは，前記１(1)アのとおり，平成１８年頃から本件合意の

形成に至るまで，長期にわたり特定タクシー運賃に関する話合いを繰

り返し行っていた。 

(エ)  市協会は，一般乗用旅客自動車の増車又は営業所の新設若しくは位

置の変更に係る事業計画変更の認可申請の制限に関する決定を行っ

たことが当時の独占禁止法第８条第１項第４号に違反するとして，昭

和５６年４月１日に公正取引委員会から勧告審決を受け（昭和５６年

（勧）第４号・公正取引委員会審決集第２８巻３頁〔新潟市ハイヤー

タクシー協会に対する件〕），また，新潟交通圏における法人タクシー

事業者（２７社のうち１８社を含む。）は，正当な理由がないのに，

共同して株式会社新潟ハイタク共通乗車券センター及び共通乗車券

事業者３社に，低額なタクシー運賃等を適用していたタクシー事業者

３社に対して新潟交通圏における共通乗車券事業に係る契約を拒絶

させていることが独占禁止法第１９条に違反するとして，平成１９年

６月２５日に公正取引委員会から排除措置命令を受けている（平成１

９年（措）第１２号・公正取引委員会審決集第５４巻４８５頁〔都タ

クシー株式会社ほか１９社に対する件〕）。（争いがない。） 

(オ)  なお，公正取引委員会が前記(1)の立入検査を行った後，市協会は，

平成２３年２月１８日付けで，法令遵守の更なる徹底に努めること，

被疑事実とされる会員の運賃決定についてはそれぞれの経営判断に

基づいて決定がなされていることを確認することなどの決議を行い，

また，被審人のうち１２社は，これと同旨の各社の取締役会決議を

行っている。（審第７号証，第８号証，第９号証の１ないし１２） 

また，市協会は，同年４月７日付けで，会員は，今後，運賃の認

可申請を行うに当たっては，何ら相互に拘束されることなく，各会

員が自由な判断のもとで行うものとする旨を確認する決議を行って

いる。（審第１０号証） 

イ 判断 

(ア)  前記ア(ｱ)のとおり，本件違反行為のような価格カルテルが行われ
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やすい状況が本件違反行為終了後も継続していたこと，同(ｲ)のとお

り，被審人らが本件違反行為を取りやめたのは自発的意思に基づくも

のではなく，本件違反行為終了後も違反行為を行う意欲が消滅してい

たとは認められないこと，同(ｳ)のとおり，被審人らの協調的な関係

は長期にわたって形成されていたと認められること，同(ｴ)のとおり，

市協会及び被審人らの一部が過去に公正取引委員会から独占禁止法

に基づく法的措置を受けていたにもかかわらず，被審人らは本件違反

行為に及んでいること，以上の状況が認められ，これらを総合すれば，

被審人らによって，本件違反行為と同様の違反行為が繰り返されるお

それがあると認められる。また，２６社のうち三洋タクシーを除く２

５社は，本件排除措置命令の時点において，平成２２年３月２６日に

認可された特定タクシー運賃の適用を続けており，本件違反行為の結

果のほとんどは残存している。したがって，被審人らに対しては，特

に排除措置を命ずる必要がある。 

(イ)  なお，被審人らは，市協会が平成２３年２月１８日付け決議及び同

年４月７日付け決議を行い，また，被審人らがそれぞれ取締役会決議

を行い，今後，特定タクシー運賃について，他の事業者との間で事業

活動を相互に拘束する行為を行わない旨を明確にしており，被審人ら

の協調関係等は断絶されている旨を主張する。 

しかし，これらの決議等は，法令遵守を確認するという抽象的な

内容にとどまり，また，市協会の平成２３年２月１８日付け決議は，

本件違反行為を行っていないことを前提とするものであり，同年４

月７日付け決議も，上記同年２月１８日付け決議を撤回するもので

はなく，依然として本件違反行為を行ったことはないとの前提に立

つものであって，その実効性には疑問が残るものといわざるを得な

いから，被審人らの上記主張は採用できない。 

(ウ)  また，被審人らは，本件によってタクシー事業者に注目が集まって

おり被審人らが違反行為を繰り返すことは極めて困難である旨を主

張する。 

しかし，被審人らは，新潟交通圏における多数の法人タクシー事

業者（２７社のうち１８社を含む。）が平成１９年６月２５日に前

記ア(ｴ)のとおり排除措置命令を受けたにもかかわらず，本件違反行
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為を行ったものであり，その他前記アに挙げた事実を総合的に考慮

すれば，被審人らについて，本件違反行為と同様の違反行為が繰り

返されるおそれがあると認められるから，被審人らの上記主張は採

用できない。 

４ 結論 

(1) 本件排除措置命令について 

被審人らは，前記１及び２のとおり，他の事業者と共同して，小型車，

中型車，大型車及び特定大型車の特定タクシー運賃を新自動認可運賃に

おける一定の運賃区分として定められているタクシー運賃とし，かつ，

小型車については初乗距離短縮運賃を設定しないこととする旨を合意す

ることにより，公共の利益に反して，新潟交通圏におけるタクシー事業

の取引分野における競争を実質的に制限していたものであるから，これ

は独占禁止法第２条第６項に規定する不当な取引制限に該当し，同法第

３条の規定に違反するものと認められる。 

また，被審人らの違反行為は既に消滅しているが，前記３のとおり，

被審人らに対して特に排除措置を命ずる必要がある。 

したがって，本件排除措置命令は適法であるから，被審人らの本件排

除措置命令に係る各審判請求はいずれも理由がない。 

(2) 本件課徴金納付命令について 

 前記(1)の違反行為が独占禁止法第７条の２第１項第１号に規定す

る役務の対価に係るものであることは本件合意の内容から明らかであ

る。 

 課徴金の計算の基礎となる事実 

(ア)  被審人らは，タクシー事業を営んでいた者である。（争いがない。） 

(イ)  被審人らが，前記(1)の違反行為の実行としての事業活動を行った

日は，前記(1)の合意に基づき被審人らがそれぞれ特定タクシー運賃

の変更の認可申請を行い，平成２２年３月２６日に北陸信越運輸局長

から認可を受けた特定タクシー運賃を適用した別紙８の各被審人に

係る「事業活動を行った日」欄記載の日であると認められる。また，

被審人らは，それぞれ平成２３年１月２６日以降，当該違反行為を取

りやめており，同月２５日にその実行としての事業活動はなくなって

いるものと認められる。したがって，被審人らについては，独占禁止
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法第７条の２第１項の規定により，実行期間は，別紙８の各被審人に

係る「実行期間」欄記載のとおりとなる。 

(ウ)  前記(ｲ)記載の各実行期間における新潟交通圏のタクシー事業に係

る被審人らの売上額を私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律施行令（昭和５２年政令第３１７号）第５条第１項の規定に基づ

き算定すると，それぞれ別紙８の各被審人に係る「売上額」欄記載の

とおりである。（争いがない。） 

(エ)  被審人らは，前記(ｲ)記載の各実行期間を通じ，資本金の額が３億

円以下の会社であって，運輸業に属する事業を主たる事業として営ん

でいた者である。（争いがない。） 

(オ)  公正取引委員会は，平成２３年１月２６日，本件について独占禁止

法第４７条第１項第４号の規定に基づく立入検査を行った。そして，

被審人星山工業は，平成２１年１１月２５日，課徴金納付命令（平成

２１年（納）第７２号・公正取引委員会審決集第５６巻第２分冊１８

７頁〔新潟市が発注する建築一式工事の入札参加業者に対する件〕。

以下「前回課徴金納付命令」という。）を受けているところ，当該命

令は，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正

する法律（平成１７年法律第３５号。以下「平成１７年改正法」とい

う。）附則第２条のなお従前の例によることとする規定に基づく平成

１７年改正法による改正前の独占禁止法第７条の２第１項の規定に

よるものであり，当該命令についての審判手続の開始を請求すること

なく同改正前の独占禁止法第４８条の２第５項に規定する期間を経

過しているので，当該命令は確定している。（公正取引委員会が平成

２３年１月２６日に本件について独占禁止法第４７条第１項第４号

の規定に基づく立入検査を行ったこと及び被審人星山工業が平成２

１年１１月２５日に前回課徴金納付命令を受けたことについては争

いがなく，前回課徴金納付命令が平成１７年改正法による改正前の独

占禁止法第７条の２第１項の規定によるものであることは，前回課徴

金納付命令に係る違反行為の排除を命ずる平成２１年５月１９日審

判審決〔平成１６年（判）第２０号・公正取引委員会審決集第５６巻

第１分冊６８頁〔株式会社高健組ほか４名に対する件〕。この審判審

決が前回課徴金納付命令に係る違反行為の排除を命ずるものである
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ことについては争いがない。〕及び上記違反行為を理由として前回課

徴金納付命令と同時になされた株式会社高健組に対する課徴金納付

命令〔平成２１年（納）第６９号・公正取引委員会審決集第５６巻第

２分冊１８７頁及び１８８頁〔新潟市が発注する建築一式工事の入札

参加業者に対する件〕〕の内容から明らかである。また，被審人星山

工業は，前回課徴金納付命令について審判手続の開始を請求すること

なく私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正

する法律〔平成２１年法律第５１号。以下「平成２１年改正法」とい

う。〕による改正前の独占禁止法第５０条第４項に規定する期間〔６

０日〕が経過して確定したとの審査官の主張について争っていないが，

平成１７年改正法による改正前の独占禁止法第４８条の２第５項に

規定する期間は，６０日よりも短い３０日である。） 

したがって，被審人星山工業については，平成２１年改正法附則

第７条第１項の規定により独占禁止法第７条の２第７項が適用され

ることになる。 

(カ)  以上によれば，被審人らが国庫に納付すべき課徴金の額は，それぞ

れ，独占禁止法第７条の２第１項及び第５項の規定により，前記(ｳ)

の各売上額に１００分の４を乗じて得た額（ただし，被審人星山工業

については，同条第１項，第５項及び第７項の規定により，同被審人

に係る前記(ｳ)の売上額に１００分の６を乗じて得た額）から，同条

第２３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てて算出された別

紙８の各被審人に係る「納付すべき課徴金額」欄記載の金額である。

（本件違反行為及び前記(ｲ)の各実行期間が認定された場合の被審人

らの課徴金の額については争いがない。） 

 よって，被審人らに対してこれと同額の課徴金の納付を命じた本件

課徴金納付命令はいずれも適法であるから，被審人らの本件課徴金納

付命令に係る各審判請求はいずれも理由がない。 

 ところで，被審人星山工業に対する本件課徴金納付命令（以下「エ」

において，単に「本件課徴金納付命令」という。）は，同被審人が公

正取引委員会による調査開始日である平成２３年１月２６日から遡り

１０年以内に平成２１年改正法による改正前の独占禁止法第７条の２

第１項の規定による命令（平成２１年（納）第７２号）を受けており，
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当該命令について審判手続の開始を請求することなく同改正前の独占

禁止法第５０条第４項に規定する期間が経過して，当該命令は確定し

ているから，同被審人は独占禁止法第７条の２第７項第１号に該当す

る事業者であるとしており，同被審人について独占禁止法第７条の２

第７項が適用される過程の説明において誤った条文が記載されている。 

しかしながら，被審人星山工業が，公正取引委員会による調査開始

日である平成２３年１月２６日から遡り１０年以内に，不当な取引制

限をしたことにより課徴金納付命令を受け，同命令が確定していれば，

同命令が平成１７年改正法による改正前の独占禁止法の適条によるも

のであっても同改正後の同法の適条によるものであっても，本件課徴

金納付命令においては，同被審人に対して独占禁止法第７条の２第７

項が適用されることになるのであって，本件課徴金納付命令は，同被

審人が国庫に納付しなければならない課徴金の額を算出するに当たっ

て独占禁止法第７条の２第１項，第５項及び第７項を適用した点につ

いても，算出された課徴金の額についても誤りがない。したがって，

本件課徴金納付命令に被審人星山工業について独占禁止法第７条の２

第７項が適用される過程の説明において誤った条文が記載されている

としても，本件課徴金納付命令を取り消さなければならないほどの瑕

疵があったということはできない。 

なお，被審人星山工業について独占禁止法第７条の２第７項が適用

されることについては，同被審人が前回課徴金納付命令を受けたこと

及び同命令が確定したことという客観的な事実により機械的に定まる

ものである上，同被審人は，上記各事実については争っておらず，ま

た，本件違反行為及び同被審人に係る前記イ(ｲ)の実行期間が認定され

た場合の課徴金の額についても争っていないことからすると，上記判

断は，同被審人に対し不当に不利益を与えるものとはいえない。 

第７ 法令の適用 

以上によれば，被審人らの本件排除措置命令及び本件課徴金納付命令に

係る各審判請求は，いずれも理由がないから，独占禁止法第６６条第２項

の規定により，主文のとおり審決することが相当であると判断する。 

 

   平成２６年１０月２３日 

８６ 



 

            公正取引委員会事務総局 

 

                審判長審判官  伊 藤   繁 

 

審判官原一弘及び同多田尚史は転任のため署名押印できない。 

 

審判長審判官  伊 藤   繁 
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別紙１ 

被審人目録 

 

番 

号 

被審人 

（略称） 
本店の所在地 代表者 

1 
都タクシー株式会社 

（被審人都タクシー） 

新潟市中央区礎町通二ノ町２１４２番

地１ 
代表取締役 高橋 良樹 

2 
富士タクシー株式会社 

（被審人富士タクシー） 
新潟市東区木工新町１１９３番地８ 代表取締役 川口 栄介 

3 
さくら交通株式会社 

（被審人さくら交通） 
新潟市東区豊一丁目１１番４３号 代表取締役 三田 啓祐 

4 
第一タクシー株式会社 

（被審人第一タクシー） 

新潟市中央区上近江四丁目１１番１３

号 
代表取締役 金井 正志 

5 
昭和交通観光株式会社 

（被審人昭和交通観光） 
新潟市江南区東船場五丁目３番２５号 代表取締役 吉川 典雄 

6 
県都タクシー株式会社 

（被審人県都タクシー） 
新潟市中央区下所島二丁目２番１２号 代表取締役 佐藤 真一 

7 
星山工業株式会社 

（被審人星山工業） 
新潟市中央区沼垂東六丁目１番１９号 代表取締役 星山 健佑 

8 
株式会社小針タクシー 

（被審人小針タクシー） 
新潟市西区西有明町１０番２号 代表取締役 長谷 行夫 

9 
東港タクシー株式会社 

（被審人東港タクシー） 
新潟市北区太郎代７１番地３ 代表取締役 山口 道夫 

10 
光タクシー有限会社 

（被審人光タクシー） 
新潟市西区内野町５２５番地 代表取締役 石川 誉士 

11 
株式会社ＮＫ交通 

（被審人ＮＫ交通） 

新潟市江南区亀田大月二丁目１番３２

号 
代表取締役 田中  優 

12 
ハマタクシー株式会社 

（被審人ハマタクシー） 
新潟市北区松浜東町二丁目４番５８号 代表取締役 小林信太郎 

13 
株式会社聖篭タクシー 

（被審人聖篭タクシー） 

新潟県北蒲原郡聖籠町大字網代浜９０

４番地１ 
代表取締役 高橋 高一 

14 
都タクシー株式会社 

（被審人都タクシー（豊栄）） 
新潟市北区白新町一丁目９番６号 代表取締役 高橋 良樹 

15 
有限会社東重機運輸 

（被審人東重機運輸） 
新潟市東区一日市１番地２ 代表取締役 飯田 嘉昭 
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別紙２ 

代理人目録 

 

被審人ら代理人弁護士    飯 村   北 

同             宮 塚   久 

同             廣 田 雄一郎 

同             浦 野 祐 介 

同             川 村 興 平 

同             曽根原   稔 

同             福 嶋 美 里 

同             纐 纈 岳 志 
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別紙３ 被審人らの審判請求の趣旨 

 

１ 被審人都タクシー株式会社（別紙１番号１記載の者） 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２６６号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

２ 被審人富士タクシー株式会社 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２６７号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

３ 被審人さくら交通株式会社 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２６８号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

４ 被審人第一タクシー株式会社 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２７０号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

５ 被審人昭和交通観光株式会社 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２７１号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

６ 被審人県都タクシー株式会社 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２７３号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

７ 被審人星山工業株式会社 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２７６号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

８ 被審人株式会社小針タクシー 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２８０号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

９ 被審人東港タクシー株式会社 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２８１号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

１０ 被審人光タクシー有限会社 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２８２号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

９０ 



１１ 被審人株式会社ＮＫ交通 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２８４号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

１２ 被審人ハマタクシー株式会社 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２８５号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

１３ 被審人株式会社聖篭タクシー 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２８６号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

１４ 被審人都タクシー株式会社（別紙１番号１４記載の者） 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２８９号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 

１５ 被審人有限会社東重機運輸 

(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。 

(2) 平成２３年（納）第２９０号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。 
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別紙４ 

 

番号 用語 定義 

１ 小型車 

国土交通省北陸信越運輸局長の公示（平成１４

年７月１日付け公示第１４号。以下，後記番号

２ないし４において同じ。）において小型車と

されるもの 

２ 中型車 
国土交通省北陸信越運輸局長の公示において

中型車とされるもの 

３ 大型車 
国土交通省北陸信越運輸局長の公示において

大型車とされるもの 

４ 特定大型車 
国土交通省北陸信越運輸局長の公示において

特定大型車とされるもの 

５ 距離制運賃 
旅客の乗車地点から降車地点までの運送距離

に応じた運賃 

６ 時間制運賃 

旅客が乗車場所として指定した場所に到着し

た時から旅客の運送を終了するまでの実拘束

時間に応じた運賃 

７ 
時間 距離 併用 制運

賃 

距離制運賃を適用する場合であって，一定速度

以下の走行速度になった場合の運送に要した

時間を距離に換算し，当該距離制運賃に加算す

る運賃 

８ 待料金 
旅客の都合により，車両を待機させた場合にそ

の時間に応じて適用する料金 

９２ 



番号 用語 定義 

９ 新潟交通圏 

国土交通省北陸信越運輸局長の公示（平成１４

年７月１日付け公示第１２号）において定めら

れている，平成１７年３月２１日に他の市町村

と合併する前の新潟市，同日に新潟市に編入さ

れた新潟県豊栄市及び新潟県中蒲原郡亀田町

並びに新潟県北蒲原郡聖籠町の区域 

１０ 自動認可運賃 

国土交通省自動車交通局長の通達（平成１３年

１０月２６日付け国自旅第１０１号）により，

国土交通省地方運輸局長等が，一定の範囲内に

おいて設定し，原価計算書その他運賃及び料金

の額の算出の基礎を記載した書類の提出の必

要がないと認める場合として公示することと

されている後記番号１１のタクシー運賃 

１１ タクシー運賃 

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第９

条の３第１項に規定する一般乗用旅客自動車

運送事業の運賃及び料金のうち，後記番号１４

のタクシー事業に係るもの 

１２ 初乗距離短縮運賃 

国土交通省自動車交通局長の通達（平成１３年

１０月２６日付け国自旅第１００号。以下，後

記番号１３において同じ。）により，国土交通

省地方運輸局長等が定めるものによることと

されている，短縮した後記番号１３の初乗距離

に対応した距離制運賃 

１３ 初乗距離 

国土交通省自動車交通局長の通達により，国土

交通省地方運輸局長等が定めるものによるこ

ととされている，タクシー事業者が初乗運賃を

適用する距離 

１４ タクシー事業 

道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗

用旅客自動車運送事業のうち，後記番号１５の

福祉輸送サービスを除くもの 

９３ 



番号 用語 定義 

１５ 福祉輸送サービス 

身体障害者手帳の交付を受けている者，介護保

険法（平成９年法律第１２３号）の要介護認定

又は要支援認定を受けている者，単独での移動

が困難な者であって単独でタクシーその他の

公共交通機関を利用することが困難な者及び

消防機関又は当該機関と連携するコールセン

ターを介して搬送事業者による搬送サービス

の提供を受ける患者について，後記番号１６の

福祉輸送自動車を使用して運送する役務 

１６ 福祉輸送自動車 

道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７

５号）第５１条の３第８号に規定する福祉自動

車又は次の事項のいずれかを満たす者が乗務

する車両 

一 社団法人全国乗用自動車連合会等が実施す

るケア輸送サービス従事者研修を修了してい

ること 

二 介護福祉士の資格を有していること 

三 訪問介護員の資格を有していること 

四 居宅介護従事者の資格を有していること 
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別紙５ 

被審人ら以外の違反行為者 

 

番 

号 

違反行為者 

（略称） 
本店の所在地 代表者 備考 

1 
万代タクシー株式会社 

（万代タクシー） 

新潟市中央区万代四丁目

７番１３号 
代表取締役 中山  真   

2 
はとタクシー株式会社 

（はとタクシー） 

新潟市中央区高志一丁目

８番７号 
代表取締役 斎藤  章   

3 
四葉タクシー有限会社 

（四葉タクシー） 

新潟市東区中野山二丁目

８番１９号 
代表取締役 豊田 貞子   

4 
三和交通株式会社 

（三和交通） 

新潟市西区鳥原２６５４

番地１ 
代表取締役 小林 一郎   

5 
太陽交通株式会社 

（太陽交通） 

新潟市北区早通南一丁目

１番４号 
代表取締役 佐藤 友紀   

6 
東新タクシー株式会社 

（東新タクシー） 

新潟市中央区紫竹山六丁

目１番２７号 

（右記破産手続開始決定

時のもの） 

 

平成２４

年９月１

２日付け

で破産手

続開始決

定がされ

た。 

7 
太陽交通新潟有限会社 

（太陽交通新潟） 

新潟市西区小新南一丁目

２０番２０号 
代表取締役 髙松 勝男   

8 
新潟あさひタクシー株式会社 

（新潟あさひタクシー） 

新潟市東区寺山２４１番

地１ 
代表取締役 大倉 忠夫   

9 
港タクシー株式会社 

（港タクシー） 

新潟市東区下木戸一丁目

３番１２号 
代表取締役 鈴木  寛   

10 
有限会社コバト交通 

（コバト交通） 

新潟市中央区高志一丁目

８番７号 
代表取締役 斎藤  章   

11 
株式会社三洋タクシー 

（三洋タクシー） 

新潟市東区藤見町二丁目

６番５号 
代表取締役 伊藤  稔   
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別紙６ 

違反行為者以外の新潟交通圏における法人タクシー 

 

番 

号  
会社名 

（略称） 
本店の所在地 

1 
日の出交通株式会社 

（日の出交通） 
新潟市中央区神道寺南一丁目２番１８号 

 

  

９６ 



別紙７ 

 

１ 小型車の新自動認可運賃 

 
距離制運賃 時間距離併用制 

運賃及び待料金 
時間制運賃 

初乗運賃 加算運賃 

上限運賃 1.3km 600円 284m 80円 1分45秒 80円 30分 2,750円 

Ｂ運賃 1.3km 590円 289m 80円 1分45秒 80円 30分 2,700円 

Ｃ運賃 1.3km 580円 294m 80円 1分50秒 80円 30分 2,650円 

下限運賃 1.3km 570円 299m 80円 1分50秒 80円 30分 2,600円 

 

２ 中型車の新自動認可運賃 

 
距離制運賃 時間距離併用制 

運賃及び待料金 
時間制運賃 

初乗運賃 加算運賃 

上限運賃 1.3km 610円 262m 80円 1分35秒 80円 30分 3,150円 

Ｂ運賃 1.3km 600円 266m 80円 1分40秒 80円 30分 3,050円 

Ｃ運賃 1.3km 590円 271m 80円 1分40秒 80円 30分 3,000円 

下限運賃 1.3km 580円 276m 80円 1分40秒 80円 30分 2,950円 

 

３ 大型車の新自動認可運賃 

 
距離制運賃 時間距離併用制 

運賃及び待料金 
時間制運賃 

初乗運賃 加算運賃 

上限運賃 1.3km 710円 223m 90円 1分20秒 90円 30分 4,150円 

Ｂ運賃 1.3km 700円 226m 90円 1分25秒 90円 30分 4,050円 

Ｃ運賃 1.3km 690円 229m 90円 1分25秒 90円 30分 4,000円 

Ｄ運賃 1.3km 680円 233m 90円 1分25秒 90円 30分 3,950円 

下限運賃 1.3km 670円 236m 90円 1分25秒 90円 30分 3,900円 

 

 

 

 

 

９７ 



４ 特定大型車の新自動認可運賃 

 
距離制運賃 時間距離併用制 

運賃及び待料金 
時間制運賃 

初乗運賃 加算運賃 

上限運賃 1.3km 770円 218m 90円 1分20秒 90円 30分 4,300円 

Ｂ運賃 1.3km 760円 221m 90円 1分20秒 90円 30分 4,200円 

Ｃ運賃 1.3km 750円 224m 90円 1分25秒 90円 30分 4,150円 

Ｄ運賃 1.3km 740円 227m 90円 1分25秒 90円 30分 4,100円 

下限運賃 1.3km 730円 230m 90円 1分25秒 90円 30分 4,050円 
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別紙８ 

 

被審人 
事業活動を

行った日 
実行期間 売上額 

納付すべき 

課徴金額 

被審人都タ

クシー 

平成２２年

４月５日 

平成２２年４月５

日から平成２３年

１月２５日まで 

８億６９９８万

１１８円 

３４７９万円 

被審人富士

タクシー 

平成２２年

４月１５日 

平成２２年４月１

５日から平成２３

年１月２５日まで 

３億５５９１万

４１１１円 

１４２３万円 

被審人さく

ら交通 

平成２２年

４月５日 

平成２２年４月５

日から平成２３年

１月２５日まで 

３億５２２９万

６２０円 

１４０９万円 

被審人第一

タクシー 

平成２２年

４月１０日 

平成２２年４月１

０日から平成２３

年１月２５日まで 

３億２７５６万

４１４０円 

１３１０万円 

被審人昭和

交通観光 

平成２２年

３月２９日 

平成２２年３月２

９日から平成２３

年１月２５日まで 

２億７６９７万

３３０円 

１１０７万円 

被審人県都

タクシー 

平成２２年

４月５日 

平成２２年４月５

日から平成２３年

１月２５日まで 

２億５９７６万

８１３０円 

１０３９万円 

被審人星山

工業 

平成２２年

４月２日 

平成２２年４月２

日から平成２３年

１月２５日まで 

１億６７６０万

５５０７円 

１００５万円 

被審人小針

タクシー 

平成２２年

４月５日 

平成２２年４月５

日から平成２３年

１月２５日まで 

１億８８４９万

６２８０円 

７５３万円 

被審人東港

タクシー 

平成２２年

４月１日 

平成２２年４月１

日から平成２３年

１月２５日まで 

１億７９１９万

５３円 

７１６万円 

９９ 



被審人 
事業活動を

行った日 
実行期間 売上額 

納付すべき 

課徴金額 

被審人光タ

クシー 

平成２２年

４月１７日 

平成２２年４月１

７日から平成２３

年１月２５日まで 

１億６１０７万

２０７１円 

６４４万円 

被審人ＮＫ

交通 

平成２２年

４月１０日 

平成２２年４月１

０日から平成２３

年１月２５日まで 

１億５７６６万

７６５円 

６３０万円 

被審人ハマ

タクシー 

平成２２年

４月５日 

平成２２年４月５

日から平成２３年

１月２５日まで 

１億２９１６万

９９５０円 

５１６万円 

被審人聖篭

タクシー 

平成２２年

４月１１日 

平成２２年４月１

１日から平成２３

年１月２５日まで 

９９５９万８０

３９円 

３９８万円 

被審人都タ

クシー（豊

栄） 

平成２２年

４月５日 

平成２２年４月５

日から平成２３年

１月２５日まで 

５９２２万５５

００円 

２３６万円 

被審人東重

機運輸 

平成２２年

４月１６日 

平成２２年４月１

６日から平成２３

年１月２５日まで 

３７０２万３５

５５円 

１４８万円 

 

１００ 


	【最終版・謄本用】審決（新潟タクシー・別紙１・２付き）
	【最終版】別紙３　審決案（新潟タクシー・別紙１～８付き）
	第１ 審判請求の趣旨
	第２ 事案の概要（当事者間に争いのない事実及び公知の事実。以下，文中に定義が付されていない用語については別紙４記載の定義による。）
	第３ 前提となる事実（末尾に括弧書きで証拠を掲記した事実は当該証拠から認定される事実であり，その余の事実は当事者間に争いのない事実又は公知の事実である。また，時期を明示していない事実は，本件排除措置命令及び本件課徴金納付命令発出時点までの事実である。）
	１ 新潟交通圏においてタクシー事業を営む者（以下，タクシー事業を営む事業者を「タクシー事業者」という。）
	(1) 法人タクシー事業者（以下「法人タクシー」という。）
	ア 被審人ら（以下，別紙１の「被審人」欄記載の略称を用いる。）
	イ 被審人ら以外の違反行為者（以下，別紙５の「違反行為者」欄記載の略称を用いる。）
	ウ 違反行為者以外の法人タクシー

	(2) 個人タクシー事業者（以下「個人タクシー」という。）

	２ 事業者団体等
	(1) 新潟市ハイヤータクシー協会
	ア 新潟市ハイヤータクシー協会（以下「市協会」という。）は，新潟交通圏に本社を有する法人タクシーを会員として設立された任意の事業者団体である。
	イ 市協会の役員等
	(ア) 市協会には，役員として会長，副会長，専務理事，理事及び監事が置かれている。市協会の会合には，全会員を構成員として毎月開催される例会，全会員を構成員として必要の都度開催される臨時例会，会長，副会長等の役員で構成される正副会長会議等がある。これらの会合には，原則として会員各社の代表取締役級の者が出席していた。
	(イ) 平成１９年５月に開催された市協会の総会の時点においては，被審人都タクシー代表取締役高橋良樹（以下「被審人都タクシーの高橋」あるいは単に「高橋」という。）が市協会の会長を務めていたが，同人が，上記総会において会長への再任を断ったことから，上記総会の後，市協会の会長等の役員が空席となった。この時以降，当時の市協会の専務理事佐藤正巳（以下「市協会の佐藤専務理事」という。）が市協会の会長代行を務めていたが，平成２１年１０月９日に開催された市協会の連絡会議（市協会の会長等が空席であった期間，例会は連...
	(ウ) 市協会の会合の議長は，会長がなるとされている。（査第１号証）


	(2) 新潟県ハイヤー・タクシー協会
	(3) 個人タクシーの協同組合

	３ 一般乗用旅客自動車運送事業に関する制度の概要
	(1) 一般乗用旅客自動車運送事業
	(2) タクシー運賃
	ア タクシー運賃の認可等
	(ア) タクシー事業者は，旅客の利益に及ぼす影響が比較的小さいものとして国土交通省令で定める料金を除き，旅客の運賃及び料金（タクシー運賃）を定め，国土交通大臣（地方運輸局長）の認可を受けなければならず，また，これを変更しようとするときも同様とされている（道路運送法第９条の３第１項）。
	なお，旅客の利益に及ぼす影響が比較的小さいものとして国土交通省令で定める料金としては，時間指定配車料金及び車両指定配車料金があり，これらの料金は国土交通大臣（地方運輸局長）に対する届出制とされている（道路運送法第９条の３第３項，道路運送法施行規則第１０条の４）。
	(イ) タクシー運賃の認可の基準
	①　能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないものであること。
	②　特定の旅客に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。
	③　他の一般旅客自動車運送事業者（道路運送法第３条第１号の規定による一般旅客自動車運送事業を経営する者をいう。以下同じ。）との間に不当な競争を引き起こすこととなるおそれがないものであること。
	④　タクシー運賃が対距離制による場合であって，国土交通大臣（地方運輸局長）がその算定の基礎となる距離を定めたときは，これによるものであること。


	イ タクシー運賃の種類等
	(ア) タクシー運賃の種類については，国土交通省自動車交通局長（平成２３年７月１日以降「自動車局長」。以下同じ。）の各地方運輸局長等宛て通達（平成１３年１０月２６日付け国土交通省自動車交通局長通達・国自旅第１００号「一般乗用旅客自動車運送事業の運賃及び料金に関する制度について」。以下「国自旅第１００号通達」という。）により定められており，運賃の種類は距離制運賃（時間距離併用制運賃を含む。），時間制運賃，定額運賃とされ（同通達１．(1)），料金の種類は待料金，迎車回送料金，サービス指定予約料金及びそ...
	(イ) 距離制運賃の初乗距離は，各運賃適用地域ごとに地方運輸局長が定める距離により設定するものとされている（国自旅第１００号通達１．(3)イ①。査第２０号証）。

	ウ 自動認可運賃制度

	(3) 緊急調整地域，特別監視地域，特定特別監視地域の指定等
	ア 道路運送法の規定により，国土交通大臣（地方運輸局長）は，特定の地域においてタクシー事業の供給輸送力が輸送需要量に対し著しく過剰となっている場合であって，当該供給輸送力が更に増加することにより，輸送の安全及び旅客の利便を確保することが困難となるおそれがあると認めるときは，当該特定の地域を，期間を定めて「緊急調整地域」として指定することができる（同法第８条第１項）。
	イ 国土交通省は，緊急調整地域の指定に至る事態を未然に防止するための運用上の措置として，供給過剰の兆候のある地域を「特別監視地域」に指定し，重点的な監査や行政処分の厳格化等の措置を講じるほか，特別監視地域のうち，供給拡大によりタクシー運転者の労働条件の悪化等を招く懸念がある地域を「特定特別監視地域」に指定し，タクシー運転者の労働条件の悪化や不適切な事業運営の下で行われる供給の拡大について，タクシー事業者の慎重な判断を促すための試行的な措置を講じている。これらの地域の指定要件は，国土交通省自動車交通...

	(4) 道路運送法と独占禁止法の関係
	(5) タクシー特別措置法
	ア タクシー特別措置法の制定経緯及び目的
	イ タクシー特別措置法の内容
	(ア) タクシー特別措置法において，国土交通大臣は，供給過剰の進行等によりタクシー事業が地域公共交通としての機能を十分に発揮できていない地域を「特定地域」として指定し（以下，これにより指定された地域を「特定地域」という。），当該特定地域におけるタクシー事業の適正化及び活性化に関する基本方針を定めるものとされている（同法第３条，第４条）。
	(イ) 特定地域においては，地方運輸局長，地方公共団体の長，タクシー事業者，タクシー運転者の組織する団体，地域住民等の地域の関係者が，当該特定地域におけるタクシー事業の適正化及び活性化の推進に関し必要な協議を行うための協議会（以下「地域協議会」という。）を組織することができる（タクシー特別措置法第８条）。
	(ウ) 特定地域のタクシー事業者は，単独で又は共同して，地域計画に即して特定事業を実施するための計画（以下「特定事業計画」という。）を作成し，国土交通大臣の認定を受けることができ，特定事業計画においては，事業譲渡，合併，減車等の「事業再構築」について定めることができる（タクシー特別措置法第１１条）。
	(エ) 道路運送法に基づくタクシー運賃の認可の基準のうち，前記(2)ア(ｲ)の①の基準は，タクシー特別措置法附則第５項により，当分の間，「加えたものを超えないもの」とあるのを「加えたもの」と読み替えることとされた。このため，平成２１年１０月１日の同法施行後は，「能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものであること」が認可の基準とされている。
	(オ) タクシー特別措置法には，独占禁止法の適用を除外する旨の規定は定められていない。
	(カ) タクシー特別措置法については，成立の際に，衆議院及び参議院それぞれにおいて附帯決議がなされており，これらの附帯決議においては，政府がタクシー特別措置法の施行に当たって留意すべき点として，タクシー事業の健全な競争を図るため，同一地域同一運賃の実現が必要との意見を踏まえつつ，適切な運賃制度及びその運用を検討し，必要な措置を講じること，自動認可運賃の幅を縮小するとともに下限割れ運賃（自動認可運賃の下限運賃を下回る運賃のことをいう。以下同じ。）の審査を厳格化する措置を講じること，下限割れ運賃を採用...

	ウ その他

	(6) 自動認可運賃制度及びタクシー特別措置法施行後の同制度の内容等
	ア 前記(2)ウのとおり，タクシー運賃については，国自旅第１０１号通達に基づき，運賃適用地域ごとに，一定の条件の下で初乗運賃額の上限運賃及び下限運賃を算出し，当該範囲内の初乗運賃額並びに当該初乗運賃額に対応した加算距離及び加算運賃額として設定される運賃を自動認可運賃として設定するとともに，道路運送法施行規則第１０条の３第３項の規定に基づき，タクシー運賃の設定又は変更の認可申請に当たって原価計算書類の添付の必要がないと認める場合として事前に公示するものとされている（同通達４．(1)）。
	イ 自動認可運賃は，制度導入当時，各地域における標準的，能率的な経営を行っている複数のタクシー事業者の全体の収支が償う水準の額を上限とし，全国一律で上限運賃から１０パーセント下回る額を下限運賃として設定されていた。その後，平成２１年１０月１日にタクシー特別措置法が施行されたことを受けて，下限運賃が「地域の実情に即した額」に変更された。
	ウ 自動認可運賃の上限運賃と下限運賃の範囲内には，初乗運賃額並びに当該初乗運賃額に対応した加算距離及び加算運賃額について，初乗運賃額１０円ごとに，タクシー事業者が選択することのできる複数の運賃区分の自動認可運賃が設定されている（国自旅第１０１号通達別紙３の１(2)）。
	エ タクシー運賃の申請処理等
	(ア) 地方運輸局長は，タクシー事業者から設定又は変更の認可申請のあったタクシー運賃が自動認可運賃に該当する場合には，道路運送法施行規則第１０条の３第３項の規定に基づき，認可申請書に原価計算書類の添付を省略することを認め，また，当該認可申請に係る公示を省略するとともに，標準処理期間によることなく速やかに認可を行うものとされている（国自旅第１０１号通達４．(1)，別紙４第２の２）。
	(イ) 平成２１年１０月１日のタクシー特別措置法施行後に前記(ｱ)により新たに認可されたタクシー運賃については，その後の自動認可運賃の改定の際に，運賃変更認可申請を行わなかった結果，当該タクシー運賃が実質的に改定後の自動認可運賃の下限を下回る運賃となった場合には，その時点において認可に原則１年の期限を付すこととする旨及び自動認可運賃に該当しない運賃と同様に取り扱う旨の条件を付すこととされている（国自旅第１０１号通達別紙４第２の２）。
	(ウ) 下限割れ運賃について
	a 　下限割れ運賃には，自動認可運賃の下限運賃を下回るタクシー運賃が設定された場合のほか，自動認可運賃の改定時に従来のタクシー運賃を据え置いたことにより，実質的に改定後の自動認可運賃の下限運賃を下回ることとなったものも含まれる。
	b 　タクシー特別措置法施行後も，下限割れ運賃は否定されていない。
	(a) タクシー事業者が新たに下限割れ運賃の認可を申請した場合には，原価計算書類の提出を求め，運賃認可基準に照らし個別に審査を行うことになる。
	(b) 自動認可運賃の改定が行われた場合，従来自動認可運賃制度を利用していたタクシー事業者に対して，改定後の自動認可運賃への移行義務は課されておらず，改定後の自動認可運賃への移行を行わなかった結果，従前のタクシー運賃が改定後の自動認可運賃との関係で下限割れ運賃となる場合においても，当該タクシー運賃を適用し続けることは可能である。この場合，平成２１年１０月１日以降に新たに認可されたタクシー運賃がその後の自動認可運賃改定の際に実質的な下限割れ運賃となる場合（前記(ｲ)の場合）を除き，原則１年の認可期限...
	(c) そして，平成２１年１０月１日のタクシー特別措置法施行後は，前記(a)若しくは(b)の報告を行わない者又は報告内容により法令違反の疑いがある者に対して巡回監査（重点事項を定めて法令遵守状況を確認するもの）が行われることとなった（平成２１年９月２９日付け国土交通省自動車交通局安全政策課長，同旅客課長及び同技術安全部整備課長通達・国自安第５７号，国自旅第１２５号及び国自整第５１号「旅客自動車運送事業の監査方針の細部取扱いについて」１．(2)⑦）。これは，前記(5)ウのタクシー運賃制度研究会報告書...
	(d) また，現に認可されている下限割れ運賃のうち，認可後の経済社会情勢の変化などにより，不当な競争を引き起こすこととなるおそれが生じていると認められるものについて，それが旅客の利便その他公共の福祉を阻害している事実があると認められる場合には，道路運送法第３１条に基づく事業改善命令により，当該運賃の変更を命ずることとされている（国自旅第１０１号通達別紙４第３の３(5)。査第１５号証）。



	オ 運賃改定手続
	カ 距離制運賃の初乗距離の短縮について


	４ 新潟交通圏におけるタクシー事業
	(1) 営業区域及び運賃適用地域
	ア 営業区域
	イ 運賃適用地域
	ウ ２７社は，いずれも，新潟交通圏を営業区域とし，新潟県Ａ地区を運賃適用地域としている。

	(2) 車種区分
	(3) タクシー運賃の状況
	ア タクシー運賃の種類
	イ 新潟交通圏における自動認可運賃
	(ア) 旧々自動認可運賃
	(イ) 旧自動認可運賃
	(ウ) 新自動認可運賃

	ウ ２７社が適用しているタクシー運賃の種類
	エ 初乗距離の短縮

	(4) 新潟交通圏におけるタクシー車両の数
	ア 車種別の車両数
	イ 初乗距離短縮運賃適用事業者の車両数

	(5) 新潟交通圏におけるタクシー事業に係る２６社のシェア等
	(6) 特定特別監視地域の指定
	(7) 新潟交通圏地域計画等
	ア 新潟交通圏は，タクシー特別措置法に基づき，平成２１年１０月１日に特定地域に指定された。また，新潟交通圏においては，同年１１月６日，同法に基づき「新潟交通圏特定地域協議会」（以下「新潟地域協議会」という。）が組織された。
	イ 新潟地域協議会は，３回の会合（平成２１年１１月６日，同年１２月２４日及び平成２２年３月３１日）を経て，平成２２年３月３１日付けで「新潟交通圏地域計画」（以下「新潟地域計画」という。）を作成し，同年４月９日に公表した。



	第４ 本件の争点
	１ ２６社は本件合意をしたか。
	２ 本件合意は一定の取引分野における競争を実質的に制限するか。具体的には，２６社の共同行為に正当化理由があるか。
	３ 被審人らに対し排除措置を特に命ずる必要があるか。

	第５ 争点についての双方の主張
	１ 争点１（２６社は本件合意をしたか。）
	(1) 審査官の主張
	ア ２６社のうち欠席した被審人小針タクシー，被審人聖篭タクシー及び港タクシーを除く２３社は，平成２１年１１月２７日に開催された市協会の臨時例会（以下「平成２１年１１月２７日開催の臨時例会」といい，また，他の特定の日に開催された市協会の会合についても同様の方法で表記することがある。）において，特定タクシー運賃を新自動認可運賃に該当するものとする運賃変更認可申請を行うことを合意し，新自動認可運賃の運賃区分のうち，上限運賃から下限運賃までのどの運賃区分に移行するかなど，運賃変更認可申請に係る具体的内容に...
	イ ２６社のうち欠席した四葉タクシー，太陽交通新潟，被審人ＮＫ交通及び港タクシーを除く２２社は，平成２１年１２月１０日開催の例会において，新潟交通圏における運賃多重化の問題を解消するために，同年１１月２７日開催の臨時例会の場において確認されたとおり，２６社が新自動認可運賃に移行することを改めて確認した。また，同年１２月１０日開催の例会においては，新自動認可運賃への移行に当たり，初乗距離短縮運賃の取扱い及び個人タクシーの新自動認可運賃への移行に関する意向確認について検討する必要があるとの問題提起がな...
	ウ ２６社のうち欠席した港タクシーを除く２５社は，平成２２年１月２０日開催の臨時例会において，小型車の特定タクシー運賃について，新自動認可運賃の下限運賃とし，かつ，初乗距離短縮運賃は設定しないこととする旨を合意した。この合意は，同月２７日開催の臨時例会においても確認された。
	エ ２６社のうち欠席した港タクシーを除く２５社は，平成２２年２月１７日開催の例会において，小型車の特定タクシー運賃について新自動認可運賃の下限運賃とし，かつ，初乗距離短縮運賃を設定しないこととする前記ウにおける合意事項を再度確認し合った上で，中型車の特定タクシー運賃については新自動認可運賃の下限運賃とし，大型車及び特定大型車の特定タクシー運賃についてはいずれも新自動認可運賃の上限運賃とすることを合意した。
	オ 港タクシー代表取締役鈴木寛（以下「港タクシーの鈴木」という。）が平成２２年２月１７日開催の例会を欠席したことから，被審人第一タクシーの金井は，同月２０日までに，港タクシーの鈴木に対して，上記例会で前記エの２５社が合意した内容を伝えた上で，港タクシーの分として，被審人第一タクシーのものと同一内容の運賃変更認可申請書類を作成し，同月２０日，港タクシーの鈴木に対して，ファクシミリで送信した。
	カ 前記アないしオのとおり，２６社は遅くとも平成２２年２月２０日までに，特定タクシー運賃について，
	(ア) 小型車については，新自動認可運賃における下限運賃として定められているタクシー運賃とし，かつ，初乗距離短縮運賃を設定しないこととする
	(イ) 中型車については，新自動認可運賃における下限運賃として定められているタクシー運賃とする
	(ウ) 大型車については，新自動認可運賃における上限運賃として定められているタクシー運賃とする
	(エ) 特定大型車については，新自動認可運賃における上限運賃として定められているタクシー運賃とする


	(2) 被審人らの主張

	２ 争点２（本件合意は一定の取引分野における競争を実質的に制限するか。具体的には，２６社の共同行為に正当化理由があるか。）
	(1) 審査官の主張
	ア 一定の取引分野における競争を実質的に制限するとは，当該取引に係る市場が有する競争機能を損なうことをいい（最高裁判所第一小法廷平成２４年２月２０日判決・民集第６６巻第２号７９６頁〔株式会社新井組ほか３名による審決取消請求事件〕），具体的には，競争自体が減少して，特定の事業者又は事業者集団がその意思で，ある程度自由に，価格，品質，数量，その他各般の条件を左右することによって，市場を支配することができる状態をもたらすことをいう（東京高等裁判所昭和２８年１２月７日判決・公正取引委員会審決集第５巻１１８...
	イ 行政指導による強制等の観点から正当化理由がある旨の被審人らのの主張について
	ウ 専門的な政策判断の観点からの正当化理由がある旨の被審人らの主張について

	(2) 被審人らの主張
	ア 新潟交通圏においては，新自動認可運賃が定められた後，全ての法人タクシーの運賃が下限割れ運賃となっており，過度な運賃競争が生じていたところ，このような運賃競争は，各タクシー事業者を厳しい経営状態に陥らせるとともに，タクシー運転者に低賃金かつ長時間労働を強い，その結果，タクシー事業の安全性の低下がもたらされ，タクシー利用者たる国民の生命又は身体に重大な悪影響を及ぼしかねない事態となることが合理的に予測された。そこで，新潟運輸支局等は，そのような過度な運賃競争を解消させるべく，次のとおり，監査や行政...
	イ したがって，仮に２６社が本件合意をしたと評価されるとしても，２６社による共同行為には次のとおり正当化理由がある。
	(ア) 行政指導による強制等の観点からの正当化理由の存在
	(イ) 専門的な政策判断の観点からの正当化理由の存在
	a 　新潟運輸支局等は，新潟交通圏において過度な運賃競争が生じており，タクシー事業の安全性の低下等が懸念されたことから，そのような過度な運賃競争を解消させるべく前記アの行政指導を行い，２６社は，それに従ったものであるが，２６社による共同行為を独占禁止法に違反するとして排除し，自由な競争をもたらしてみても，一般消費者の利益及び国民経済の民主的で健全な発達に資するところはなく，独占禁止法の究極目的に合致しない。したがって，２６社に対する上記行政指導は，監督官庁がその所掌する分野の社会公共的な目的を達成...
	b 　また，前記アの行政指導は，新潟運輸支局等が，タクシー特別措置法に基づき設置され，消費者代表，地域代表，労働基準監督署その他の監督官庁も参加した新潟地域協議会における議論及び要請を踏まえ，輸送の安全，道路運送の利用者の利益保護，新潟交通圏内における交通の健全な発展等の社会公共的な目的達成のために行った専門的な政策判断を体現するものであり，これに反して競争状態を確保することは独占禁止法の究極目的に沿うものではないから，上記行政指導に従った２６社による共同行為には正当化理由がある。


	ウ このように２６社による共同行為には正当化理由があるから，２６社は新潟交通圏におけるタクシー事業の取引分野における競争を実質的に制限していない。


	３ 争点３（被審人らに対し排除措置を特に命ずる必要があるか。）
	(1) 審査官の主張
	ア 本件違反行為以前の２６社等の協調関係
	イ 本件違反行為の具体的状況等
	ウ 本件違反行為の取りやめの経緯
	エ 新潟交通圏におけるタクシー事業の市場環境
	オ 本件違反行為の結果が残存していること
	カ 新潟交通圏におけるタクシー事業者の過去の違反行為
	キ 今後の違反行為を確実に抑止するに足る事情の不存在（被審人らの後記(2)の主張について）

	(2) 被審人らの主張


	第６ 審判官の判断
	１ 争点１（２６社は本件合意をしたか。）
	(1) 認定事実
	ア 平成２１年１０月頃までの状況
	(ア) 平成２０年７月の自動認可運賃改定の際の状況
	a 　平成１８年頃，タクシーの燃料価格の高騰により，新潟交通圏の法人タクシーの多くは，タクシー運賃を値上げする必要性に迫られ，同年１２月頃，市協会の例会等の会合の場において話合いを行い，日の出交通を除く法人タクシーの多くが旧々自動認可運賃の上限運賃よりも高い運賃への運賃変更認可申請を行うこととした。（査第４７号証，第４８号証，第６２号証）
	b 　前記ａの話合いを受けて，平成１９年１月から同年４月までの間に，２７社（ただし，平成２０年７月にタクシー事業を開始した被審人東重機運輸及び同年１１月に同事業を開始した太陽交通新潟を除く。）のうちの１９社と当時新潟交通圏で事業を営んでいた法人タクシー２社が旧々自動認可運賃の上限運賃を超える運賃での運賃変更認可申請を行ったところ，申請率が７割以上となったため，北陸信越運輸局は，自動認可運賃の改定手続を開始した。しかし，平成１９年９月までの間に上記２１社の中から運賃変更認可申請を取り下げる者が出たた...
	c 　前記ｂの旧自動認可運賃の公示後，新潟交通圏における法人タクシーは，市協会の会合において，特定タクシー運賃を旧自動認可運賃に移行することについて話し合った。しかし，これに同調しない法人タクシーもいたことから，一旦は特定タクシー運賃を旧自動認可運賃に該当するものに変更する旨の運賃変更認可申請を行ったものの，当該申請を取り下げる者が出るなどしたため，最終的に，旧自動認可運賃の運賃区分での認可を受けた法人タクシーは８社にとどまった。その結果，それまでも新潟交通圏における法人タクシーのタクシー運賃は多...

	(イ) 運賃多重化の解消に向けた話合い
	a 　前記第３の４(6)のとおり，新潟交通圏は，平成２０年７月１１日，特定特別監視地域に指定された。これを受けて，新潟交通圏における法人タクシーは，市協会の会合において協議を行い，同年９月末に「特定特別監視地域の指定に伴うタクシー事業構造改善計画について」と題する構造改善計画を作成し，その中で，成果目標の一つとして「運賃多重化の解消」を盛り込んだ。
	b 　その後，新潟交通圏における法人タクシーは，平成２１年１０月頃までの間，旧自動認可運賃への移行についての各社の意向を確認し合い，これを取りまとめ，市協会の場等において旧自動認可運賃への移行について話合いを行っていたが，当時採用していたタクシー運賃を維持する旨を表明していた者，全社が旧自動認可運賃へ移行するのであれば移行する旨を表明していた者等がおり，足並みはそろわなかった。

	(ウ) 小括

	イ 平成２１年１０月１日の新自動認可運賃の公示
	ウ 平成２２年２月２０日頃までの新潟交通圏のタクシー事業者間の話合いの状況等
	(ア) 平成２１年１０月９日開催の連絡会議
	a 　開催日及び出席者
	平成２１年１０月９日，新潟市ハイヤータクシー会館において，市協会の連絡会議が開催された。
	上記連絡会議には，２７社のうち被審人ハマタクシーを除く２６社のほか，市協会の佐藤専務理事が出席した。

	b 　話合いの内容等

	(イ) 平成２１年１１月１０日開催の例会
	a 　開催日及び出席者
	平成２１年１１月１０日，新潟市ハイヤータクシー会館において，市協会の例会が開催された。
	上記例会には，２７社のうちはとタクシー，港タクシー，コバト交通及び三洋タクシーを除く２３社と市協会の佐藤専務理事が出席した。

	b 　話合いの内容等

	(ウ) 平成２１年１１月１６日開催の正副会長会議
	a 　開催日及び出席者
	平成２１年１１月１６日，新潟東急インにおいて，市協会の正副会長会議が開催された。
	上記正副会長会議には，被審人都タクシーの高橋その他市協会の役員が出席した。

	b 　話合いの内容等

	(エ) 平成２１年１１月２７日開催の臨時例会
	a 　開催日及び出席者
	平成２１年１１月２７日，新潟市ハイヤータクシー会館において，市協会の臨時例会が開催された。
	上記臨時例会には，２７社のうち被審人小針タクシー，被審人聖篭タクシー及び港タクシーを除く２４社のほか，市協会の佐藤専務理事が出席した。

	b 　話合いの内容等
	(a) 平成２１年１１月２７日開催の臨時例会において，被審人都タクシーの高橋は，新潟交通圏における認可運賃，増減車等に関する資料や同月６日の第１回新潟地域協議会において配布された資料を配布して，その説明をした。
	(b) そして，被審人都タクシーの高橋は，２７社が足並みをそろえて新自動認可運賃に移行することを提案し，出席者に対し，座席順に新自動認可運賃への移行についての意見を求めたところ，多くの出席者は，新自動認可運賃に移行する旨を述べ，日の出交通を除き，高橋の上記提案に反対する者はいなかった。これに対して，日の出交通専務取締役坂井鶴美（以下「日の出交通の坂井」あるいは単に「坂井」という。）は，個人タクシーを含め新潟交通圏における全てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移行するならば，同社も移行を検討する旨を...
	(c) また，前記臨時例会に出席した２４社のうち日の出交通を除く２３社は，新自動認可運賃の運賃区分のうち上限運賃から下限運賃までのどの運賃区分に移行するかなどについては，その後の市協会の会合で検討することとした。

	c 　前記臨時例会を欠席した３社については，当該臨時例会の後，被審人小針タクシー及び被審人聖篭タクシーの２社に対しては市協会の佐藤専務理事から，港タクシーに対しては被審人第一タクシーの金井から，それぞれ当該臨時例会の内容を連絡し，新自動認可運賃への移行について了承を得た。市協会の佐藤専務理事は，「平成２１年１１月　臨時例会の概要」とのタイトルで，①協議の結果，参加した全社とも新自動認可運賃に移行することが確認されたこと，②新自動認可運賃への移行の個別具体的な内容は，後日検討することが記載されている...

	(オ) 平成２１年１２月１０日開催の例会
	a 　開催日及び出席者
	平成２１年１２月１０日，新潟市ハイヤータクシー会館において，市協会の例会が開催された。
	上記例会には，２７社のうち被審人ＮＫ交通，四葉タクシー，太陽交通新潟及び港タクシーを除く２３社のほか，市協会の佐藤専務理事が出席した。

	b 　話合いの内容等
	平成２１年１１月２７日開催の臨時例会に引き続き，同年１２月１０日開催の例会において，出席者らは，新自動認可運賃に移行することを確認した。
	また，上記例会において，被審人都タクシーの高橋は，新自動認可運賃への移行に当たり，初乗距離短縮運賃の取扱いについて検討する必要があるとの問題提起をした。


	(カ) 第２回新潟地域協議会における被審人都タクシーの高橋の発言
	(キ) 平成２２年１月１３日開催の正副会長会議
	a 　開催日及び出席者
	平成２２年１月１３日，新潟市ハイヤータクシー会館において，市協会の正副会長会議が開催された。
	上記正副会長会議には，被審人都タクシーの高橋，被審人第一タクシーの金井，三和交通の小林，太陽交通の佐藤，東新タクシーの菊地，被審人富士タクシーの川口及びはとタクシー代表取締役斎藤章（コバト交通代表取締役としての出席を兼ねる。）のほか，市協会の佐藤専務理事が出席した。

	b 　話合いの内容等

	(ク) 平成２２年１月２０日開催の正副会長会議及び臨時例会
	a 　開催日及び出席者
	上記正副会長会議には，被審人都タクシーの高橋その他市協会の役員が出席した。
	また，上記臨時例会には，２７社のうち港タクシーを除く２６社のほか，市協会の佐藤専務理事が出席した。

	b 　正副会長会議における話合いの内容等
	平成２２年１月２０日開催の正副会長会議において，出席者は，同日開催の臨時例会において，小型車について新自動認可運賃の下限運賃に移行することを提案することを確認した。また，初乗距離短縮運賃については，出席者から採用しないとの意見，採用するとの意見及び採用するかどうかは各社の自由判断に任せるとの意見が出たが，被審人都タクシーの高橋は，上記臨時例会で初乗距離短縮運賃を採用している会社から話を聞くことにする旨を述べた。（査第６３号証）
	c 　臨時例会における話合いの内容等
	(a) 平成２２年１月２０日開催の臨時例会において，被審人都タクシーの高橋は，自ら作成した運賃多重化の解消に係る資料等を配布して説明し，これまでの話合いで市協会会員の皆が行うのであれば新自動認可運賃に移行することになっていることを確認した上で，小型車について新自動認可運賃のいずれの運賃区分に移行するかが問題となるが，できるだけ統一運賃に近づける努力が必要であること，初乗距離短縮運賃の設定をどうするか検討する必要があること，運賃を統一し値上げすることをマスコミに対しどのように説明するか検討する必要が...
	(b) その際，出席者から，タクシー特別措置法施行後であっても，初乗距離短縮運賃を申請した場合，申請は受け付けられるのか改めて確認を求める質問があったため，市協会の佐藤専務理事は，前記臨時例会を中座し，北陸信越運輸局へ電話を掛けて確認したところ，同運輸局から，初乗距離短縮運賃の申請があれば受け付けること，その場合は公示が必要であることの回答を得たため，これを出席者に報告した。
	(c) その後，出席者からは，①値上げするのであれば上限運賃に移行し，初乗距離短縮運賃の設定をやめてはどうか，②皆で下限運賃に移行し，初乗距離短縮運賃の設定は各社の判断でよい，③上限運賃に移行したいが困難であろう，④初乗距離短縮運賃の廃止にはこだわっていない，⑤新自動認可運賃の範囲内である限り下限運賃に集約する必要はない，⑥運賃を上げることには異議がない等の意見が出された。これらの意見が述べられる中で，高橋は，初乗距離短縮運賃に固執している事業者ばかりではないため今回がチャンスであり後はない，今回...
	(d) そこで，高橋は，坂井が個人タクシーが新自動認可運賃に移行することの担保が必要だと述べるので，その担保を取ってくると述べた上で，出席者に対し，小型車について，新自動認可運賃の下限運賃に移行すること，初乗距離短縮運賃は設定しないこととすることを決定する旨を述べたところ，さらに，数社から値上げの時期，内容等について意見が出された。
	(e) その後，中型車，大型車及び特定大型車の運賃についてはどうするのか出席者から質問が出されたが，市協会会員のうち保有するものが限られ，その車両数が少ないことなどから，十分に議論されることなく，これらの車種区分につき新自動認可運賃のどの運賃区分に移行するかは各社の自由とすることとされた。
	(f) 最後に，市協会の佐藤専務理事が，小型車については新自動認可運賃の下限運賃とし，中型車，大型車及び特定大型車については各社が新自動認可運賃の中で自由に決めることとすることを市協会から県協会に報告する旨を述べたところ，これに異論を述べる者はなかった。
	(g) また，市協会の佐藤専務理事は，前記臨時例会での協議検討の結果，小型車については，新自動認可運賃の下限運賃（１．３キロメートル５７０円）とし，初乗距離短縮運賃は設定しないこと，中型車，大型車及び特定大型車については，各社が新自動認可運賃のゾーンの中で個別に設定することで調整されたことなどを記載した文書（市協会名義の平成２２年１月２２日付け「運賃の新々ゾーンへの移行について」と題する文書〔査第１１３号証〕）を作成し（この文書については，同日開催の正副会長会議において，会員に配布することが了承さ...


	(ケ) 個人タクシー組合への要請
	(コ) 平成２２年１月２７日開催の臨時例会
	a 　開催日及び出席者
	平成２２年１月２７日，新潟市ハイヤータクシー会館において，市協会の臨時例会が開催された。
	上記臨時例会には，２７社のうち被審人ハマタクシー及び港タクシーを除く２５社が出席した。

	b 　話合いの内容等
	(a) 平成２２年１月２７日開催の臨時例会において，被審人都タクシーの高橋は，タクシー運賃に関して残っている問題は，小型車以外の車種について新自動認可運賃のどの運賃区分に移行するかという点と，いつ実行していくかという点である旨を発言した。また，高橋は，同月２１日に新潟市個人タクシー組合の山口らを訪問した結果について，担保のない紳士協定ではあるが，法人タクシーが値上げすれば，個人タクシーも追従することは間違いないという判断をしている旨を報告した。
	(b) 日の出交通の坂井は，同社としては，個人タクシーが１台も残らず新自動認可運賃の下限運賃に移行するのであれば，それをみてから移行したい旨を述べた。
	これに対し，東新タクシーの菊地が，「もう言葉遊びはいいんですって。みんなでやる。協調していきましょうと。」と発言し，高橋が，できそうにない条件を出して，その条件が満たされなければ同調しないというのはあきれ返る話である旨，独りよがりな話はやめてもらいたい旨及び前回の運賃値上げの際にも日の出交通等が「ゴタゴタゴタゴタ」言った結果，値上げが失敗し燃料費の上昇分を負担せざるを得なくなった旨の発言をし，被審人東港タクシー代表取締役山口道夫（以下「被審人東港タクシーの山口」という。）が，個人タクシーのうち数台...
	その後，坂井は，運転代行業者が増加してタクシー事業者と競合しているため，この点についても調査・検討して，運賃を上げるにしてもいつにするのかを検討すべき旨を述べた。
	これに対して，東新タクシーの菊地が，「話し合いで１つの答えを出してみんなでやるよ，とこういうこと。話し合いつかなければ，極端な話，多数決でもいいわけでしょ。それでそれに従っていけばいいわけですから。」と発言し，被審人県都タクシーの佐藤が，「不承不承のある中で折り合いつけて，まとめていこうよっていう格好じゃないと何にも決まらないと思いますよ。」と発言したほか，他の出席者から，坂井の発言を非難する発言がなされた。また，高橋が，坂井に対し，なぜ新自動認可運賃に移行しない数台の個人タクシーを重要視するのか...
	(c) 結局，高橋は，坂井に対し，全ての個人タクシーが新自動認可運賃に移行しない限り日の出交通も新自動認可運賃に移行しないというのは，現実性のない話であるから，再考してもらいたい旨を述べた。その上で，高橋は，出席者に対し，平成２２年１月２０日開催の臨時例会では，個人タクシーが新自動認可運賃に移行するとの保証が取れれば，小型車については，新自動認可運賃の下限運賃とし，初乗距離短縮運賃は設定しないということになったが，日の出交通が新自動認可運賃に移行せず，そうすると個人タクシーも移行しないことになるか...


	(サ) 平成２２年２月２日の個人タクシー組合からの連絡
	(シ) 平成２２年２月１７日開催の正副会長会議及び例会
	a 　開催日及び出席者
	平成２２年２月１７日，新潟市ハイヤータクシー会館において，市協会の正副会長会議及び例会が開催された。
	上記正副会長会議には，被審人都タクシーの高橋その他市協会の役員が出席した。

	b 　正副会長会議における話合いの内容等
	平成２２年２月１７日開催の正副会長会議において，被審人都タクシーの高橋は，市協会の役員に対して，会員各社の特定タクシー運賃を新自動認可運賃に移行することを確認した上で，①中型車の特定タクシー運賃の認可申請額については新自動認可運賃の初乗距離短縮運賃なしの下限運賃とすること，②大型車の特定タクシー運賃の認可申請額については新自動認可運賃の上限運賃とすること，③特定大型車の特定タクシー運賃の認可申請額については新自動認可運賃の上限運賃とすることの確認を求めたところ，どの役員も異論を述べることなく了承し...
	c 　例会における話合いの内容等
	(a) 平成２２年２月１７日開催の例会において，被審人都タクシーの高橋は，前記(ｻ)の新潟市個人タクシー組合の山口からの連絡を踏まえ，個人タクシーの協同組合は法人タクシーを待たずに運賃変更認可申請を行う見込みである旨を述べた。
	(b) 以上の発言を受けて，高橋が，「取りあえずじゃあ全員，上げるということで，えー，日の出さんがはたして条件付きのような話になるんですけど，・・・運賃のほうはそういうことでよろしいですね」などと発言をしたところ，これに対して異論を述べる者はなかった。
	(c) その後，運賃変更認可申請の時期について，数名の出席者が発言したが，高橋が平成２２年２月２５日までに行う旨の発言をしたところ，これに異論を述べる者はなかった。
	(d) この段階で，被審人ハマタクシー代表取締役小林信太郎（以下「被審人ハマタクシーの小林」という。）が前記例会に出席した。高橋が，被審人ハマタクシーの小林に対し，日の出交通は今までと同じ意見だが，日の出交通が上げなくても運賃を上げていく旨，また，平成２２年２月２５日までに運賃変更認可申請書を提出していただきたい旨述べたところ，被審人ハマタクシーの小林は，これに異論を述べなかった。
	(e) その後，会員各社の申請を取りまとめて行うか，会員各社がそれぞれ行うかという質問が出されたところ，高橋は，「協会へ出していただいて，２４日集まった段階で，２５日でも持っていきます。」と発言したところ，これに異論を述べる者はなかった。

	d 　市協会は，前記例会において決定された車種区分ごとの特定タクシー運賃の内容を記載するとともに，運賃変更認可申請書の作成に関しては県協会の後藤恵子監理課長（以下「県協会の後藤課長」という。）が担当すること，会員各社の上記申請書類は県協会で作成して会員各社にファクシミリ送信するので，会員各社は添付書類の内容を確認し，それでよければ１枚目の書類（鑑の部分）に署名押印して県協会へ持参してほしいことなどを記載した市協会名義の平成２２年２月１９日付け「新々ゾーンへの移行申請について」と題する文書（査第１３...
	e 　平成２２年２月１７日開催の例会を欠席した港タクシーへの連絡等
	(a) 港タクシーの鈴木は，高齢のため，市協会の例会等の会合に欠席することが多かったが，かねてから，被審人第一タクシーの金井と懇意であったこともあり，被審人第一タクシーの金井が，市協会における話合いの状況を港タクシーの鈴木に随時報告していた。港タクシーの鈴木は，被審人第一タクシーの金井に対し，市協会の会合の場における港タクシーの意向表明を任せ，市協会の会合の場で会員である法人タクシーの意見が集約された場合には，それに従うとの意思を伝えていた。また，市協会の会員である他の法人タクシーからも，市協会の...
	(b) 港タクシーの鈴木が平成２２年２月１７日開催の例会を欠席したことから，被審人第一タクシーの金井が遅くとも同月２０日までに上記例会で日の出交通を除く出席者が決定した内容を伝えたところ，港タクシーの鈴木は，同社もそれに同調する旨述べた。


	(ス) 小括

	エ 平成２２年２月２０日頃以降の状況
	(ア) 新潟市個人タクシー組合への連絡
	(イ) 運賃変更の状況
	a 　運賃変更認可申請書の提出等
	被審人都タクシーの高橋は，平成２２年２月１７日開催の例会の後，運賃変更認可申請書の作成及び提出の業務を県協会に依頼し，県協会の後藤課長は，２６社が書類（変更後の運賃表を含む。）を確認し，上記申請書の表紙に代表者印あるいは社判及び代表者印を押印すれば足りる状態にまで準備した。
	そして，２６社は，同月２５日から同年３月５日にかけて，直接又は県協会を通じて，特定タクシー運賃について，小型車については，新自動認可運賃の下限運賃とし，かつ，初乗距離短縮運賃を設定しない，中型車については新自動認可運賃の下限運賃とする，大型車及び特定大型車については新自動認可運賃における上限運賃とする内容の運賃変更認可申請書類一式を新潟運輸支局へ提出した。
	なお，２６社は，実際に保有する車種区分に関係なく，小型車以外の全ての車種区分についても認可申請を行った。

	b 　北陸信越運輸局の認可及び認可された特定タクシー運賃の適用

	(ウ) 日の出交通に対する働きかけ
	(エ) 平成２２年３月９日開催の例会
	a 　開催日及び出席者
	平成２２年３月９日，新潟市ハイヤータクシー会館において，市協会の例会が開催された。
	上記例会には，２７社のうち港タクシー及び日の出交通を除く２５社のほか，市協会の佐藤専務理事が出席した。

	b 　話合いの内容等
	(a) 平成２２年３月９日開催の例会において，被審人都タクシーの高橋は，２６社の全てが新潟運輸支局に運賃変更認可申請書を提出済みであることを報告した。
	(b) 前記例会においては，新自動認可運賃に移行しない日の出交通を非難する発言をする会員がいた。
	(c) また，前記例会においては，特定タクシー運賃の変更が認可された後，変更後の特定タクシー運賃を適用する時期，すなわちタクシーメーターを交換する時期についても話合いが行われた後，高橋が平成２２年３月末でよいか確認を求め，特段の異論がなかったため，同月末を目途に変更後の特定タクシー運賃の適用を開始することで一致した。


	(オ) その後の日の出交通に対する働きかけ
	(カ) 小括


	(2) 検討
	ア 前記(1)の認定事実によれば，２６社は，遅くとも平成２２年２月２０日までに，特定タクシー運賃について，
	イ そして，本件合意により，２６社の事業活動が事実上拘束される結果となることは明らかであるから，本件合意は，独占禁止法第２条第６項の「その事業活動を拘束し」の要件を充足する。また，本件合意の成立により，２６社の間に，本件合意の内容に基づいた行動をとることを互いに認識し認容して歩調を合わせるという意思の連絡が形成されたものといえるから，本件合意は，同項の「共同して・・・相互に」の要件も充足する。

	(3) 被審人らの主張について
	ア 審査官作成の供述調書の任意性及び信用性に関する被審人らの主張について
	イ その他の証拠に関する被審人らの主張について
	(ア) 被審人らは，前記(1)ウ(ｸ)ｃ(g)のとおり，平成２２年１月２０日開催の臨時例会の協議の結果について市協会の佐藤専務理事が作成し市協会の会員各社にファクシミリ送信した文書である査第１１３号証について，同人の個人的意見が記載されたものである旨を主張する。
	(イ) 被審人らは，前記(1)ウ(ｸ)ｃ(f)のとおり，県協会の竹谷事務局長が市協会の佐藤専務理事から受けた平成２２年１月２０日開催の臨時例会の協議の結果についての報告をまとめた査第１１４号証の内容について，県協会の竹谷事務局長の主観・見込みに基づく記載であり，実際に市協会の佐藤専務理事からの連絡内容を正確に表現したものではない旨を主張し，県協会の竹谷事務局長の陳述書（審第２０号証）にもそれに沿う記載がある。
	(ウ) 被審人らは，被審人第一タクシーの金井が，平成２２年１月２７日開催の臨時例会に関して，手帳（査第１２１号証）に「運賃統一化は日の出だけが難クセを付けて同調せず・・・流れ」と記載しているから，仮に同月２０日開催の臨時例会で何らかの確認がなされたとしても，同月２７日開催の臨時例会でそれは覆されたと解するのが自然である旨を主張する。
	(エ) 被審人らは，平成２２年２月１９日に市協会が会員にファクシミリ送信した文書である査第１３３号証について，被審人都タクシーの高橋が自社の申請内容を例示したものにすぎず，また，申請は各社の自主判断によるべきであることから，高橋が「あくまでも申請は自主的な決定による。」との記載を加えた旨を主張し，被審人都タクシーの高橋の陳述書（審第６４号証）にもそれに沿う記載がある。

	ウ 平成２１年１０月頃までの状況に関する被審人らの主張について
	(ア) 被審人らは，平成２０年７月の旧々自動認可運賃から旧自動認可運賃への改定時の経緯は本件とは無関係であり，また，同改定以降，運賃多重化の解消のために話し合ったのは，構造改善計画の作成又は実行に必要な範囲で行ったものにすぎない旨を主張する。
	(イ) しかし，前記(1)ア及びウ(ｱ)のとおり，旧々自動認可運賃から旧自動認可運賃への改定が，一度の手続中断を経ながら実現されたにもかかわらず，実際に旧自動認可運賃に移行する事業者が市協会会員の一部にとどまったことは，被審人都タクシーの高橋にとって繰り返してはならない失敗と認識されていたのであり，そのことを踏まえ，市協会の会長の就任に際して，会員に対し運賃多重化の解消のための話合いへの協力を要請したものと認められる。したがって，旧々自動認可運賃から旧自動認可運賃への改定時の経緯は本件合意の成立と...

	エ 日の出交通への働きかけに関する被審人らの主張について
	(ア) 被審人らは，２６社が，日の出交通に対して，２６社と足並みをそろえて新自動認可運賃へ移行するよう求めていた事実はなく，日の出交通に対する対応は，新自動認可運賃への移行について，同社の坂井の発言が一貫せず，趣旨を図りかねていたことから，その態度を明確にするよう求めたものである旨を主張する。そして，被審人らは，坂井の発言が一貫しなかった点について，坂井が平成２２年１月２０日開催の臨時例会までは「１台も残らず」個人タクシーが新自動認可運賃に移行しなければならないとの発言をしていなかったにもかかわら...
	(イ) しかし，坂井は，次のとおり，平成２１年１１月２７日開催の臨時例会から既に個人タクシーを含む新潟交通圏の全てのタクシー事業者が新自動認可運賃に移行することを条件としていたと認められる。すなわち，①坂井は，同日開催の臨時例会を含め同月から平成２２年２月までに開催された市協会の例会等において，平成２０年７月に旧自動認可運賃への移行が話し合われた際と同様に，個人タクシーを含む新潟交通圏の全てのタクシー事業者が移行すれば日の出交通も移行を検討すると，現実的でない条件を付けて運賃を値上げしないようにし...
	(ウ) そして，実際に平成２２年１月２７日開催の臨時例会における話合いの状況は前記(1)ウ(ｺ)ｂのとおりであり，坂井に対する僅かな質問はあったものの，坂井に対する発言は専ら坂井を非難するか２６社と足並みをそろえるよう説得する内容であり，坂井の発言が一貫しないとしてその趣旨を確認するような内容ではなく，また，それ以外の機会における坂井に対する発言も同様である。
	(エ) したがって，前記(ｱ)の被審人らの主張は採用できない。

	オ 市協会の例会等における話合いの内容に関する被審人らの主張について
	(ア) 被審人らは，２７社は新潟地域協議会において運賃多重化の解消や過度な運賃競争を避けるための対策について議論されていたことを受けて，市協会を代表して同協議会に出席する被審人都タクシーの高橋が市協会として述べるべき一般的な意見を取りまとめる必要があったことから情報や意見を交換したものである旨を主張し，高橋も，「協会で決まったというのは，行政が自動認可運賃に入るのがベターだということであれば，全員で検討してみてもいいねというような軽い話なんですね。」などとそれに沿う陳述をする（高橋良樹代表者審尋速...
	(イ) 確かに，被審人都タクシーの高橋は，前記第３の４(7)アのとおり新潟地域協議会の構成員であり，同協議会において意見を求められる場合があったと認められる。



	２ 争点２（本件合意は一定の取引分野における競争を実質的に制限するか。具体的には，２６社の共同行為に正当化理由があるか。）
	(1) 一定の取引分野における競争の実質的制限について
	(2) 本件における一定の取引分野について
	(3) 本件における競争の実質的制限について
	ところで，被審人らは，２６社の共同行為には正当化理由があるので，２６社が新潟交通圏におけるタクシー事業の取引分野における競争を実質的に制限していないと主張するので，以下，この点について検討する。

	(4) 行政指導による強制等の観点からの正当化理由が存在するから一定の取引分野における競争を実質的に制限していない旨の被審人らの主張について
	ア 被審人らは，２６社は新潟運輸支局等の行政指導によって強制され又はその指示，要請若しくは主導の下にやむを得ず共同行為を行ったものであるところ，２６社はかかる強制又は指示，要請若しくは主導の下で自由に意思決定をすることができない状況であったから，当該共同行為には正当化理由が存在するので，一定の取引分野における競争を実質的に制限していない旨主張する。
	イ 新潟運輸支局等の担当官のタクシー特別措置法や新自動認可運賃に関する発言等については，本件合意成立後のものを含め，以下のものが認められる。
	(ア) 本件合意成立前のもの
	a 　平成２１年６月１０日開催の全国乗用自動車連合会正副会長会議
	b 　平成２１年７月１日開催の全国乗用自動車連合会全国協会長会議
	c 　平成２１年８月２８日開催のタクシー特別措置法説明会
	d 　平成２１年１０月１３日開催のタクシー特別措置法説明会
	e 　平成２１年１２月２４日開催の第２回新潟地域協議会

	(イ) 本件合意成立後のもの
	a 　平成２３年８月２６日の県協会の土屋会長らと国土交通省の中田徹自動車局長との面談
	b 　平成２４年３月１４日開催の第５回新潟地域協議会
	c 　平成２５年１月３１日開催の第６回新潟地域協議会


	ウ ところで，行政指導とは，行政機関がその任務又は所掌事務の範囲内において一定の行政目的を実現するため特定の者に一定の作為又は不作為を求める指導，勧告，助言その他の行為であって処分に該当しないものをいう（行政手続法〔平成５年法律第８８号〕第２条第６号）。また，行政指導は拘束力を有するものではなく，相手方の任意の協力によってのみ実現されるべきものとされる（同法第３２条第１項）。したがって，行政指導は，行政目的を実現するために，一定の作為又は不作為を現に行っていない特定の者に対して当該一定の作為又は不...
	エ 前記イで認定した新潟運輸支局等の担当官の発言からは，新潟運輸支局等が新潟交通圏のタクシー事業者が新自動認可運賃に移行することが望ましいとの考えを有していたことが認められ，このことと，新潟運輸支局の坂本首席専門官が，長岡市におけるタクシー特別措置法に関する説明会（これは新潟交通圏のタクシー事業者を対象としたものではない。）におけるものとはいえ，同支局の管轄内の説明会において前記イ(ｱ)ｄ記載の発言をしていることや，同(ｲ)ｂ記載の北陸信越運輸局の斉藤旅客課長の発言も考慮すれば，新潟運輸支局等の担...
	オ この点，被審人らは，新潟運輸支局等が新自動認可運賃へ移行するよう行政指導を強力に推し進めていたこと，下限割れ運賃を採用する者に対しては，報告義務が課され，報告内容によっては監査が行われ，監査により違法が発見された場合には行政処分が行われるという行政指導の実効性を確保するための枠組みが整備されていたこと，タクシー事業が規制業種であり，被審人らは監督官庁である新潟運輸支局等から行政指導を受けたことに鑑みれば，各タクシー事業者は行政指導に従わなければならないという心理的な圧迫が加えられ，自由に意思決...
	しかし，次のとおり，２６社が新自動認可運賃へ移行するか否かについて自由に意思決定をすることができない状況にあったとは認められない。
	(ア) 前記エのとおり，新潟運輸支局等の担当官の発言は新潟交通圏のタクシー事業者を強制的に新自動認可運賃に移行させるような内容のものであったとは認められず，むしろ，前記イ(ｱ)ｃのとおり，新潟交通圏のタクシー事業者に対して直接タクシー特別措置法の説明がなされた平成２１年８月２８日開催の新潟市における説明会において，北陸信越運輸局の高橋旅客課長は，新自動認可運賃への移行を強制するものではなく，移行するかどうかは個々の事業者の判断であるという趣旨の発言をしており，また，同ｄのとおり，坂本首席専門官が長...
	(イ) また，日の出交通は，本件合意が行われた際には新自動認可運賃に移行せず，平成２４年５月頃に新自動認可運賃の下限の運賃区分に移行するまで下限割れ運賃を採用しており（査第５８号証，審第５２号証），新潟交通圏の法人タクシーの中に，新自動認可運賃の公示後も実際に新自動認可運賃に移行しない事業者が存在したことが認められる。
	(ウ) さらに，被審人都タクシーの高橋でさえ，代表者審尋において，新自動認可運賃への変更申請は独自の判断で行ったものかそれとも運輸局等から強制されたものかとの審査官からの質問に対し，当然自分の経営判断で行った旨を明確に陳述しているところである（高橋良樹代表者審尋速記録）。
	(エ) なお，新潟運輸支局等の担当官は，前記イ(ｱ)ｃ，ｄ及びｅのとおり，下限割れ運賃を採用するタクシー事業者に対して，報告徴収や監査を行う方針であることを述べている。

	カ ところで，本件において，２６社は，新自動認可運賃に移行することを合意したばかりでなく，新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区分に移行すること及び小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことまで合意しているが，次のとおり，新潟運輸支局等が新潟交通圏のタクシー事業者に対し，新自動認可運賃の枠内の特定の運賃区分に移行することや小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことを求める行政指導をした事実は認められない。
	(ア) 被審人らは，小型車及び中型車に関し，行政指導の内容が新自動認可運賃へ移行することを促すものであったとしても，激しい価格競争の中で値上げをする以上，下限運賃に移行する以外に実質的に選択肢はなく，新自動認可運賃に移行することは小型車及び中型車について新自動認可運賃の下限運賃に移行することと実質的に同内容であり，そのことは新潟運輸支局等の担当官らと各タクシー事業者との間の共通の認識であったから，小型車及び中型車について「新自動認可運賃における下限運賃に移行すること」も含めて行政指導の対象であった...
	(イ) 　次に，被審人らは，前記イ(ｱ)ｄのとおり，坂本首席専門官が「本来はゾーンに移ってもらう必要があるのですが，今までに認可をもらった３００円運賃でやりたいという事であれば，新ゾーンに入らないという形も可能ではあります。しかし皆さんに法の趣旨というものを理解してもらって，新しいゾーンに移ってもらいたいと思います。」との発言を行っていることを捉えて，初乗距離短縮運賃の採用が行政指導により困難であったと主張する。

	キ 結論

	(5) 政策判断の観点からの正当化理由が存在するから一定の取引分野における競争を実質的に制限していない旨の被審人らの主張について
	ア 被審人らの前記第５の２(2)イ(ｲ)ａの主張について
	(ア) 被審人らは，新潟運輸支局等は新潟交通圏において過度な運賃競争が生じており，タクシー事業の安全性の低下等が懸念されたことから，そのような過度な運賃競争を解消させるべく，収支状況等を勘案することなく一律に新自動認可運賃に移行することなどを求める行政指導を行い，２６社は，それに従ったものであるが，この行政指導は，監督官庁がその所掌する分野の社会公共的な目的を達成するためにした専門的な政策判断を体現するものであって，これに反して競争状態を確保することは独占禁止法の究極目的に沿うものではないから，行...
	(イ) しかし，本件では，２６社は新自動認可運賃に移行することを合意したばかりでなく，新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区分に移行すること及び小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことまで合意しているところ，前記(4)カのとおり，新潟運輸支局等が新潟交通圏のタクシー事業者に対し新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区分に移行することや，小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことを求める行政指導をした事実は認められず，２６社が新自動認可運賃に移行することばかりでなく，新自動認可運賃の枠内での特定...
	(ウ) したがって，前記(ｱ)の被審人らの主張は採用できない。

	イ 被審人らの前記第５の２(2)イ(ｲ)ｂの主張について
	(ア) 被審人らは，新潟運輸支局等の行政指導は，タクシー特別措置法に基づき設置され，消費者代表，地域代表，労働基準監督署その他の監督官庁も参加した新潟地域協議会における議論及び要請を踏まえ，輸送の安全，道路運送の利用者の利益保護，新潟交通圏内における交通の健全な発展等の社会公共的な目的達成のために行った専門的な政策判断を体現するものであり，これに反して競争状態を確保することは独占禁止法の究極目的に沿うものではないから，行政指導に従った２６社による共同行為には正当化理由があると主張する。
	(イ) しかし，本件指導は前記(4)で認定したとおりの程度，内容であったところ，前記ア(ｲ)のとおり，２６社が新自動認可運賃に移行することばかりでなく，新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区分に移行すること及び小型車について初乗距離短縮運賃を設定しないことまで合意したことは本件指導の範囲を明らかに超えているから，この点からみただけでも，２６社による共同行為に正当化理由があるとはいえない。
	(ウ) また，次の点からも，２６社による共同行為に正当化理由があるとはいえない（新潟地域協議会における一部の委員の発言の内容に鑑み，念のため述べる。）。
	a 　地域協議会は特定地域におけるタクシー事業の適正化及び活性化の推進に関し必要な協議を行うことを目的とし（タクシー特別措置法第８条），同法により国土交通大臣が定める基本方針（同法第４条）に基づいて，地域計画を作成することができることとされている（同法第９条）ところ，上記基本方針においては，地域計画には「供給過剰の解消や過度な運賃競争の回避・・・のための対策について定めることが求められる。」とされているが（審第４号証〔二の２〕），それは同時に「法令に違反せず，法及び本方針に定める事項に逸脱しないも...
	b 　また，第１回新潟地域協議会において同事務局が配布した「地域計画　策定に関する概要」と題する書面（査第６２号証〔資料４〕）は，新潟地域協議会における地域計画策定に関する基本的な考え方が記載されたものであるが，当該書面には，新自動認可運賃への移行や，新自動認可運賃の枠内での特定の運賃区分への移行及び初乗距離短縮運賃の設定の有無などタクシー事業者が適用すべき具体的なタクシー運賃に関することについては何ら触れられておらず，第２回新潟地域協議会において同事務局が配布した地域計画の素案（査第９６号証）及...
	c 　もっとも，新潟地域協議会における協議の中で，一部の委員から，同一地域同一運賃となること及び初乗距離短縮運賃は設定しないことが望ましいなどという趣旨の具体的なタクシー運賃に関する発言がなされたことは事実である（査第９５号証，審第１５号証）が，地域協議会において具体的なタクシー運賃について協議することは予定されていないし（前記ａのとおり），新潟地域協議会において具体的なタクシー運賃に関することは地域計画策定のための検討対象とはされておらず（前記ｂのとおり），その他新潟地域協議会として具体的なタク...

	(エ) したがって，前記(ｱ)の被審人らの主張は採用できない。


	(6) よって，前記(3)ないし(5)によれば，本件において競争の実質的制限が肯定される。
	(7) 結論

	３ 争点３（被審人らに対し排除措置を特に命ずる必要があるか。）
	(1) 平成２３年１月２６日，本件について公正取引委員会が独占禁止法第４７条第１項第４号の規定に基づく立入検査を行ったこと，及び同日以降，市協会の会合の場で特定タクシー運賃についての話合いが行われていないことは当事者間に争いがないから，同日以降，本件合意は事実上消滅しているものと認められる。
	(2) 独占禁止法第７条第２項本文は，違反行為が既になくなっている場合においても，特に必要があると認めるときは，違反行為者に対し，当該行為が既になくなっている旨の周知措置その他当該行為が排除されたことを確保するために必要な措置を命ずることができる旨規定しているところ，同項の「特に必要があると認めるとき」とは，原処分の時点では既に違反行為はなくなっているが，当該違反行為が繰り返されるおそれがある場合や，当該違反行為の結果が残存しており競争秩序の回復が不十分である場合などをいうものと解される（東京高等...
	(3) 本件において排除措置を命ずる必要性
	(ア) 本件違反行為は，被審人らが市協会の会合の場を利用して行ったものであったところ，本件排除措置命令が発せられた平成２３年１２月２１日の時点においても，市協会は存続していた（審第５７号証，第６４号証，第６５号証，高橋良樹代表者審尋速記録）から，上記時点においても，被審人らは市協会の会合の場を利用するなどして合意を形成することができる状況に変わりはなかった。
	(イ) 本件合意は，平成２３年１月２６日に事実上消滅しているが，これは，公正取引委員会が，同日，本件違反行為について立入検査を行ったことによるものであり，被審人らの自発的意思に基づくものではなかった。
	(ウ) 被審人らは，前記１(1)アのとおり，平成１８年頃から本件合意の形成に至るまで，長期にわたり特定タクシー運賃に関する話合いを繰り返し行っていた。
	(エ) 市協会は，一般乗用旅客自動車の増車又は営業所の新設若しくは位置の変更に係る事業計画変更の認可申請の制限に関する決定を行ったことが当時の独占禁止法第８条第１項第４号に違反するとして，昭和５６年４月１日に公正取引委員会から勧告審決を受け（昭和５６年（勧）第４号・公正取引委員会審決集第２８巻３頁〔新潟市ハイヤータクシー協会に対する件〕），また，新潟交通圏における法人タクシー事業者（２７社のうち１８社を含む。）は，正当な理由がないのに，共同して株式会社新潟ハイタク共通乗車券センター及び共通乗車券事...
	(オ) なお，公正取引委員会が前記(1)の立入検査を行った後，市協会は，平成２３年２月１８日付けで，法令遵守の更なる徹底に努めること，被疑事実とされる会員の運賃決定についてはそれぞれの経営判断に基づいて決定がなされていることを確認することなどの決議を行い，また，被審人のうち１２社は，これと同旨の各社の取締役会決議を行っている。（審第７号証，第８号証，第９号証の１ないし１２）
	(ア) 前記ア(ｱ)のとおり，本件違反行為のような価格カルテルが行われやすい状況が本件違反行為終了後も継続していたこと，同(ｲ)のとおり，被審人らが本件違反行為を取りやめたのは自発的意思に基づくものではなく，本件違反行為終了後も違反行為を行う意欲が消滅していたとは認められないこと，同(ｳ)のとおり，被審人らの協調的な関係は長期にわたって形成されていたと認められること，同(ｴ)のとおり，市協会及び被審人らの一部が過去に公正取引委員会から独占禁止法に基づく法的措置を受けていたにもかかわらず，被審人らは...
	(イ) なお，被審人らは，市協会が平成２３年２月１８日付け決議及び同年４月７日付け決議を行い，また，被審人らがそれぞれ取締役会決議を行い，今後，特定タクシー運賃について，他の事業者との間で事業活動を相互に拘束する行為を行わない旨を明確にしており，被審人らの協調関係等は断絶されている旨を主張する。
	(ウ) また，被審人らは，本件によってタクシー事業者に注目が集まっており被審人らが違反行為を繰り返すことは極めて困難である旨を主張する。


	４ 結論
	(1) 本件排除措置命令について
	(2) 本件課徴金納付命令について
	ア 前記(1)の違反行為が独占禁止法第７条の２第１項第１号に規定する役務の対価に係るものであることは本件合意の内容から明らかである。
	イ 課徴金の計算の基礎となる事実
	(ア) 被審人らは，タクシー事業を営んでいた者である。（争いがない。）
	(イ) 被審人らが，前記(1)の違反行為の実行としての事業活動を行った日は，前記(1)の合意に基づき被審人らがそれぞれ特定タクシー運賃の変更の認可申請を行い，平成２２年３月２６日に北陸信越運輸局長から認可を受けた特定タクシー運賃を適用した別紙８の各被審人に係る「事業活動を行った日」欄記載の日であると認められる。また，被審人らは，それぞれ平成２３年１月２６日以降，当該違反行為を取りやめており，同月２５日にその実行としての事業活動はなくなっているものと認められる。したがって，被審人らについては，独占禁...
	(ウ) 前記(ｲ)記載の各実行期間における新潟交通圏のタクシー事業に係る被審人らの売上額を私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律施行令（昭和５２年政令第３１７号）第５条第１項の規定に基づき算定すると，それぞれ別紙８の各被審人に係る「売上額」欄記載のとおりである。（争いがない。）
	(エ) 被審人らは，前記(ｲ)記載の各実行期間を通じ，資本金の額が３億円以下の会社であって，運輸業に属する事業を主たる事業として営んでいた者である。（争いがない。）
	(オ) 公正取引委員会は，平成２３年１月２６日，本件について独占禁止法第４７条第１項第４号の規定に基づく立入検査を行った。そして，被審人星山工業は，平成２１年１１月２５日，課徴金納付命令（平成２１年（納）第７２号・公正取引委員会審決集第５６巻第２分冊１８７頁〔新潟市が発注する建築一式工事の入札参加業者に対する件〕。以下「前回課徴金納付命令」という。）を受けているところ，当該命令は，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成１７年法律第３５号。以下「平成１７年改正法」とい...
	(カ) 以上によれば，被審人らが国庫に納付すべき課徴金の額は，それぞれ，独占禁止法第７条の２第１項及び第５項の規定により，前記(ｳ)の各売上額に１００分の４を乗じて得た額（ただし，被審人星山工業については，同条第１項，第５項及び第７項の規定により，同被審人に係る前記(ｳ)の売上額に１００分の６を乗じて得た額）から，同条第２３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てて算出された別紙８の各被審人に係る「納付すべき課徴金額」欄記載の金額である。（本件違反行為及び前記(ｲ)の各実行期間が認定された場合の被...

	ウ よって，被審人らに対してこれと同額の課徴金の納付を命じた本件課徴金納付命令はいずれも適法であるから，被審人らの本件課徴金納付命令に係る各審判請求はいずれも理由がない。
	エ ところで，被審人星山工業に対する本件課徴金納付命令（以下「エ」において，単に「本件課徴金納付命令」という。）は，同被審人が公正取引委員会による調査開始日である平成２３年１月２６日から遡り１０年以内に平成２１年改正法による改正前の独占禁止法第７条の２第１項の規定による命令（平成２１年（納）第７２号）を受けており，当該命令について審判手続の開始を請求することなく同改正前の独占禁止法第５０条第４項に規定する期間が経過して，当該命令は確定しているから，同被審人は独占禁止法第７条の２第７項第１号に該当す...



	第７ 法令の適用
	１ 被審人都タクシー株式会社（別紙１番号１記載の者）
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２６６号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	２ 被審人富士タクシー株式会社
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２６７号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	３ 被審人さくら交通株式会社
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２６８号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	４ 被審人第一タクシー株式会社
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２７０号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	５ 被審人昭和交通観光株式会社
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２７１号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	６ 被審人県都タクシー株式会社
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２７３号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	７ 被審人星山工業株式会社
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２７６号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	８ 被審人株式会社小針タクシー
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２８０号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	９ 被審人東港タクシー株式会社
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２８１号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	１０ 被審人光タクシー有限会社
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２８２号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	１１ 被審人株式会社ＮＫ交通
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２８４号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	１２ 被審人ハマタクシー株式会社
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２８５号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	１３ 被審人株式会社聖篭タクシー
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２８６号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	１４ 被審人都タクシー株式会社（別紙１番号１４記載の者）
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２８９号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。

	１５ 被審人有限会社東重機運輸
	(1) 平成２３年（措）第１５号排除措置命令の全部の取消しを求める。
	(2) 平成２３年（納）第２９０号課徴金納付命令の全部の取消しを求める。




